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要   旨 

 

１ 作成の背景 

東日本大震災(東京電力福島第一原子力発電所の事故及びそれによる被害を含む。) に

関しては、多くの学協会や大学、研究開発型独立行政法人などが、声明や提言の発表、講

演会・シンポジウム、学術調査、ボランティアの派遣、研究テーマとしての取り組みなど

の様々な活動を実施している。 

東日本大震災復興対策本部が定めた「東日本大震災からの復興の基本方針」においては、

「震災に関する学術調査、災害の記録と伝承」の必要性が述べられており、これを受け日

本学術会議では、大地震、大津波、原子力発電所事故を含む近代史上未曽有の複合的災害

である東日本大震災に関する学術調査を総括する準備に入った。また、平成 23 年８月 29

日に文部科学省研究振興局長より、「震災に関する学術調査の実施に関する審議について」

の検討依頼を受けたことも踏まえて、日本学術会議は、東日本大震災に関する学術調査の

全容を把握し、「大震災における学術の活動」として整理し、公表することを目的として、

同年９月１日に「東日本大震災に係る学術調査検討委員会」を幹事会の下に設置した。 

 

２ 調査結果のとりまとめと課題 

日本学術会議東日本大震災に係る学術調査検討委員会は、協力学術研究団体を対象に、

平成 24年 10月 16日から 11月 30日にかけて「東日本大震災にかかわる協力学術研究団体

の活動の調査＜第 2回＞」を実施し、調査結果を下記の６つの視点から取りまとめた。 

 ・学術調査が(複数)入ることの弊害、調査する側の倫理 

 ・現時点で調査が不足している事項 

 ・長期的に調査を行うべき事項 

 ・学協会による連携の重要性 

 ・アーカイブの重要性 

 ・東日本大震災から得られた教訓と課題 

 

３ 提言及び文部科学省への回答 

 東日本大震災に関する総合的な学術調査の推進のために、以下の６項目を提言するとと

もに、提言の一部を文部科学省に対して回答する。 

 

提言１ 学協会、大学等は、災害に関する学術調査を実施することを想定し、事前に災

害時の学術調査に関する指針を策定しておくべきである。この指針の中には、被災者、

被災自治体の側に立った倫理的な規範、学術調査に関する様々な情報・データを集約

し、公表するシステム及び学術調査結果を社会に還元するシステムが含まれている必

要がある。 
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提言２ 学術界は、災害時に重複した学術調査が行われ、被災者や被災自治体の過度の

負担とならないように、災害時に実施されている学術調査の概要を把握し、公表でき

るようなシステム・制度を準備しておくべきである。将来の防災・減災政策に役立つ

情報を纏めるためには、被災地全域にわたる悉皆調査と統計的整理が必要であり、そ

のためにも、調査にあたる科学者全体の行動を調節する仕組みが必要である。 

 

提言３ 被災地域・被災者及び被災乳幼児や障害者等社会的弱者に関する実態調査など、

東日本大震災に関して実施すべき学術調査が多く残っているとともに、今後の災害対

策、被害の軽減のための調査研究の推進が必要であり、政府はこれらの支援を引き続

き進めるべきである。 

 

提言４ 被災した企業や団体、学校等は、今後の災害対策、被害の軽減のために、学術

調査に積極的に協力すべきである。 

 

提言５ 学術界は、災害対応のための分野を越えた学協会連携の組織を平時から準備し、

万一の災害発生時には学際的な学術調査を迅速に開始すべきであり、政府は、迅速な

学術調査を支援すべきである。また、政府及び学術界は、様々な課題に対して学術の

見解を迅速にとりまとめるシステムについて検討すべきである。 

 

提言６ 災害時情報のデータを収集し、一元化することは、学術の振興のためにも、ま

た、学術の成果を被災者、被災自治体を含む社会に還元するためにも重要であり、政

府はそのための体制を平時より準備すべきである。また、このような集約された情報

の解析に当たっては、長期的な取り組みと国際的な協力が重要であり、政府及び学術

界は、そのための体制の整備を図るべきである。また、政府は、学術調査により得ら

れた情報を一元化のために加工する際の支援を行うべきである。 
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１ はじめに 

 

東日本大震災(東京電力福島第一原子力発電所の事故及びそれによる被害を含む。)に関

しては、多くの学協会や大学、研究開発型独立行政法人などが、声明や提言の発表、講演

会・シンポジウムの開催、学術調査の実施、ボランティアの派遣、研究テーマとしての取

り組みなどの様々な活動を実施している。 

東日本大震災復興対策本部が定めた「東日本大震災からの復興の基本方針」においては、

「震災に関する学術調査、災害の記録と伝承」の必要性が述べられており、これを受け日

本学術会議では、大地震、大津波、原子力発電所事故を含む近代史上未曽有の複合的災害

である東日本大震災に関する学術調査を総括する準備に入った。また、平成 23 年８月 29

日に文部科学省研究振興局長より、「震災に関する学術調査の実施に関する審議について」

の検討依頼を受けたことも踏まえて、日本学術会議は、東日本大震災に関する学術調査の

全容を把握し、「大震災における学術の活動」として整理し、公表することを目的として、

同年９月１日に「東日本大震災に係る学術調査検討委員会」を幹事会の下に設置した。 

本提言は、東日本大震災に関する学協会の活動状況を平成 24年 10月 16日から 11月 30

日にかけて行った「東日本大震災にかかわる協力学術研究団体の活動の調査＜第２回＞」

の結果を踏まえ、以下の項目について取りまとめるとともに、文部科学省研究振興局長か

らの検討依頼に回答し、合わせて日本学術会議としての提言を行うものである。 

 ・学術調査が(複数)入ることの弊害、調査する側の倫理 

 ・現時点で学術調査が不足している事項 

 ・長期的に学術調査を行うべき事項 

 ・学協会による連携の重要性 

 ・アーカイブの重要性 

 ・東日本大震災から得られた教訓と課題 
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２ 調査結果のとりまとめと課題 

「東日本大震災にかかわる協力学術研究団体の活動の調査＜第２回＞」の結果を 

 ・学術調査が(複数)入ることの弊害、調査する側の倫理 

 ・現時点で学術調査が不足している事項 

 ・長期的に学術調査を行うべき事項 

 ・学協会による連携の重要性 

 ・アーカイブの重要性 

 ・東日本大震災から得られた教訓と課題 

に整理してとりまとめるとともに、課題を抽出した。 

 

(1) 学術調査が(複数)入ることの弊害、調査する側の倫理 

学協会からは、個別調査が大量に入ることにより被災者、被災自治体等に多くの負担

をかける、被災者への聞き取り調査において、科学者の個々の研究的関心が重視され被

災者の悲痛な心の痛みや震災時への記憶想起ストレスの可能性への配慮が不足してい

る、調査には調査実施のタイミングや個人情報にも配慮した慎重な配慮が必要である、

などが指摘されている。これに対し、学術調査を迅速に、効率的（必要な調査を可能な

限り、重複なく）、かつ安全に行うことを目指して、学協会独自の調査ガイドラインを

作成し、組織的な調査、情報収集を行い、その情報収集結果を開示して、その後の学術

調査計画立案の基礎資料として活用された例もある。 

一方で、災害調査はできるだけ早期に行うことが原則であるが、被災者、被災自治体

の状況に配慮し、災害調査を自ら規制せざるを得ず、結果として貴重な被災資料が撤去

されてしまったとの指摘もあった。 

震災時の学術調査に関しては、被災者や被災自治体の理解を十分に得ることが重要で

あり、被災者、被災自治体の側に立った調査ルールや倫理指針を学協会が策定しておく

ことが重要である。また、調査に協力いただいた被災者、被災自治体の心情を配慮する

と、学術調査を行った結果は、学協会や調査にあたった科学者の学術上の成果として論

文等で公表するだけでなく、少しでも被災地域の復興や今後の震災への教訓に役立てる

ための努力を行うべきである。 

また、類似の学術調査が複数実施されることについては、学術調査を行う学協会、科

学者自身にとっても、他にどのような学術調査が行われているのかといった情報（どの

ような主体が、どこで、どのような学術調査をしており、どのような知見を得ているの

かの学術調査研究に関する情報）が不足していることも原因の一つと考えられる。 

もちろん、実際に学術調査を行っているのは、学協会ではなく、個々の科学者や科学

者グループであることが多い。しかし、科学者は何れかの学協会に参加しており、学協

会が学術調査のルールを定めることは、十分に意義がある。 

 

(2) 現時点で学術調査が不足している事項 

学協会からは、以下のような学術調査が不足しているのではないかという多くの指摘
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があった。もちろん、これらの中には学協会は把握していないが、個々の科学者が既に

実施している学術調査もある可能性がある。震災現場の課題を解決するために不可欠な

学術調査の実態が見落とされている懸念があり、被災各県における復興計画の熟知と学

術調査活動への拠点（情報共有のプラットフォーム）整備等が全体の課題と考えられる。 

・電気、ガス、上水道、下水道などのライフラインの被害とその対策・課題に関す

る調査 

・サプライチェーンの破壊による産業活動の中断と事業継続の方策に関する調査 

・乳幼児期からの子どもの被災後の心身の発達に関する調査 

・聴覚言語障害者や在住外国人など社会的に弱い立場にある者への調査 

（災害時における災害情報・避難情報などの情報収集の難しさの実態など） 

・災害時における情報基盤の安全性の確保に関する調査 

・被災地域において支援にあたってきた者のストレスに関する調査 

（特に教師・学校職員や保育者等への調査が必要である） 

・防災マニュアル見直し等に関する調査 

（子どもへの支援だけではなく、避難所における業務等の今後のあり方等につい

ての検討も必要である） 

・地域の文化資源や歴史的建築物の被災状況の実態調査 

（地名や位置情報付きでデータベース化（GISデータベース化）することが重要

である） 

・漁村集落、沿岸漁業および沿岸生態系の復旧・再生のための調査 

・野生の動植物の被災状況や影響に関する調査 

・今後の災害予防のための教育のあり方に関する調査 

（学校での震災復興に関わる科学教育や減災・防災教育など） 

・湾岸地区の石油プラントなどの地盤構造、基礎構造等の施設、構造物の基盤的情

報や施設、設備、機械等の被災状況に関する調査 

（関東直下型大地震では石油関連施設の破壊、火災等が予想され、その有効な対

策の共有のためにも、企業等の協力による上記情報の調査が重要である） 

・被災地域コミュニティによる避難の対応に関する実態調査 

・海域における地震・地殻変動に関する調査 

・テレビ・ラジオ等の公共放送、自治体の域内放送、携帯電話、インターネットな

どによる災害情報（地震情報、津波情報、避難情報など）の伝達の状況や実態の

調査 

・災害時の緊急通信の信頼性の確保、電話や携帯電話による情報通信の安定化等、

通信に関わる技術的課題を調査し、明確にする必要がある。 

・津波被災地における行政文書等の消失に伴う支障の状況の調査 

（広域災害時のバックアップ体制の調査研究） 

・医療機関では紙媒体カルテの毀損による支障の状況を調査し、広域医療連携、診

療情報・調剤情報等を蓄積する仕組みや電子カルテの導入を検討する必要がある。
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また、災害時における医療救護の際に記録する診療録について、その様式、記載

の欠落などの問題点を調査・解析し、診療録の質の改善につなげる必要がある。

さらに、感染症アラート情報の把握など、公衆衛生の課題についても今後、調査

検討すべきである。 

 

また、特に東京電力福島第一原子力発電所（以下、東電福島第一原発という。）の事故

に関する学術調査については、以下のような指摘があった。 

・東電福島第一原発事故により避難を余儀なくされた人々への生活設計や展望等に

関する調査 

・避難過程の詳細な調査 

（他の原子力発電所の避難計画を抜本的に見直す際に必要である） 

・避難者の生活実態に関する調査 

（特に避難指示区域外から避難している人々の生活実態調査が不十分であり、隣

接県の人々も避難しているが、その人々の生活実態調査が非常に手薄である） 

・放射能に汚染された地域の乳幼児期からの子どもの被災後の心身の発達に関する

調査 

・放射性セシウムを固定する粘土鉱物の含有量等、放射性物質の化学的動態や分析

についての調査 

・放射性物質の効率的な除染のための調査 

・汚染農作物、水畜産物の管理の状況把握、チェルノブイリ事故等、過去の事故と

の比較調査 

 

以上のことからもわかるように、東日本大震災に関する学術調査については、あらゆ

る学術領域で未だ多くの調査すべき事項が残されており、今後も政府等による学術調査

全体への支援が必要である。 

 

(3) 長期的に学術調査を行うべき事項 

学協会からは、多くの意見が出されている。その多くは、(2)と類似の内容である。

従って、(2)で学協会から指摘された現時点で不足している学術調査のほとんどが、長

期的な取り組みが必要と理解される。政府等には今後の長期的な支援が期待される。 

特に長期的に必要な学術調査に関しては、学協会から以下の意見があった。 

・看護やメンタルケアの観点から、高齢者、母子保健に関しても、被災県以外の学術

調査との比較検討の必要性がある。 

・被災地のコミュニティが崩壊した。コミュニティを再構築する復旧復興の過程につ

いて、長期的な視点から継続的な地域調査を実施することが、災害多発のわが国

には重要である。 

・被災地域の復興・社会経済構造の再編成を 50－100年の長期スパンで記録・分析す

ることが必要である。 
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・農業の復興と生活環境の修復のための調査と対策、沿岸環境の保全のための調査が

必要である。 

・集落の形態、位置等で被害の相違が生ずる原因の究明、津波集落での津波被害状況

と地理的相関の調査が必要である。 

・地震発生後も十年～数十年のスケールで、地震活動・地殻変動・電磁気・重力に顕

著な変動（余効変動）が継続することから、その学術調査を着実に行うことは、

わが国の科学者の国際的な責務である。 

 

東電福島第一原発事故に関連するものとしては、 

・ガン発症の長期的健康診断と予防、対応を万全に十分な体制を構築し、対象住民に

慎重な配慮を前提に、調査分析を長期にわたり継続する必要がある。 

・放射線健康リスク管理については、地域がん登録の充実と死亡登録のフォローが不

可欠であり、長期調査の体制整備とその強化が望まれる。 

・ 福島県内の被災者のみならず、原発作業労働者の適切な長期健康調査管理と被ば

く低減に向けた努力が必要である。 

・福島県内外で避難している住民の心身両面に係る客観的な学術調査が必要である。 

・被災地では、多くの動物・植物が被災し、多かれ少なかれ放射性物質の影響も受け

ている。これまでに人類が経験したことのない、放射能、地震、津波の複合的な

被害を受けている被災地の自然環境の継続的な学術調査が必要である。 

・農作物、水畜産物の放射能汚染状況の継続的な調査、陸海生態系内での放射性物質

の動態の調査、低汚染地域での農林水産業の維持のあり方についての検討が必要

である。 

・東電福島第一原発事故に伴う放射線量のデータは将来に向けた防災対策上極めて重

要であり、永続的に記録して専門家の分析に供すべきものである。 

  

(4) 学協会による連携の重要性 

大災害は、自然、人間、社会、政治、国際などが絡み合い、また、世代と分野を超え

た事象であるため、知の継承と蓄積を持つ関連学協会間の連携による適切かつ体系的な

学術調査と専門的かつ統合的視点での解析が重要である。しかし、災害軽減のための分

野横断的取り組みが不可欠であることは長い間指摘されてきたが、例えば、将来の地

震・津波ハザードの予測においても工学分野間に大きな乖離があるなど、分野間や学協

会間の壁があり、十分には実現されていない。もちろん、緊急事態に対応して初動学術

調査を起こすことが重要であるが、中長期の活動では、人文・社会科学と生命科学、理

工学を融合する広い分野の連携が必要であるとの学協会からの指摘もあった。 

学協会の連携の活動事例としては、地球惑星科学連合や土木学会などの関係者によっ

て合同調査グループが結成され、ウェブサイトやメーリングリストを活用して現地調査

のデータや関連情報が共有され、公開もされた。また、日本学術会議の土木工学・建築

学委員会は、自然災害軽減のための分野横断的取り組みを推進するため、 防災・減災
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に関係している学協会に呼びかけ、人文・社会科学分野の学協会も含め 29 の学協会が

参画した「東日本大震災への総合対応のための学協会連絡会」を組織した。この学協会

連絡会では、東日本大震災の被害の全容解明と災害の総括を分野横断的に行い、連続的

なシンポジウムを開催するとともに、将来の自然災害の軽減に向けて分野横断で取り組

むべき課題抽出を行った。日本化学会が呼び掛けて実現した 29 学協会の連携において

は、全学協会の会長の連名声明による科学技術を志す若者へのメッセージと放射性物質

汚染など風評被害に対する世界への科学的メッセージを発するとともに、原子力の安全

管理、放射線安全管理など国民的関心事についての学協会連携シンポジウム開催等が行

われてきた。横断型基幹科学技術研究団体連合（横幹連合）では、３つのワーキンググ

ループ（生活・社会、経営高度化、環境・エネルギー）を設置し、会員学協会の震災克

服研究活動について情報交換が行われ、相乗効果が生み出されている。これらは、大震

災にあたっての学協会連携の有用な活動事例である。 

地盤工学会、土木学会、日本建築学会、日本地震工学会、日本地震学会、日本機械学

会、日本原子力学会、日本都市計画学会の８学会は 100年後にも引用されることを目的

に非常に大部の東日本大震災合同調査報告書を編纂している。 

このような人文・社会科学から生命科学、理工学までの幅広い学協会の連携を実現す

るためには、平時から、災害対応に関する学協会連携の組織を設け、万一の災害発生時

には合同調査が迅速にできるようなシステムを作っておく必要がある。 

  

(5) アーカイブの重要性 

日本学術会議は、（提言）「二度と津波犠牲者を出さないまちづくり―東北の自然を生

かした復興を世界に発信―」（平成 23年 4月 9日 東日本大震災復興支援委員会災害に

強いまちづくり分科会）において、「東日本大震災に関するあらゆる記憶、記録、事例、

知見を収集し、国内外や未来に共有する東日本大震災アーカイブが不可欠」と指摘して

いる。また、多くの学協会から、東日本大震災のような大震災に関する学術調査により

得られた成果は、科学者の個人の成果であるとともに、今後の防災・減災対策や復興支

援などに利活用すべき貴重な情報であり、公共的な価値を持つと指摘されている。また、

被災された住民や自治体の協力を得て実施した学術調査も多く、その成果を今後の防

災・減災対策や復興支援などに利活用することは、科学に対する国民の信頼を回復する

ためにも重要であるとも指摘されている。一方で、学協会では、自らのウェブサイトで

成果を公表する、シンポジウムを開催する、学協会誌にまとめるなどの学術調査の結果

を公開する努力を行っているが、システム構築や今後の維持管理に多大な経費が発生す

るアーカイブ化は困難であることが窺える。また、東日本大震災への総合対応のための

学協会連絡会も、システム構築、情報収集、維持管理などのアーカイブのための経費の

目処が立たず、アーカイブ化は構想のままとなっている。 

首都直下型大地震、東南海トラフ連動大地震・大津波など巨大災害に対する備えを行

うことは喫緊の課題である。このためにも、東日本大震災に関する学術調査について、

学術調査の過程で得られた情報や研究の成果を一元的に管理してアーカイブ化し、国民
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や社会と共有化していくことは極めて重要である。政府としては、国立国会図書館が東

日本大震災の記録のアーカイブ化事業（東日本大震災アーカイブ構築プロジェクト）を

進めており、学術調査の過程で得られた情報や研究の成果も可能な限りこの事業に組み

入れることが重要である。なお、このようなアーカイブ化活動には、例えば、みちのく

震録伝（東北大学災害科学国際研究所）、３１１まるごとアーカイブス（一般社団法人

東日本大震災デジタルアーカイブス支援センター）などがあり、これらの連携も重要で

ある。 

このようなアーカイブ化について、学協会からは以下のような意見がある。 

 

①情報の階層的管理と情報へのアクセスの制限・管理 

学協会のアーカイブ化情報については、大きく分けて学術調査によって収集した 1

次情報とそれを元に研究した成果である２次情報がある。１次情報には、住民などの

個人情報や企業・団体等の秘匿情報、セキュリティ情報が含まれていることがあり、

公開には注意が必要である。一方、このような個人情報などが含まれる１次情報でも、

研究や防災・減災対策のためにはアクセス可能である必要がある。このため、アーカ

イブ化した場合には、このような情報へのアクセスを利用者に応じて制限できるよう

にすべきである。 

②GISの利用 

アーカイブ化する情報は、テキスト、画像、動画、音声、図表、地図などの様々な

形態の情報を含んでいる。アーカイブは、科学者だけでなく、広く国民に利用される

ように、新しい IT 技術を駆使して、ワンストップで多様なデータが検索され、視覚

化される必要がある。そのためには、デジタルマップ上でワンストップサービスによ

り情報が容易に検索でき、取得できる情報プラットフォームを作成する必要がある。

位置情報（住所・地名、経緯度など）を検索キーとする GISデータベース化をアーカ

イブにおいて考慮することが重要である。 

③バックアップ態勢の整備 

首都直下型地震に対応するため、アーカイブデータベースのバックアップ体制を構

築することが必要である。 

④アーカイブ化の支援 

学協会及び学協会に所属する科学者は東日本大震災に関する学術調査の結果、様々

なアーカイブすべき情報を有している。しかし、学術調査によって得た１次情報には、

住民などの個人情報や企業・団体等の秘匿情報、セキュリティ情報が含まれているこ

とがあり、アーカイブ化する前に情報を加工する必要がある。また、情報を国会図書

館が整備しているアーカイブなどに提供する際には、利用者が利活用しやすいように

情報をアーカイブのシステムに合わせて加工する必要がある。政府には、このような

情報加工に係る支援をして欲しい。 

⑤他の災害に関する情報のアーカイブ化 

東日本大震災のアーカイブ事業だけでなく、阪神淡路大震災に関するデータアーカ
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イブのような完成度の高い GISデータベースなどは、国立国会図書館で保存し、時系

列的なアーカイブを構築する必要がある。特に、阪神淡路大震災復興の 17 年間の軌

跡に関する GISデータベース（奈良大学防災調査団作成）等は、今後の東日本大震災

の復興政策を考える上でも重要と考えられる。また、東日本大震災だけでなく、過去

の地震被害・復興に関するデータに関してもデータアーカイブすることにより、過去

の災害の教訓を活かすことが可能になる。 

 

また、本章(2)節の「現時点で学術調査が不足している事項」では、学協会から指摘

があった調査事項を例示した。この中には学協会は把握していないが、個々の科学者が

既に実施している学術調査もある可能性がある。大震災時には、大震災に関するアーカ

イブ事業を早期に立ち上げ、そこに学協会、大学、科学者などが学術調査に係る情報を

登録することにより、学術調査の全容が把握でき、重複した学術調査が防げるとともに、

新たに実施すべき学術調査も明らかになるものと考えられる。 

 

 

(6) 東日本大震災から得られた教訓と課題 

東日本大震災後２年が過ぎたが、東日本大震災からの復興に関しては、学術の側面か

らも課題を残している。学協会からは、低線量被ばくによる人体への影響に関して、様々

な論文が存在し、専門家も様々な意見を発したため、不安に陥っている人々をますます

不安にするとともに、科学者や科学に対する信頼を低下させた。これが、風評被害を生

み出す要因の一つとなっているとの指摘もある。一方、汚染食品の摂取に関してリスク

評価やリスクコミュニケーションもこの事故を契機に活発に行われた。日本の科学者コ

ミュニティの代表機関であり、かつ、政府から独立した機関である日本学術会議には、

学術的基礎に立った信憑性のある基準や見解を作ることが期待されている。科学には自

ずと限界があること、学術には多様性が担保されなければならないことも事実であり、

学術界が必ずしも一つの見解に統一されるとは限らない。しかし、日本の科学者コミュ

ニティの代表機関である日本学術会議が学協会と協力して、政府等に学術的見地からの

意見を伝えることは責務であり、今後、緊急時の学協会との協力のあり方等について検

討していく必要がある。 

また、国や自治体、放射線計測、地図情報システム等の専門家や市民が協力して、分

析・校正してデータを一元化するためには、標準的なデータ様式の設定や可視化ガイド

ライン等を定めることが重要であるとの指摘もあった。様々な災害が発生した際に、迅

速に、かつ、的確に初動の学術調査を実施するためには、データフォーマットなどの調

査方法や調査体制について、事前に決定し、学協会、大学、科学者などの間で情報共有

しておくことが重要である。 

コンビナート、プラント施設、鉄鋼・造船・自動車など重工業、電子産業およびこれ

ら内部の生産機械など企業が所有する構築物の被害について、多くの企業が企業秘密保

持のため学協会の調査を受け入れない状況にあるとの指摘があった。これらの被害情報
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は、今後の震災時の被災状況を類推し、防災・減災計画を検討するために極めて重要で

ある。企業には学協会の調査を受け入れるか、自発的な情報公開を強く要望する。また、

学協会には企業秘密を守りつつ、学術調査の成果を今後の防災・減災対策に活かす方法

を検討することを期待する。 

災害時の情報通信システムが極めて脆弱である。災害多発国である日本では、様々な

災害にも対処できる通信システムを早急に作るべきであるとの指摘もある。巨大災害、

危機管理に関しての総合的な情報発信のあり方について検討していくことが必要であ

る。 

さらに、原子力の将来に関して、学術面から冷徹に総力をあげて正面から取り組むべ

きである。一部の組織や委員会での議論だけに委ねるのは、同じ轍を踏む恐れがあると

の指摘もある。日本学術会議は、このような意見をも含め、エネルギー政策のうち電力

供給力に焦点を置き、再生可能エネルギーに関する学術としての総合的な検討を行うこ

となどを目的とした幹事会附置「東日本大震災復興支援委員会エネルギー供給問題分科

会」と、日本学術会議としての歴史を踏まえた、原子力発電及び原子力の平和利用に対

する日本学術会議の現在の考え方を学術的観点から総括することを目的とした幹事会

附置「原子力利用の将来像についての検討委員会」を設置し、審議しているところであ

る。 
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３．文部科学省への回答 

文部科学省研究振興局長からの審議依頼では、「東日本大震災からの復興の基本方針」

（平成 23年 7月 29日東日本大震災復興対策本部決定）において、「各研究機関からの調査

研究が有機的に連携し、総合的な調査となるよう配慮することが求められて」おり、それ

を踏まえた「有意義な意見」を回答することが求められている。 

 

本委員会では、学協会への調査結果のとりまとめとして、「２．(4)学協会による連携の

重要性」を整理した。また、連携の前提として、「２．(5)アーカイブの重要性」を整理し

た。これらを踏まえ、本委員会は、以下の回答を文部科学省研究振興局長に行うこととす

る。 

 

回答１ 災害時情報のデータを収集し、一元化することは、学術の振興のためにも、また、

学術の成果を被災者、被災自治体を含む社会に還元するためにも重要である。政府は、

学術調査により得られた情報を一元化のために加工する際の支援を行うべきである。 

  このような一元化されたデータベースの中に災害時に実施されている学術調査の概要

の情報が組織されていれば、特に災害初期時に重複した学術調査も少なくなり、被災者

や被災自治体への負担も少なくなるとともに、被災地全域の悉皆調査を行うことも可能

になり、効率的な学術調査が実施可能となる。 

 

回答２ 集約された災害時情報の解析に当たっては、長期的な取り組みと国際的な協力が

重要であり、政府はそのための体制の整備を図るべきである。 

 

回答３ 被災地域・被災者及び乳幼児や障害者等社会的弱者に関する実態調査など、東日

本大震災に関して実施すべき学術調査が多く残っているとともに、今後の災害対策、被

害の軽減のための調査研究の推進が必要であり、政府はこれらの支援を引き続き進める

べきである。 
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４．提言 

本委員会は、「２ 調査結果のとりまとめと課題」を踏まえ、以下の提言を行う。 

 

提言１ 学協会、大学等は、災害に関する学術調査を実施することを想定し、事前に災害

時の学術調査に関する指針を策定しておくべきである。この指針の中には、被災者、被

災自治体の側に立った倫理的な規範、学術調査に関する様々な情報・データを集約し、

公表するシステム及び学術調査結果を社会に還元するシステムが含まれている必要が

ある。 

 

提言２ 学術界は、災害時に重複した学術調査が行われ、被災者や被災自治体の過度の負

担とならないように、災害時に実施されている学術調査の概要を把握し、公表できるよ

うなシステム・制度を準備しておくべきであり、政府はそれを支援すべきである。将来

の防災・減災政策に役立つ情報を纏めるためには、被災地全域にわたる悉皆調査と統計

的整理が必要であり、そのためにも、調査にあたる科学者全体の行動を調節する仕組み

が必要である。 

（文部科学省への回答１関連） 

 

提言３ 被災地域・被災者及び被災乳幼児や障害者等社会的弱者に関する実態調査など、

東日本大震災に関して実施すべき学術調査が多く残っているとともに、今後の災害対策、

被害の軽減のための調査研究の推進が必要であり、政府はこれらの支援を引き続き進め

るべきである。 

（文部科学省への回答３関連） 

 

提言４ 被災した企業や団体、学校等は、今後の災害対策、被害の軽減のために、学術調

査に積極的に協力すべきである。 

 

提言５ 学術界は、災害対応のための分野を越えた学協会連携の組織を平時から準備し、

万一の災害発生時には学際的な学術調査を迅速に開始すべきであり、政府は、迅速な学

術調査を支援すべきである。また、政府及び学術界は、様々な課題に対して学術の見解

を迅速にとりまとめるシステムについて検討すべきである。 

 

提言６ 災害時情報のデータを収集し、一元化することは、学術の振興のためにも、また、

学術の成果を被災者、被災自治体を含む社会に還元するためにも重要であり、政府はそ

のための体制を平時より準備すべきである。また、このような集約された情報の解析に

当たっては、長期的な取り組みと国際的な協力が重要であり、政府及び学術界は、その

ための体制の整備を図るべきである。また、政府は、学術調査により得られた情報を一

元化のために加工する際の支援を行うべきである。 

（文部科学省への回答１及び回答２関連） 
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＜参考資料１＞ 東日本大震災に係る学術調査検討委員会審議経過 

 

平成 23年 

   ９月１日  日本学術会議幹事会（第 133回） 

○東日本大震災に係る学術調査検討委員会設置 

   10月 28日 日本学術会議幹事会（第 139回） 

○東日本大震災に係る学術調査検討委員会委員決定 

   11月 19日 東日本大震災に係る学術調査検討委員会（第１回） 

○震災に関する学術調査の実施に関する審議について 

   12月 14日 東日本大震災に係る学術調査検討委員会（第２回） 

○震災に関する学術調査の進め方について 

平成 24年 

   ８月２日  東日本大震災に係る学術調査検討委員会（第３回） 

○今後の調査の進め方について 

〇日本学術会議協力学術研究団体に対する第１回調査からの課題の 

抽出 

   ９月 26日  東日本大震災に係る学術調査検討委員会（第４回） 

○調査検討委員会の具体的方針と進め方について 

○学術調査の現状について 

○委員の役割分担について 

   10月９日  東日本大震災に係る学術調査検討委員会（第５回） 

○アンケート票について 

   12月 14日 東日本大震災に係る学術調査検討委員会（第６回） 

○日本学術会議協力学術研究団体に対する第２回アンケート結果の 

精査 

○取り纏めの方法 

平成 25年 

   １月 23日  東日本大震災に係る学術調査検討委員会（第７回） 

○学協会アンケートの取り纏め結果の報告（各分担委員） 

○提言に向けた今後の取り纏めについて 

   ３月 22日  日本学術会議幹事会（第 170回） 

○提言「東日本大震災に係る学術調査―課題と今後について―」を 

提案。一部修正の上、承認。 
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＜参考資料２＞ 文部科学省研究振興局長からの審議依頼文 
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＜参考資料３＞ アンケート票 

 

------------------------------------------------------ 

平成 24年 10月 16日 

日本学術会議協力学術研究団体 

会長・理事長 御中 

 

日本学術会議 

東日本大震災に係る学術調査検討委員会 

委員長 岩澤 康裕 

 

東日本大震災にかかわる協力学術研究団体の活動の調査（第 2回）について 

 

謹啓 

 日本学術会議協力学術研究団体の皆様におかれましては、日頃より日本学術会議の活動

にご支援・ご理解いただき、誠にありがとうございます。また、昨年度も「東日本大震災

にかかわる協力学術研究団体の活動の調査（第 1回）」にご協力ありがとうございました。 

 昨年度の調査結果につきましては、「東日本大震災に係る学術調査検討委員会」におけ

る審議の参考にさせていただきました。残念ながら回収率 10％(有効回収率 8％)であった

ため、集計結果を公開するまでには至りませんでした。ご多忙のところ昨年度の調査にご

協力いただいた協力学術研究団体の方々におかれましては、調査結果を当初計画通りには

活用できなかったことをお詫びするとともに、ご協力に感謝致します。 

さて、今年度は調査方法を改め、調査票にもとづき調査を行わせていただきます。ご多

忙とは存じますが、アンケートへのご協力方、よろしくお願い致します。 

また、現在、東日本大震災に関わる様々な資料をアーカイブとして保管する国家プロジ

ェクトが国立国会図書館を中核に進んでおります。日本学術会議としても震災に関するあ

らゆる情報を一元的に保管・管理することの重要性を認識しています。 

皆様の団体におかれましては学術調査結果をはじめ様々な情報をお持ちと理解します。

同プロジェクトを活用すれば、皆様の貴重な情報が国民共通の財産として今後も保管・管

理されることになり、皆様の学会活動の社会貢献も促進されることになります。国立国会

図書館への情報提供については、貴団体のご意向を伺う欄を設けており、ご希望があれば、

本調査結果の一部を国立国会図書館にも情報提供していきます。ご参考までに同プロジェ

クトの関係資料も添付させていただきます。 

敬具  
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［アンケートの要点］ 

 

１．目的 

 以下の事項を整理し、東日本大震災に係る学術調査検討委員会の審議に資するととも

に、東日本大震災に対する学術界の活動を広報すること 

1) 東日本大震災に関する学術界の活動状況(学術調査等)及び学術界が果たした役

割。 

2) 既に実施された東日本大震災に関する学術調査活動の問題点・課題 

3) 長期的・組織的に必要な学術調査、現時点で不足している学術調査 

4) 学術界から次代に伝えるべきこと 

 

２．回答期限 

 平成 24年 11月 16日(金) 17:00までにご回答下さい。 

 なお、ご事情によりご回答が遅れる場合には、４．の連絡先に電子メール等でご連絡

下さい。 

 

３．調査結果の取り扱い等 

調査票１ 記載していただいた文章、データ等は、体裁を整えて一つの資料「調査

にご協力いただいた協力学術研究団体の活動状況（仮称）」に集約し、

日本学術会議の Webサイト内に設けた「東日本大震災への対応」の頁に

順次、公開させていただきます。 

 

調査票２ 記載していただいた文書、データ等は、集計、整理して「東日本大震災

に係る学術調査検討委員会」の審議資料にさせていただきます。また、

同資料は、「東日本大震災に係る学術調査検討委員会」が提言・報告等

を表出する際の根拠資料として活用させていただきます。 

設問毎に、公開、非公開のチェック欄を設けております。貴皆様から戴

いた調査票を積極的に公開することはありませんが、外部からの問い合

わせなどに対しては、公開とチェックされた設問のみ情報提供させてい

ただきます。このような対処方法で支障がある場合には、その旨を記載

して下さい。（公開、非公開ともにチェックがない場合は、非公開扱いに

します。） 

設問３４～４０に関しましては、東日本大震災に関するアーカイブの整

備事業を推進している国立国会図書館への情報提供について、ご意向を

伺うチェック欄を設けています。また、提供した場合、皆様が保有する

データ等のアーカイブについて、国立国会図書館から問い合わせをする

ことがあります。 
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４．アンケートの回答先、ご質問先 

  日本学術会議事務局審議第二 三石、増永、片桐 

電子メール：g.sanjikanshingi@cao.go.jp 

  〒106-8555 東京都港区六本木 7-22-34 

    TEL ：03-3403-1082   -1640(FAX) 

 

 

 

mailto:g.sanjikanshingi@cao.go.jp


 17 

 

 

 

１．回答された文章、データ等は、集約して、「調査にご協力いただいた協力学術研究団体の

活動状況（仮称）」として、日本学術会議の Web サイト内に設けた「東日本大震災への対

応」の頁に順次、公開します。 

 

２．枠の大きさは、自由に変えて結構です。 

 

 

３．枠の大きさは、自由に変えて結構です。 

  

調査票１ 

設問１ 貴団体名を記入して下さい。（例：：○○法人 △△学会） 

 

設問２ 貴団体は、日本学術会議の分野別委員会の分野で分類するとすれば、最も関係深い

分野別委員会は、どれになりますか。番号を記入して下さい。また、非常に関連する分野が

ある場合には、２つまで番号を記入して下さい。 

 
（最も近い分野）            （関連する分野） 

 

 

 

   

１言語・文学委員会 ２哲学委員会 ３心理学・教育学委員会 ４社会学委員会 

５史学委員会 ６地域研究委員会 ７法学委員会 ８政治学委員会 

９経済学委員会 10経営学委員会 11基礎生物学委員会 12統合生物学委員会 

13農学委員会 14食料科学委員会 15基礎医学委員会 16臨床医学委員会 

17健康・生活科学委員会 18歯学委員会 19薬学委員会 

20環境学委員会 21数理科学委員会 22物理学委員会 23地球惑星科学委員会 

24情報学委員会 25化学委員会 26総合工学委員会 27機械工学委員会 

28電気電子工学委員会 29土木工学・建築学委員会 30材料工学委員会 

 

設問３ 貴団体が、東日本大震災に関して行った活動（提言活動、調査・研究活動、講演会など   

の活動、海外の学術団体との連携、救助・復旧支援活動等：但し、会費の支払い延期の経

済的な支援については除く。：以下同じ。）の概要について、400字程度で記入して下さい。 
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（枠の大きさは、自由に変えて結構です。） 

 

 

 

（枠の大きさは、自由に変えて結構です。） 

 

 

 

（枠の大きさは、自由に変えて結構です。） 

 

 

 

 

なお、この設問の回答は、体裁などを整えて、団体名を明示して、日本学術会議のwebサイト

に公開します。 

 

 

設問４ 貴団体が、東日本大震災に関して行った活動をとりまとめた資料(印刷物)又はwebサイ

トのページはありますか。ある場合には、以下の枝問にお答え下さい。 

 

設問４－１ 当該活動を資料に整理している場合、資料の名称、出版社名(発行元)、出版時期、

価格など、資料を入手するための情報を記入して下さい。複数ある場合には、枠の大きさを

変えて、できるだけあげて下さい。 

（例： 資料の名称：提言 ○○○ 発行元：△△学会 発行時期：平成 24 年□月□

日 その他：無料、http://×××.××で公開。） 

 

設問４－２ 当該活動を web サイトで公開している場合、web サイトのアドレスを記入して下さ

い。複数ある場合には、枠の大きさを変えて、できるだけあげて下さい。 

（例：http://www.○○.jp/△△/□□.htmlで公開。） 

 

（以上で調査票１は、終了です。調査票２に移って下さい。） 

http://www.scj.go.jp/ja/info/kohyo/pdf/kohyo-22-t-shien1.pdf
http://www.○○.jp/△△/□□.html
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１．これに記載していただいた文書、データ等は、集計、整理して「東日本大震災に

係る学術調査検討委員会」の審議資料にさせていただきます。また、同資料

は、「東日本大震災に係る学術調査検討委員会」が提言・報告等を表出する際

の根拠資料として活用させていただきます。 

 

２．設問毎に、公開、非公開のチェック欄を設けております。非公開をチェックした

設問以外は、外部からの問い合わせ等の場合にお答えすることになります。

（チェックを忘れた場合は非公開とする扱いにします。） 

 

３．枠の大きさは、自由に変えて結構です。 

 

４．設問に該当する回答がない場合は、空欄でも構いません。 

 

５．設問７とも関連しますが、貴団体全体として、学協会組織としての活動よりは、

個々の会員(研究者)の活動が中核である場合、可能であれば、本調査票２の回

答には、貴団体として知り得ている情報をご記入下さい。 

調査票２ 

 

 

設問５ 貴団体名を記入して下さい。（例：：○○法人 △△学会） 

 

設問６ 貴団体のこの調査に関するコンタクトパーソンを記入して下さい。 

（記入例） ○○法人 △△学会 理事 □□□□ 

電子メール：××@××.jp TEL ：○○○○  FAX ：△△△△ 

この設問の回答は、 

□ 公開して構いません。  □ 公開できません。  （☑ 又は ■ で回答願います。） 
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 （枠の大きさは、自由に変えて結構です。） 

 

 

 

（枠の大きさは、自由に変えて結構です。） 

 （枠の大きさは、自由に変えて結構です。） 

Ⅰ．東日本大震災に関する活動の総括設問 (設問７～１１) 

  

設問７ 貴団体の東日本大震災に関わる活動全般についてお聞きします。 

 学協会の関わり方には様々な形態があると考えます。以下の設問に関して、貴団体の状

況に一番近いものを選択して、チェック（☑ 又は ■）して下さい。また、何か補足すること

がありましたら、下欄にご記入下さい。 

□ 学協会の理事会等の執行部が中核となり活動した／している。 

□ 学協会内に東日本大震災に関係する特別な委員会やチームを編成し、そこが中核とな

って活動した／している。 

□ 学協会の会員が独自に（チームを編成し）活動した／している。 

 

 

 

 

 

この設問の回答は、 

□  公開して構いません。   □ 公開できません。 （☑ 又は ■ で回答願います。） 

 

設問８ 貴団体の会員等の独自の活動について、連携先、資金拠出先など、日本学術調査が

追跡調査できるような情報をお持ちでしたら、記載して下さい。 

この設問の回答は、 

□  公開して構いません。   □ 公開できません。 （☑ 又は ■ で回答願います。） 

 

設問９ 東日本大震災に関連して行った学術調査の成果や現地での支援活動の経験などを、

貴団体はどのように今後の活動に反映していく方針ですか。400字程度までで、記載して下

さい。 

この設問の回答は、 

□  公開して構いません。   □ 公開できません。 （☑ 又は ■ で回答願います。） 

 



 21 

 （枠の大きさは、自由に変えて結構です。） 

 

 

 

 （枠の大きさは、自由に変えて結構です。） 

 

 

 

設問 10 東日本大震災に関連して行った学術調査の成果や現地での支援活動の経験などを、

貴団体はどのように被災地域の住民、国民、自治体、政府等に伝えてきましたか。または、

今後伝える計画ですか。400字程度までで、記載して下さい。 

この設問の回答は、 

□  公開して構いません。   □ 公開できません。 （☑ 又は ■ で回答願います。） 

 

設問 11 貴団体は、将来の災害対策、被害の軽減、被災者支援等のために、今後どのような活

動を進めていく計画ですか。400字程度までで、記載して下さい。 

この設問の回答は、 

□  公開して構いません。   □ 公開できません。 （☑ 又は ■ で回答願います。） 
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 （枠の大きさは、自由に変えて結構です。） 

 

 

 

 （枠の大きさは、自由に変えて結構です。） 

 

 

 

 （枠の大きさは、自由に変えて結構です。） 

 

 

 

Ⅱ．東日本大震災に関して行った活動（東電福島第一原発事故に関連するもの

を除く。)に関する設問 （設問１２～２２) 
  

設問 12 貴団体が、東日本大震災に関連して行ったシンポジウム、講演会等がありましたら、

①シンポジウム等の名称、②開催日時及び③開催場所を記入して下さい(専ら原発事故に

関わるものを除く)。複数ある場合には、枠の大きさを変えて、できるだけあげて下さい。 

この設問の回答は、 

□  公開して構いません。   □ 公開できません。 （☑ 又は ■ で回答願います。） 

 

設問 13 貴団体が、東日本大震災に関連して行った提言、報告等がありましたら、①提言の名

称、②発表時期を記入して下さい(専ら原発事故に関わるものを除く)。複数ある場合には、

枠の大きさを変えて、できるだけあげて下さい。また、可能であれば提言そのものについて

この回答のメールと一緒に添付して下さい。 

この設問の回答は、 

□  公開して構いません。   □ 公開できません。 （☑ 又は ■ で回答願います。） 

 

設問14 貴団体が、東日本大震災に関連して行った学術調査活動等がありましたらその概要を

400 字程度で記入して下さい。(専ら原発事故に関わるものを除く)。複数ある場合には、枠

の大きさを変えて、できるだけあげて下さい。（１件につき、400字程度です。） 

なお、概要の中には、調査活動の実施地域、実施時期を可能な限り記入して下さい。 

（例：○○に関する調査 気仙沼市 平成 23年 6月頃） 
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 （枠の大きさは、自由に変えて結構です。） 

 

 

 

 （枠の大きさは、自由に変えて結構です。） 

 

 

 

 （枠の大きさは、自由に変えて結構です。） 

 

 

 

この設問の回答は、 

□  公開して構いません。   □ 公開できません。 （☑ 又は ■ で回答願います。） 

 

設問 15 貴団体が、東日本大震災に関連して行った被災地域等での支援活動等がありました

ら、その概要を 400 字程度で記入して下さい。(専ら原発事故に関わるものを除く)。複数あ

る場合には、枠の大きさを変えて、できるだけあげて下さい。（１件につき、400 字程度で

す。） 

なお、概要の中には、支援活動の実施地域、実施時期を可能な限り記入して下さい。 

（例：○○に関するカウンセリング 塩釜市 平成 23年 5月頃） 

この設問の回答は、 

□  公開して構いません。   □ 公開できません。 （☑ 又は ■ で回答願います。） 

 

設問 16 貴団体が、東日本大震災に関連して、国内の他の学協会と連携又は協力して行った

活動等がありましたら、その概要を 400 字程度で記入して下さい。(専ら原発事故に関わる

ものを除く)。複数ある場合には、枠の大きさを変えて、できるだけあげて下さい。（１件につ

き、400字程度です。） 

この設問の回答は、 

□  公開して構いません。   □ 公開できません。 （☑ 又は ■ で回答願います。） 

 

設問 17 貴団体が、東日本大震災に関連して、海外の学術団体、学術団体の国際組織等と連

携又は協力して行った活動等がありましたら、その概要を 400 字程度で記入して下さい。

(専ら原発事故に関わるものを除く)。複数ある場合には、枠の大きさを変えて、できるだけ

あげて下さい。（１件につき、400字程度です。） 



 24 

 （枠の大きさは、自由に変えて結構です。） 

 

 

 （枠の大きさは、自由に変えて結構です。） 

 

 

 （枠の大きさは、自由に変えて結構です。） 

 

 

この設問の回答は、 

□  公開して構いません。   □ 公開できません。 （☑ 又は ■ で回答願います。） 

 

設問 18 貴団体が、東日本大震災に関連して、海外の学術団体、学術団体の国際組織等の総

会等の場で東日本大震災に関連した説明、報告等を行ったことがありましたら、その概要

を 400 字程度で記入して下さい。(専ら原発事故に関わるものを除く)。複数ある場合には、

枠の大きさを変えて、できるだけあげて下さい。（１件につき、400字程度です。） 

この設問の回答は、 

□  公開して構いません。   □ 公開できません。 （☑ 又は ■ で回答願います。） 

 

設問 19 貴団体が、東日本大震災に関連した調査研究活動、地元での支援活動等を行った際

に、それらを行う上での障害となった事柄がございましたら、その概要を 400 字程度で記入

して下さい。(専ら原発事故に関わるものを除く)。複数ある場合には、枠の大きさを変えて、

できるだけあげて下さい。（１件につき、400字程度です。） 

この設問の回答は、 

□  公開して構いません。   □ 公開できません。 （☑ 又は ■ で回答願います。） 

 

設問 20 貴団体が、東日本大震災に関連した調査研究活動、地元での支援活動等を行った際

に、地域住民、各種支援団体、自治体との間で何らかのトラブルが発生し、今後の課題と

なった事象、あるいは調査する側、支援する側の倫理に結びつくような事柄がございまし

たら、その概要を 400 字程度で記入して下さい。(専ら原発事故に関わるものを除く)。複数

ある場合には、枠の大きさを変えて、できるだけあげて下さい。（１件につき、400 字程度で

す。） 

この設問の回答は、 

□  公開して構いません。   □ 公開できません。 （☑ 又は ■ で回答願います。） 
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 （枠の大きさは、自由に変えて結構です。） 

 

 

 （枠の大きさは、自由に変えて結構です。） 

 

 

設問 21 貴団体として、現時点で不足している考える学術調査研究がありましたらその内容を

簡潔に記入して下さい。(専ら原発事故に関わるものを除く)。複数ある場合には、枠の大き

さを変えて、できるだけあげて下さい。 

この設問の回答は、 

□  公開して構いません。   □ 公開できません。 （☑ 又は ■ で回答願います。） 

 

設問 22 貴団体として、今後も長期にわたり必要と考える学術調査研究がありましたらその内

容を簡潔に記入して下さい。(専ら原発事故に関わるものを除く)。複数ある場合には、枠の

大きさを変えて、できるだけあげて下さい。 

この設問の回答は、 

□  公開して構いません。   □ 公開できません。 （☑ 又は ■ で回答願います。） 
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 （枠の大きさは、自由に変えて結構です。） 

 

 

 

 （枠の大きさは、自由に変えて結構です。） 

 

 

 （枠の大きさは、自由に変えて結構です。） 

 

 

Ⅲ．東電福島第一原発事故に関連した活動に関する設問 （設問２３～３３) 

  

設問 23 貴団体が、福島第一原子力発電所事故に関連して行ったシンポジウム、講演会等が

ありましたら、①シンポジウム等の名称、②開催日時及び③開催場所を記入して下さい。複

数ある場合には、枠の大きさを変えて、できるだけあげて下さい。 

 

 

 

 

 

 

この設問の回答は、 

□  公開して構いません。   □ 公開できません。 （☑ 又は ■ で回答願います。） 

 

設問 24 貴団体が、福島第一原子力発電所事故に関連して行った提言、報告等がありました

ら、①提言の名称、②発表時期を記入して下さい。複数ある場合には、枠の大きさを変え

て、できるだけあげて下さい。また、可能であれば提言そのものについてこの回答のメール

と一緒に添付して下さい。 

この設問の回答は、 

□  公開して構いません。   □ 公開できません。 （☑ 又は ■ で回答願います。） 

 

設問 25貴団体が、福島第一原子力発電所事故に関連して行った学術調査活動等がありました

らその概要を 400 字程度で記入して下さい。複数ある場合には、枠の大きさを変えて、でき

るだけあげて下さい。（１件につき、400字程度です。） 

なお、概要の中には、調査活動の実施地域、実施時期を可能な限り記入して下さい。 

（例：放射線量調査 相馬市・南相馬市 平成 23年 8月頃） 

この設問の回答は、 

□  公開して構いません。   □ 公開できません。 （☑ 又は ■ で回答願います。） 
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 （枠の大きさは、自由に変えて結構です。） 

 

 

 （枠の大きさは、自由に変えて結構です。） 

 

 

 （枠の大きさは、自由に変えて結構です。） 

 

 

設問 26 貴団体が、福島第一原子力発電所事故に関連して行った被災地域等での支援活動等

がありましたら、その概要を 400 字程度で記入して下さい。複数ある場合には、枠の大きさ

を変えて、できるだけあげて下さい。（１件につき、400字程度です。） 

なお、概要の中には、支援活動の実施地域、実施時期を可能な限り記入して下さい。 

（放射能影響に関する診断 福島市 平成 23年 7月頃） 

この設問の回答は、 

□  公開して構いません。   □ 公開できません。 （☑ 又は ■ で回答願います。） 

 

設問 27 貴団体が、福島第一原子力発電所事故に関連して、国内の他の学協会と連携又は協

力して行った活動等がありましたら、その概要を 400字程度で記入して下さい。複数ある場

合には、枠の大きさを変えて、できるだけあげて下さい。（１件につき、400字程度です。） 

この設問の回答は、 

□  公開して構いません。   □ 公開できません。 （☑ 又は ■ で回答願います。） 

 

設問 28 貴団体が、福島第一原子力発電所事故に関連して、海外の学術団体、学術団体の国

際組織等と連携又は協力して行った活動等がありましたら、その概要を 400 字程度で記入

して下さい。複数ある場合には、枠の大きさを変えて、できるだけあげて下さい。（１件につ

き、400字程度です。） 

この設問の回答は、 

□  公開して構いません。   □ 公開できません。 （☑ 又は ■ で回答願います。） 

 

設問 29 貴団体が、福島第一原子力発電所事故に関連して、海外の学術団体、学術団体の国

際組織等の総会等の場で福島第一原子力発電所事故に関連した説明、報告等を行ったこ

とがありましたら、その概要を 400 字程度で記入して下さい。複数ある場合には、枠の大き

さを変えて、できるだけあげて下さい。（１件につき、400字程度です。） 
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 （枠の大きさは、自由に変えて結構です。） 

 

 

 （枠の大きさは、自由に変えて結構です。） 

 

 

 （枠の大きさは、自由に変えて結構です。） 

 

 

 （枠の大きさは、自由に変えて結構です。） 

 

 

この設問の回答は、 

□  公開して構いません。   □ 公開できません。 （☑ 又は ■ で回答願います。） 

 

設問 30 貴団体が、福島第一原子力発電所事故に関連した調査研究活動、地元での支援活動

等を行った際に、それらを行う上での障害となった事柄がございましたら、その概要を 400

字程度で記入して下さい。複数ある場合には、枠の大きさを変えて、できるだけあげて下さ

い。（１件につき、400字程度です。） 

この設問の回答は、 

□  公開して構いません。   □ 公開できません。 （☑ 又は ■ で回答願います。） 

 

設問 31 貴団体が、福島第一原子力発電所事故に関連した調査研究活動、地元での支援活動

等を行った際に、地域住民、各種支援団体、自治体との間で何らかのトラブルが発生し、今

後の課題となった事象、あるいは調査する側、支援する側の倫理に結びつくような事柄が

ございましたら、その概要を 400 字程度で記入して下さい。複数ある場合には、枠の大きさ

を変えて、できるだけあげて下さい。（１件につき、400字程度です。） 

この設問の回答は、 

□  公開して構いません。   □ 公開できません。 （☑ 又は ■ で回答願います。） 

 

設問 32 貴団体として、福島第一原発事故に関連して現時点で不足している考える学術調査研

究がありましたらその内容を簡潔に記入して下さい。複数ある場合には、枠の大きさを変え

て、できるだけあげて下さい。 
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 （枠の大きさは、自由に変えて結構です。） 

 

 

この設問の回答は、 

□  公開して構いません。   □ 公開できません。 （☑ 又は ■ で回答願います。） 

 

設問 33 貴団体として、福島第一原発に関連して今後も長期にわたり必要と考える学術調査研

究がありましたらその内容を簡潔に記入して下さい。複数ある場合には、枠の大きさを変え

て、できるだけあげて下さい。 

この設問の回答は、 

□  公開して構いません。   □ 公開できません。 （☑ 又は ■ で回答願います。） 
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 （枠の大きさは、自由に変えて結構です。） 

 

Ⅳ．調査結果及び取得したデータに関する設問 (設問３４～４０) 

 

この項は、東日本大震災に関するあらゆる記録を、アーカイブとして将来世代に伝えようとい

う国家プロジェクト（参考資料参照）に関連した設問です。貴団体が、設問 35～40の回答につい

て、同プロジェクトを推進している国立国会図書館に提供することを希望される場合（設問 34 で

希望するをチェックした場合）には、これらを国立国会図書館に提供いたします。なおこの場合、

国立国会図書館から貴団体が保有するデータ等のアーカイブについて、問い合わせをすること

があります。 

 

実施した学術調査等の結果、成果を整理・取りまとめたものを所有している団体の方に伺い

ます。（取りまとめに至っていない場合には、設問 39に移って下さい。） 

なお、調査票１の設問４は、貴団体の東日本関連活動全般にわたる資料についての設問で

す。ここでは、東日本大震災のアーカイブを構築する目的の資料についての設問です。 

 

 

設問 34  Ⅳの設問の回答を、国立国会図書館に情報提供することについて、ご意向をお伺い

します。情報提供を希望しますか。☑ 又は ■ で回答願います。 

    □ 希望する        □ 希望しない 

 

設問 35 貴団体が実施した学術調査等の結果、成果を整理・取りまとめたものを刊行物として

出版していますか。出版している場合は、刊行物の名称、出版元、価格等を記載して下さい。 

（例： 資料の名称：提言 ○○○ 発行元：△△学会 発行時期：平成 24 年□月□

日 その他：無料、http://×××.××で公開。） 

この設問の回答は、 

□  公開して構いません。   □ 公開できません。 （☑ 又は ■ で回答願います。） 

 

設問 36 上記設問 35に回答された団体の方にお伺いします。 

出版物を国立国会図書館に納本していますか。☑ 又は ■ で回答願います。 

    □ 納本している        □ 納本していない。 

この設問の回答は、 

□  公開して構いません。   □ 公開できません。 （☑ 又は ■ で回答願います。） 

 

 

http://www.scj.go.jp/ja/info/kohyo/pdf/kohyo-22-t-shien1.pdf
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 （枠の大きさは、自由に変えて結構です。） 

 

 （枠の大きさは、自由に変えて結構です。） 

 

 （枠の大きさは、自由に変えて結構です。） 

 

設問 37 学術調査等の結果、成果を整理・取りまとめたものを所有しているが、出版していない

団体（設問 35に回答されなかった団体）に伺います。 

整理・取りまとめたものを HP、Web サイトに掲載していますか。掲載している場合には、

URLをご記入下さい。 

（例：http://www.○○.jp/△△/□□.htmlで公開。） 

この設問の回答は、 

□  公開して構いません。   □ 公開できません。 （☑ 又は ■ で回答願います。） 

 

設問 38 学術調査等の結果、成果を整理・取りまとめたものを所有しているが、出版せず、ま

た、HP、Web サイトにも掲載していない団体に伺います。（設問 35～37 が無回答な団体の

方） 

整理・取りまとめたものをどの様に保管しているのか、お伺いします。以下の選択肢をチェ

ック（☑ 又は ■）するか、その他の回答の場合は簡潔にご回答願います。 

□ 学会内保存      □ 大学・研究機関内保存   □研究者個人で保存 

この設問の回答は、 

□  公開して構いません。   □ 公開できません。 （☑ 又は ■ で回答願います。） 

 

設問 39 貴団体が、東日本大震災に関連して学術調査等を行った際に取得した生データ、アン

ケート調査個票等の一次資料を、貴団体の HP や Web サイトに掲載していますか。掲載し

ている場合には、そのURLとファイルの形式を記載して下さい。複数ある場合には、枠の大

きさを変えて、できるだけあげて下さい。 

（例：http://www.○○.jp/△△/□□.htmlで公開。） 

この設問の回答は、 

□  公開して構いません。   □ 公開できません。 （☑ 又は ■ で回答願います。） 

 

設問 40 貴団体が、東日本大震災に関連して学術調査等を行った際に取得した生データ、アン

ケート調査個票等の一次資料を所有しているが、HP、Webサイトで公開していない場合、整

http://www.○○.jp/△△/□□.html
http://www.○○.jp/△△/□□.html
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 （枠の大きさは、自由に変えて結構です。） 

 

理・取りまとめたものをどの様に保管しているのか、お伺いします。以下の選択肢をチェック

（☑ 又は ■）ます。するか、その他の回答の場合は簡潔にご回答願います。 

□ 学会内保存      □ 大学・研究機関内保存   □研究者個人で保存 

この設問の回答は、 

□  公開して構いません。   □ 公開できません。 （☑ 又は ■ で回答願います。） 

 

 

[アンケートは以上です。ご協力、感謝致します。] 

------------------------------------------------------ 
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＜参考資料４＞ 調査にご協力いただいた協力学術研究団体の活動状況 

 

ご協力いただいた協力学術研究団体(313団体、会員総数のべ 91万 3496名、2013年 3

月 22日現在)と分野別委員会との関連は以下の通りである。 

 

 

 

11 

4 

2 

6 

3 

5 

6 

5 

7 

16 

2 

2 

4 

3 

17 

27 

41 

11 

2 

25 

5 

7 

4 

8 

1 

4 

12 

8 

12 

33 

9 

12 

回答辞退 

該当委員会なし 

材料工学委員会 

土木工学・建築学委員会 

電気電子工学委員会 

機械工学委員会 

総合工学委員会 

化学委員会  

情報学委員会 

地球惑星科学委員会 

物理学委員会 

数理科学委員会 

環境学委員会 

薬学委員会 

歯学委員会 

健康・生活科学委員会 

臨床医学委員会 

基礎医学委員会 

食料科学委員会 

農学委員会 

統合生物学委員会 

基礎生物学委員会 

経営学委員会 

経済学委員会 

政治学委員会 

法学委員会 

地域研究委員会 

史学委員会 

社会学委員会 

心理学・教育学委員会 

哲学委員会員会 

言語・文学委員会 

協力学術研究団体 と 最も関係深い分野別委員会 

※数字は団体数／基礎医学委員会と臨床医学委員会の重複回答1 
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ご協力いただいた協力学術研究団体の団体名、及び活動状況(公開可能な設問 3の回答)

は以下の通りである。 

 

 協力学術研究団体 

※五十音順 

活動状況 

※設問3への回答（記述がなかった場合は空欄） 

1 生き物文化誌学会 ・募金活動 

・フォーラム開催（平成23年11月13日開催 生き物文化誌学会第9回学術大会

にて） 

2 イタリア学会  

3 異文化間教育学会 本学会創立30周年記念シンポジウムが、2011年11月23日（水・祝日）に明治

大学駿河台キャンパスにて開催された。異文化間教育学会が、関連する三つ

の学会に呼びかけ「多文化社会を担う人づくり」をテーマとし、研究と実践

の連携を謳った事業であった。その中の基調講演で「時代の変革を担う社会

起業家の育成―被災地での新たな担い手育成―」をテーマとし若者の起業支

援をしてきたNPO法人であるETICディレクターとその事業として実際に気仙

沼の被災地で活動を続けている「つなプロ」の気仙沼エリアマネージャーを

お呼びし講演を行なった。 

学会が震災の復興にどうかかわるべきかを考える機会になるということだけ

でなく、地域の多様な方々を巻き込んで起業したり、新しい着想から未知の

領域に自分の力で一歩踏み出そうとする若者たちを長年育ててきたETICの経

験を直に聞くことができた。 

4 映像情報メディア学会 東日本大震災に関する当会の主な活動は以下のとおりである。 

２０１１年８月：２０１１年年次大会での講演： 

放送技術の発展と進化～東日本大震災の報道を支えた放送技術～ 

２０１１年１２月：学会誌１２月号に掲載 

放送技術の発展と進化～東日本大震災の報道を支えた放送技術～ 

２０１２年３月：学会誌３月号：特集：「東日本大震災から１年」掲載 

5 横断型基幹科学技術研究団

体連合 

2011年 4月 緊急シンポジウム「強靭な社会インフラの再構築にむけて科学

技術は何をなすべきか」を開催（一般公開） 

2011年 5月 理事会声明「震災の克服と強靭な社会の再構築に向けて」発表 

2011年 6月 震災克服研究の連携に関する研究統括委員会を設置 

2011年11月 第4回横幹連合コンファレンスにて「東日本大震災での被災調査

とその統合」セッション開催 

2011年12月 横幹連合ホームページに会員学会の震災対応の取り組み状況を

掲載 

2012年 3月 震災克服研究の連携活動（横幹連合会員学会の震災克服調査研

究の連携による強靭な社会の再構築に向けた横断型基幹科学技術の展開）と
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して３グループ（生活社会，経営，環境保全・エネルギー供給）を設置し活

動開始 

2012年 4月 震災克服研究の連携活動方針発表会開催 

2012年11月 第4回横幹連合総合シンポジウムで活動成果を発表 

2012年11月 計測自動制御学会システム・情報部門大会で企画セッション開

催 

2013年 3月 震災克服研究の連携活動まとめ報告（予定） 

6 応用動物行動学会 警戒区域内の南相馬市大富にある酪農家の約15haの採草地と約40m2の乳牛舎

を借り受け、50-60頭のウシを収容し、 当面、ウシを健康に生かしつつ、放

射性物質に汚染された畑と森をウシの採食行動と排泄行動を利用して除染

し、再生させる方策を検討する。また、利用価値を失った応用動物の新たな

利用価値として、展示を考える。展示動物として利用する場合、ウシそのも

のの貴重性は低いことから、 飼育方法の展示や生息場所自体の展示との組み

合わせを志向する。ここでは、シバやススキ等の野草草原と樹林地の皆伐に

よる一時的草原からなる放牧地を準備し、半野生化牛と生息場所の種多様性

の展示システムを提案する。  

7 科学基礎論学会 会員のなかで、震災の被害に遭われた方について、申請があれば、年会費を1

年分免除するという措置をとった。 

8 環境技術学会 (1)機関誌「環境技術」2011年4月号で[速報：福島第一原発事故の環境影響]

として2本の論文を掲載（「エアロゾル状放射能の健康影響」「放射性降下物

の状況と水道水等への影響」）。 

(2)2011年５月号で[緊急特集：軽水炉における原子力災害の環境影響]として

5本の論文を掲載 

(3)2011年８月号で、[緊急論説]として「東日本大震災と材料放射化データベ

ースの必要性」を掲載。 

(4)2012年１月号で、[特集：環境行政展望―東日本大震災を踏まえて]として、

国の省庁による８本の解説を掲載。 

(5)2012年６月号で、[特集：原発放射能汚染水の浄化技術]として５本の論文

を掲載。 

(6)2012年８月号で、[特集：東日本大震災―研究者はどのように取り組んで

いるか]として７本の論文と４本の速報を掲載。 

(7)2012年9月号で、[技術レポート：溶融飛灰からの放射性セシウムの分離除

去技術について]を掲載。 

(8)2011年学会環境サロンのテーマを[震災と環境」＝私たちは何をめざすの

か？＝東日本大震災による環境への影響と対策、そして新しい社会の創造へ]

とし、10月から翌年２月にかけて、５回の連続セミナーを市民に開放して開

催した。 

(9)2011年の年次大会において[震災セッション：被災地の復興と環境の再生
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へ＝環境技術を踏まえたアプローチを考える]を設けた。またそれに先だっ

て、7月東北大会員の協力を得て現地見学を実施。 

(10)2012年の年次大会特別講演会[環境と災害]で「民間事故調が得た教訓－

使用済み燃料蓄積の危険と空気を読む日本の風土】」を企画 

9 環境情報科学センター 機関誌「環境情報科学」において、東日本大震災をテーマとする特集記事の

掲載。 

10 環境法政策学会 2011年4月、学会内に震災対応検討会を設け、学会ホームページ上に東日本大

震災について「報告・提案・議論の場」とする掲示板を設置した。この掲示

板の問題分野は、廃棄物・リサイクル、原子力・エネルギー、都市政策・住

居対策、有害物質・汚染対策、アセスメント・まちづくり、自然保護・生態

系管理、国際（法）的視点、その他の分野とした。 

2012年6月16日、第16回環境法政策学会において、シンポジウムのテーマを「原

発事故の環境法への影響」とした。また、上記震災対応検討会有志報告によ

るミニシンポジウム、および震災原発事故をテーマとした分科会を行った。 

2012年7月1日に開催した環境三学会合同シンポジウムでは、テーマを「エネ

ルギー政策の大転換」として、福島第一原発事故を受けて課題となったエネ

ルギー・環境政策を議論した。 

11 関西社会学会 2012年は、2011年に起った東日本大震災を踏まえ、「3.11以前の社会学−阪神

淡路大震災から東日本大震災へ」と題したシンポジウムを開催した。「3.11

以前」とあえて題したのは、「3.11以後」ではなく、「3.11以前」の社会学

研究のなかに「3.11以後」を読み解く知が存在するという問題認識に由来し

ている。シンポジウムは、具体的には、阪神淡路大震災のときに明確に認識

された新たな問題領域を再確認したうえで、災害と現代社会との関係につい

て、「日本における社会システムの変容」と「社会学における新たな研究対

象と理論の構想」の二つの点から、社会学的に問う試みであった。 

12 関西ベンチャー学会 1 関西ベンチャー学会 2011年度第2回例会 

テーマ「大震災から半年 復興と関西経済再活性化を考える」 

日時:2011年10月14日 場所大阪産業創館 

2．関西ベンチャー学会第31回医療･福祉研究部会 

 テーマ「東日本大震災(東北関東大震災)を考える」 

 日時:2011年4月23日、場所：キャンパスポート大阪 

３．関西ベンチャー学会第32回医療･福祉研究部会 

 テーマ:「放射線の安全･安心～正しくこわがり上手につきあう知栄～」 

 日時：2011年6月28日 場所:大阪産業創造館 

13 関東都市学会 2012年度春季大会（2012年5月26日）にて、シンポジウム「東京における「事

前復興」の歴史と現在―東日本大震災を踏まえて―」を開催するとともに、

会員の東日本大震災関連活動の情報交換コーナーを設置。2012年度秋季大会

（2012年12月15日）にて、シンポジウム「都市型災害の現状と課題―浦安市
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の経験から」を開催するとともに、浦安市内の見学を実施。 

14 北日本病害虫研究会 特になし。 

15 岐阜歯科学会 特になし 

16 教育思想史学会 教育思想史学会第22回大会（2012年10月14日、東京大学）において、「「私

たち自身、今の（原子力）時代をどのように理解するのか」（Th.リット）―

知のアンビバレンスと責任―」と題したコロキウムを開催した。企画者は小

笠原道雄会員、司会は木内陽一会員、報告者としてライプチヒ大学Th.リット

研究所所長のＤ．シュルツ氏をお迎えした。通訳は山名淳会員、指定討論者

は野平慎二会員であった。リットは1957年、旧西ドイツ政府（国防委員会）

主催の会議で、タイトルにある講演を行った。人間が発見し、それを技術に

応用する人間の思考と、その人間によって創出された技術の根本的な対立、

すなわち、技術が事象自体の持つ法則に従って人間の思考と無関係に突き進

む点に、リットは原子力利用の危険の可能性の本質と問題の根源を見ていた。

本コロキウムは、このリットの問いを今日的なものとして受け止め、思想史

的にその問題を把握し、問題解決の方途を探ったものである。 

17 近代英語協会  

18 クロマトグラフィー科学会 2011年10月20～22日に仙台（東北大学）において，予定通りに第22回クロマ

トグラフィー科学会議を実施し，震災からの学術的復興を誓願した。 

19 経営行動研究学会 (1) 経営行動研究学会の第21回全国大会（九州産業大学）において、特別シ

ンポジウム「大規模自然災害と経営行動」と題し5人の報告者からの報告と討

論を行なった。（2011年8月）。 

(2) 経営行動研究学会とモンゴルビジネス連合との共催による第12回日本・

モンゴル国際シンポジウムにおいて日本側の報告者により、東日本大震災の

復興計画と環境・経済との調査と題する報告が行なわれた（2012年8月）。 

(3) 経営行動研究学会の第22回全国大会の統一論題報告の中で、太田三郎氏

（千葉商科大学）は大震災と倒産･再生と題する報告を行った（2012年8月8

日）。 

20 経済社会学会 第48回全国大会（2012年9月1日（土）、9月2日（日）開催）にて、経済社会

学会は、大会テーマを「3.11後の環境と経済社会」とし、さまざまな報告と

討議を交わした。とりわけ、一般公開フォーラム「3.11後の環境と経済社会

問題を考える」において、高木晴光（ＮＰＯ法人ねおす理事長）「三陸ひと

つなぎ自然学校―被災地に生まれたコミュニティビジネスへの試み」、本田

宏（北海学園大学法学部教授）「原子力問題と労働組合―ドイツの事例から」

吉田文和（北海道大学大学院経済学研究科教授）「原発ゼロへのシナリオを」

の招待報告と議論を交わし、また共通論題「3.11後の環境と経済社会」では、

恩田守雄「東日本大震災後の地域社会の再生―日本の伝統的な互助慣行と被

災者への聞き取り調査から考える」、金川幸司「震災復興とコミュニティ・
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エンパワメント 阪神大震災と東日本大震災との比較の視点から」、廣重剛

史「被災地における「新しい防潮林づくり」に関する一考察―「いのちを守

る森の防潮堤」と「海の照葉樹林」プロジェクトを事例として」の三名の会

員による報告と議論を交わした。 

21 経済地理学会 震災直後の 2011 年 5 月に緊急シンポジウムを開催し，その記録を学会誌に

収録したほか，震災約１年後の 2012 年 3 月には，他の学術団体との共催で

「震災・原発問題福島シンポジウム」を開催した。 

今後，日本学術会議地域研究委員会シンポジウム「地域の再生と国のかたち

─東日本大震災の教訓を活かす─」を後援する予定がある。 

22 経済理論学会  2011年、震災１ヶ月後の4月16日に幹事会で声明を公表、会員から意見・提

言を集め「意見・提言集」冊子を作成、立教大学で開催された第59回大会の

第二日午前を共通セッションの特別部会として討議した。また、他の学会に

よびかけて、震災１年後の３月24-25日に福島市で、市民参加の「震災・原発

問題福島シンポジウム」を開催して討議し「集会宣言」を採択し、このシン

ポジウムの記録をもとに『いま福島で考える』 

（桜井書店）を刊行した。また、10月6-7日に愛媛大学で開催された第60回大

会でも共通論題「大震災・原発問題と政治経済学の課題」としてとりあげて

討議を深めた。 

23 芸術工学会 当時の会長佐藤優が3月23日から26日まで、被災地（宮古、田老）を視察し、

岩手県庁にて芸術工学会による阪神・淡路大震災時の記録の要約と今回の対

比資料を加え、復興までのプロセスの提言書を知事あてに提出した。 

2011年7月2日に神戸市の「人と防災未来センター」にて「減災と復興のため

のデザイン力」というテーマで2011年度春期大会を開催した。 

2011年度の事業として「減災デザインプランニングコンペ2012」を主催した。

（2012年度も同様実施中） 

2012年6月30日に仙台市の東北福祉大学にて「復興支援とデザインの役割」と

いうテーマで2012年度春期大会を開催した。 

24 ゲーテ自然科学の集い ・代表・役員による被災地訪問。 

・有志による勉強会の開催。 

・シンポジウム「３・１１以降の文明論 －ゲーテと梅棹忠夫」の開催およ

び要旨の機関誌掲載。 

25 言語科学会 被災した会員に対する1年間の会費の免除以外は行なっておりません。 

26 国際ボランティア学会 東日本大震災では、多くの先進国や途上国、国際機関、海外のNGO、財団、企

業から支援を受けた。日本はこれまで国際的な緊急支援を行ってきたが、時

には緊急支援を受ける側に回る状況となることが明らかになった。これらの

支援は、グローバル世界のなかで、人と人がつながり、国と国がつながって

いる中で、日本への関心と共感が保たれていたこと現している。この貴重な
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経験を今後に活かすために、海外の政府機関や国際機関、海外のNGOからの支

援を網羅的に調査することを目的として、特定非営利活動法人ジャパン・プ

ラットフォーム（JPF）と協働して、「東日本大震災における海外からの支援

に関する調査事業」を実施した。2012年に日本語および英語の報告書として

「垣根のない連帯と共感（Solidarity and sympathy across the borders）」

を印刷し、国内外の関係者に配布した。 

27 個体群生態学会 特になし 

28 コミュニティ政策学会 ・２０１１年７月の大会において急遽特別分科会｢東日本大震災とコミュニテ

ィ｣を開催した。 

・２０１１年１２日にシンポジウム｢被災地の現在と仮設住宅のコミュニティ

から始まる復興への道程｣を法政大学大学院政治学研究科との共催で開催し

た。 

・２０１２年７月の大会では、震災関連分科会（報告者：山川充夫 うつく

しまふくしま未来支援センター長）を実施した。 

29 根研究会 研究会の公式な活動としては，大震災直後に被災地の研究者・学生への支援

情報を書き込むための掲示板をホームページに設けたほか，2011年11月に東

京で開催した研究集会において大震災に関連の特別講演２題を一般にも公開

して行った．こうした研究会としての活動とは別に，各会員がそれぞれの職

場等で，震災・原発事故からの復興に関連した研究活動・業務を行っている． 

30 錯体化学会 ① 会長が学会会員メーリングリストで、お見舞と情報提供の呼び掛けを行

い、安否情報等の収集と会員への連絡等を行った。 

② 学会誌（BJSCC No.57）に会長からのお見舞のメッセージを掲載した。 

③ 2011年9月17日～19日に岡山理科大学で開催された錯体化学会第61回討

論会において、錯体化学会会長が被災者へのお見舞いメッセージを述べた。 

31 砂防学会 ○2011/4/18に会長声明「東日本大震災に対する砂防学会の対応について」を

公表した。 

○日本学術会議・東日本大震災の総合対応に関する学協会連絡会の活動（連

続シンポジウムの開催、共同声明の政府への提出）に参加した。 

○学会内に「東北地方太平洋沖地震災害調査委員会」（2011-2012）を立ち上

げ、調査活動を実施している。 

○上記委員会の中間報告を兼ねて、特別シンポジウム「海溝型地震による土

砂災害を考える」を2012/1/17に東京で開催した。 

32 歯科基礎医学会  

33 社会系教科教育学会 学会の研究発表大会において，課題研究のテーマとして取り上げ，学校教育

における防災・減災教育のあり方について議論し，提言活動を行った。 

34 社会言語科学会 2012年9月の第30回研究大会を東北大学（仙台）で開催し、以下の招待講演と

ワークショップを行った。 
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招待講演：「大規模災害への社会言語学的手法の適用について考える―外国

人被災者に「やさしい日本語」支援はどうなされたか―」 

講演者：佐藤和之氏（弘前大学大学院教授） 

ワークショップ：「つなぐ言葉としての方言 ―被災者・支援者・そして研究

者―」 

企画責任者：小林隆氏（東北大学） 

発題者：田中宣廣（岩手県立大学）、櫛引祐希子（追手門学院大学）、竹田

晃子（国立国語研究所） 

35 「宗教と社会」学会 2011年6月11・12日に開催された第19回学術大会（於北海道大学）で震災復興

支援の義援金を募集し、大会参加者らから計10万円が寄せられる。これを同

年6月23日、日本赤十字社の東日本大震災義援金用ゆうちょ口座に送金した。 

36 宗教倫理学会 2012年度の研究会プロジェクトテーマを「3.11以降の社会と宗教」（年５回

開催）とし、第１回の研究会は公開講演会として2012年３月17日に開催。２

回目から５回目までは、現地で活動しているNPOの代表や研究者を招いて現況

報告や研究成果の報告を受け、宗教が社会に果たす役割や災害および原発事

故に対して学会としてどのようなことが発信できるかなどについて議論し

た。また、10月に開催した学術大会でも研究会での議論を踏まえた研究報告

がなされた。大会の公開シンポジウムでも議論した。 

37 種生物学会 被害に遭遇した会員への年会費の免除以外とくになし 

38 情報処理学会 （1）震災復興支援運営委員会の設置 

（2）刊行物上での関連特集等の掲載 

・会誌2011年4,5月合併号：巻頭言「東日本大震災と学会のこれから-会長メ

ッセージ-」 

・会誌2011年6月号～9月号：特別企画「3.11大震災特別企画」 

・会誌2011年7月号： 巻頭言「復興と再成長に向け情報処理技術が牽引を-

会長就任にあたって」 

コラム「情報の海の泳ぎ方-原発事故から学ぶこと-」  

・会誌2011年9月号： 特集「東日本大震災 危機発生時の対応」 

・論文誌2012年7月号：特集「社会を元気にするICT」 

・デジタルプラクティス2012年7月号：「減災ICT」 

（3）各種イベントにおける関連講演 

・SACSIS 2011（5/25-27）招待講演「地震津波シミュレーション」 

・DICOMO2011 （7/6-8）「日本を元気にするICT」 

・MIRU2011（7/20-22）特別セッション「震災復興へのビジョン」 

・日本工学会 震災復興支援シンポジウム（2012年4月20日）「被災一年後の

提言」   

・第74回全国大会（2012年3月）「日常のICT、非日常のICT」 
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・第75回全国大会（2013年3月予定）「ここから始まる情報社会の未来」 

※被災地復興支援のため東北大学で諸企画を開催 

（4）震災復興デザインコンテスト（応募34件） 

・最優秀賞「IC カード乗車券を利用するスタンドアロン型避難支援デジタル

サイネージ」 

・優秀賞「The Soul Net～思いをつなぐ社会～」 

（5）ソフトウエアジャパンアワード（2012年2月） 

・Google Crisis Response   賀沢秀人（グーグル） 

・Sinsai.info と Hack For Japan   関 治之（sinsai.info 総責任者／

Georepublic Japan） 

39 昭和歯学会 昭和大学歯学部および昭和大学歯科病院が行った活動の記録を、学会誌に掲

載した． 

40 神道史学会  

41 人文地理学会 １ 『人文地理』（63巻2号）および、2011年4月11日付で学会ホームページ

上に「東日本大震災に関する声明」を掲載し、会員等の安否確認とともに、

会員や会員の所属する機関による震災に関する学術的な調査研究や復旧・復

興支援などの社会活動についての具体的情報、また学会としての活動に対す

る提言・意見の送付を要請した。 

２ 人文地理学会大会（2011年11月12-13日、於、立教大学）で、地理学セミ

ナー特別企画として、「東日本大震災からの復旧･復興－地理学からの提言・

地理学への提言」をテーマとする報告・討論を開催した。『人文地理』（64

巻2号）に「フォーラム」としてセミナー報告を掲載した。 

42 水産海洋学会 国際科学機関(PICES北太平洋海洋科学機関, ICES国際海洋開発理事会)から

窓口として被災地の水産業の復興や海洋生態系の再生に関連した研究支援の

ための寄付金約450万円を受け、自らの学会寄付金を合わせ、公募選考を経て

2011年8月-11月に11研究課題に対し約500万円の研究配分を行った。これによ

り、被災地域の研究活動の支援を行うとともに、震災直後には学会メーリン

グリストを会員外にも解放し広く情報交換を行えるようにした。また、被災

した会員（団体含む）に対し申請により学会費の免除を行っている。 

43 数理社会学会 2013年3月に東北学院大学で開催される大会において、東日本大震災の復興に

関するシンポジウムを企画中である。 

44 政治経済学・経済史学会 2011年度秋季学術大会（立命館大学びわこ・くさつキャンパス）において，

「東日本大震災・原発事故からの地域経済社会の再建をめぐって」という共

通論題報告を企画・開催した（2011年10月23日）。また，2012年3月24～25

日に開催された「震災・原発問題福島シンポジウム」の協賛団体となった。 

45 聖路加看護学会 なし 

46 石油学会 （１）わが国の将来のエネルギー供給における各エネルギーの担うべき役割
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について、一般向けの講演会や大学生向けの講義を通じた啓発活動を行った。 

（２）装置関係専門委員会の活動として、石油・石油化学製造設備に対する

震災の影響を技術面から調査し、結果を本会主催の講演会あるいは他団体の

講演会で報告した。 

（３）震災時に発生した製油所の火災・爆発事故について、関係会社の技術

者が本会大会において総括的な報告を行った。 

（４）本会が運営管理する資格認証事業において、震災で罹災した資格者を

対象に、試験及び継続認証に係る料金を一定期間免除した。 

47 全国憲法研究会 例年、憲法記念日に、学会として市民向けの記念講演会を開催しているが、

2012年は、会員（憲法学者）・ゲスト（社会学者）がそれぞれ震災に関連す

る講演を行った。 

48 全国社会科教育学会 学会のホームページで、会員の支援を呼びかけている。 

49 地域社会学会 ・地域社会学会第36回大会時（2011年5月15日）に、地域社会学会緊急ラウン

ドテーブル「東日本大震災と地域社会学」を開催した。 

・『地域社会学会会報』167号において当時の地域社会学会会長（吉原直樹）

が巻頭言を寄稿した。 

・2011年7月9日理事会において、研究委員会内に「震災特別委員会」（委員

長 吉野英岐）を設置することが承認された。 

・2011年度第2回研究例会（10月8日）において、①「東日本大震災と東北社

会」（山下祐介）、②「東日本大震災と岩手県の農山漁村集落～産業・生活･

地域統合のあり方をめぐって～」（吉野英岐）が報告された。 

・2011年度第3回研究例会（12月3日）において、「東日本大震災と地域社会：

復旧・復興段階を迎えつつある被災地域の現状と課題」（齊藤康則）が報告

された。 

・2011年度第4回研究例会（2月4日）において、「『新しい公共』と東日本大

震災支援～社会権の保障と贈与経済の二重構造をめぐって～」（仁平典宏）

が報告された。 

・地域社会学会第37回大会（2012年5月12・13日）にて、「震災・NPO」部会

と「震災・原発」部会が設定された。 

・2012年3月6日、岩手県盛岡市で開催された「社会学3学会合同研究・交流集

会」（実行委員会代表 吉野英岐）の公開シンポジウム「津波被災地の復興

の現在と直面する課題」を日本都市社会学会、日本社会学会とともに主催し

た。また、岩手県沿岸部においてエクスカーションを行なった。 

・2012年5月13日理事会において、研究委員会内に「震災特別委員会」（委員

長 山下祐介）の継続設置が承認された。 

・2012年6月16・17日、福島県いわき市で開催された「第2回社会学4学会合同

研究・交流集会」（「原発避難」を捉える／考える／支える）開催にあたり、
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実行委員会委員として地域社会学会から黒田由彦研究委員長および吉野英岐

震災特別委員会副委員長を派遣した。また、福島県沿岸部においてエクスカ

ーションを行なった。 

・2012年7月7日の第1回研究委員会にて今期のテーマを「ポスト3.11の地域社

会」とすることとした。 

・2012年7月29日に東北大学で開催された「公開シンポジウム シリーズ 社

会学から、東日本大震災を問い直す１ 東日本大震災・再生への道程を問い

直す～社会学と計画学との対話」（主催：科学研究費基盤（Ａ）「東日本大

震災と日本社会の再建――地震、津波、原発震災の被害とその克服の道」（代

表・加藤眞義）プロジェクトチーム、および日本学術会議社会学委員会・東

日本大震災の被害構造と日本社会の再建の道を探る分科会（震災再建分科

会））を共催した。 

・上記に先立ち、上記取り組みのために「東日本大震災・被災地の現状と復

旧・復興に関わる研究・調査情報」の提供を呼びかけた。 

・2012年度第2回研究例会（10月6日）において、①「『ポスト3.11の地域社

会』を問うことの意味」（黒田由彦）、②「自治体間支援と地域社会～多様

な経験とそこから見える可能性～」（横田尚俊）が報告された。 

50 地学団体研究会 震災後の8月19日～21日に弘前大学で行われた当会の総会にて、「東北地方太

平洋沖地震緊急報告会」と題したシンポジウムを開催し、会員による災害調

査の成果交流を行った。その後も、各地で会員が個人、あるいはグループで

災害調査を継続している。それらの調査は主に、仙台市周辺の地盤災害調査、

浦安市周辺での液状化災害調査、埼玉県での災害調査などである。また、長

野県北部地震についてもの地盤災害を中心に周辺地域の会員が調査を行っ

た。 

51 地理情報システム学会 東日本大震災に関する提言を 

http://www.gisa-japan.org/news/detail_902.htmlで公開した。 

学会員を中心として東日本大震災支援チームを結成し，内閣府や被災市町村

の支援活動を行った。具体的には，内閣府EMT 

（http://www.drs.dpri.kyoto-u.ac.jp/emt）への参加と厚生労働省健康局総

務課保健指導室の地図作成作業支援（2011年3月から8月），栃木県那須烏山

市のり災証明書とそれに関わる支援サービスのワンストップ化システムの構

築・運営支援（2011年3月から5月，システムは現在も稼働中）を行った。ま

た，EMT活動の延長として全国市町村における避難者受入状況調査を行った

（2011年3月より2012年3月まで）。活動の詳細はhttp://rarmis.jp/dpgissig/

で公開している。 

52 地球電磁気・地球惑星圏学会 ・会員の安否情報の収集とその結果のwebへの掲載 

・被災地の学会関係の学生・研究者の一時受け入れ案内 (受け入れ実績：東

北大 教員・PD・学生等） 
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・日本地球惑星科学連合からの連絡事項(現地調査を行う際の注意事項、募金

活動)の学会HPへの掲載 

・国際学術誌への研究成果公表の場の設置：Earth, Planets and Space（EPS）

誌における特別号を企画（注：EPS誌は地球電磁気・地球惑星圏学会，日本地

震学会，日本惑星科学会，日本火山学会，日本測地学会の５学会の合同企画・

運営による欧文学術誌） 

・学会有志を中心としたメールリストの立ち上げ、および原発災害対応方針

協議と地球惑星科学連合の環境・災害対応委員会 環境ワーキンググループへ

の報告書提出。 

・日本惑星科学の関連学会の共同声明として、「自然災害に向き合う強い日

本社会の復興のために」を発表。 

・東日本大震災および福島第一原発事故に関わるSGEPSS関連の論文のリスト

とその簡単な日本語解説を学会ホームページで公開。 

・学会有志の呼びかけによる（その他多数の他学会所属研究者・翻訳家のボ

ランティアによる協力）IAEA文書"Environmental Consequences of the 

Chernobyl Accident and Their Remediation: Twenty Years of Experience"

の翻訳。（上記翻訳を下訳として日本学術会議による査読を行い、外務省・

IAEAの許可を得てPDFファイルの公開準備中） 

53 地中海学会 特にありません。 

54 地方史研究協議会 本会では、震災後の４月に被災地で暮らす会員に対して見舞い文を出すとと

もに、その返信を「復興の声」として会誌に掲載したほか、昨年１０月に山

形県鶴岡市内で開催された第６２回（庄内）大会において特別アピール「東

日本大震災にあたって」を本会常任委員会名によって行った。また、本年６

月にはシンポジウム「災害と歴史資料の保存ー何のため・誰のために遺すの

かー」を駒澤大学にて開催し、震災後１年を経過した被災地福島県からの現

状報告、自治体の責務として日常の資料所在調査活動の重要性に関する大分

県からの報告のほか、「地域・ふるさと・そして歴史資料」と題した基調講

演を行い、参加者との意見交換を行った。また会誌動向欄において、本会主

催シンポジウムだけでなく、他の関係学術団体や史料ネットが行った各地で

の被災資料の救援活動状況やシンポジウムの内容を参加記等という形で掲載

した。 

55 電気化学会  

56 電子情報通信学会 活動内容は、主に以下のようなものです。 

・震災関連シンポジウム（CEATEC JAPAN 2011、2012での特別シンポジウム、

など） 

・学会誌での特集（平成24年3月号特集「東日本大震災からの復興の取り組み

と震災 
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  から得た教訓」など） 

・全国大会での特別セッション、基調講演、など 

・英文論文誌、ニュースレター等での特集 

・各種研究会における、震災関連シンポジウム、招待講演、など 

57 天文教育普及研究会 フォーラムを２回（2011年９月19日：於鹿児島大学、2011年11月３日：於岩

手県奥州宇宙遊学館）開催し、東日本大震災が天文学の研究現場、教育現場

をはじめ、科学コミュニティーにもたらした影響に対して、短期的、中長期

的に「私たちに何ができるか」「何を成すべきか」、そして社会との関わり

方はどうあるべきかを議論した。 

58 東京体育学会 行っていない 

59 東京地学協会 ① 東京地学協会では、研究助成活動の一環として東日本大震災に関する活動

を行った。平成23年度には、特別枠「東北地方太平洋沖地震関連緊急研究・

調査助成金」を設け、4件のテーマに対する助成を行った。また、平成24年度

には助成金の区分に「東日本大震災被災地学関連資試料の復旧・復興に関す

る活動」を加え、博物館等の被害に対する3件の助成を実施した。 

② 以下のように東日本大震災に関する講演会を実施した。i）地層に記録さ

れた西暦869年貞観の津波（H23.6.20） ii）東北地方太平洋沖地震の概要

（H23.7.15） iii）わが国における液状化履歴と東日本大震災による液状化

被害（H23.9.20） iv）濃尾地震から120年、地質屋の地震・断層の研究史

（H24.1.20） v）3.11地震から1年（H24.3.21） vi）超巨大地震の真相に迫

る（H24.6.9） vii）活断層調査の成果と課題（H24.10.20） 

60 東北矯正歯科学会 平成23年4月 会員に向け被災状況調査 

平成23年5月 日本臨床矯正歯科医会矯正歯科被災者支援フリーダイアルへ

協力 

平成23年6月 被災者向けに相談窓口を設置、各県歯科医師会に周知徹底を依

頼 

平成23年7月 患者，会員に向け罹災状況調査 

平成23年9月 シンポジウム「東日本大震災における子ども達の矯正歯科から

みた現状と課題」を開催（非会員も対象） 

61 東北史学会 １）宮城歴史資料保全ネットワーク・岩手歴史民俗ネットワーク・ふくしま

歴史資料保存ネットワーク・山形文化遺産防災ネットワークへの寄附金支出。 

２）宮城県知事・宮城県公文書館長・仙台市長宛「歴史的文化遺産と震災・

復興記録の保存・活用についての要望書」の提出。 

３）機関誌『歴史』第118輯における特集「災害と歴史資料保全」。 

４）本会2011年度大会（仙台大会）における公開講演「テーマ 災害と文明」、

2012年度大会（岩手大会）における公開講演「テーマ 震災と歴史学」を開

催。 
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62 東北地理学会 １．震災後、すぐ「災害対応委員会」を設置し、ウェッブページ上の論文集

「東北地理学会東日本大震災報告集」を発刊した。 

２．シンポジウム開催「東日本大震災からの復興に向けて―地理学からの提

言―」2011年10月９日、仙台市戦災復興記念館（2011年度秋期学術大会時） 

３．2011年度第１回研究集会「岩手県沿岸の津波災害―実証的データから復

旧を考える」 

 岩泉町・宮古市巡検（2011年12月17日）、研究集会：岩手県民情報交流セ

ンター（盛岡、同12月18日） 

４．2012年度第１回研究集会・フォーラム「震災後の松島の新しい観光交流

の可能性を考える―松島の自然環境とその成り立ち 松島ジオパークへの

旅」2012年７月８日（松島中央公民館） 

63 都市環境デザイン会議 東日本大震災に対応する内部組織として「復興未来会議」を立ち上げ、情報

収集と会員への情報提供を行っている。 

関西ブロックでは、復興の姿研究会を立ち上げ、気仙沼市を対象にして｢海と

漁業のまちの姿｣の提言書をとりまとめ、関西ブロックのホームページ上で公

表している。 

具体的な調査・支援活動などは、個々の会員が独自に行っている。 

64 土木学会 東日本大震災に関わる調査や研究活動、ならびにそれらの成果に基づく実際

的な提言を迅速に行い、災害に対する安全対策の向上と被災地の復興に貢献

するため、東日本大震災の発災直後に、会長を委員長とする「東日本大震災

特別委員会」を設置しました。 

特別委員会の中に、津波や液状化などの災害現象、施設・構造物の対応策、

地域復興計画や地域防災計画のあり方などを担当する計10の「特定テーマ委

員会」を設置し、あわせて、社会安全研究会や津波推計・減災検討委員会、

「安全な国土の再設計」支部連合による「特別活動」を行いました。専門調

査や総合調査に基づく成果や提言などは随時発表され、その多くは、社会基

盤に関する技術面や政策面の諸施策に反映され、具現化されています。 

さらに、東日本大震災に関する総合的な報告書を、他学会とも連携しつつ今

後概ね5年間を目途に逐次刊行するため「東日本大震災報告書編纂委員会」を

「特定テーマ委員会」の関係者を中心に組織し、執筆活動を開始しました。 

65 新潟歯学会 現時点では新潟歯学会として行った活動はありません。 

66 日本西洋古典学会  

67 日本都市学会 学際的組織であると同時に，地方自治体と連携し，都市・地域の問題に取り

組んできた日本都市学会は、東日本大震災に関しても学術的側面から様々な

提言取組をしてきている。震災直後に会長から明治以来の国づくりを再構築

するための新しい開発哲学を模索しつつ、それに基づく新しい都市学の成立

を学会として目指し、震災復興にも寄与することを理事会として決定した。
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日本都市学会は2011年大会を「震災と持続可能な都市づくり」をテーマに福

島市で開催した。また、2012年大会においても災害に関するセッションを設

け、継続的に研究活動を行っている。 

日本都市学会は全国7地域都市学会で構成されるが、それぞれ独自の震災関連

活動を行う。たとえば東北都市学会は「復興とボランティア活動」をテーマ

に会員である石巻市長をはじめ被災地としてのシンポジウムや研究発表を行

った。また、関東都市学会では「都市型災害の現状と課題―浦安市の経験か

ら」「東京における『事前復興』の歴史と現在―東日本大震災を踏まえて―」

をテーマに、近畿都市学会では阪神大震災を踏まえた東日本大震災研究など

で大会を継続的に開催している。さらに研究活動は『日本都市学会年報』を

はじめ地域都市学会の各機関誌で公表しつつある。 

68 西日本社会学会 学会員に対し、東日本大震災に関する会員の関心や行動について把握するこ

とを目的とする「東日本大震災および福島原発事故に関するアンケート」を

2012年5月~6月にかけて実施した。調査結果に関しては、単純集計結果を学会

ニュースにおいて公開した（2012年10月）。 

69 日本味と匂学会 HPで被災者への慰労と早期復興を祈念する意を表したが，具体的な活動は行

わなかった。 

70 日本アレルギー学会 ○公益財団法人日本アレルギー協会東北支部からの協力要請を受け、 連携し

ての支援協力のため全会員へメール配信にて要請。 

○被災地への理事長からのメッセージ発信。 

○アレルギー疾患に関する被災地の医療従事者向け「相談窓口」を当学会Web

サイトに設置。         

○当学会会員の協力申し出を受けてアレルギー患者の被災地からの転院可能

医療機関を公開（当学会のWebサイトに公開、厚生労働省から岩手、宮城、福

島県を通じて同県内医療機関に情報提供）。 

○関連団体等の「東日本大震災」関連情報を当学会のWebサイトに掲載。                                           

○平成24年5月14、15日春季学術大会を被災地でもある千葉県幕張市で開催に

際し、「震災時におけるアレルギー診療の問題：東北地方太平洋沖地震・現

地からの報告」を緊急企画、支援活動の報告が行われた。その後、学会内に

災害時支援活動に関するワーキンググループを設置、今後の災害に対するア

レルギー患者への対応について、行政政、市民、患者への啓発、支援等につ

いて検討している。 

71 日本EU学会 被災した会員への会費免除以外は、学会として特に活動は行っておりません。 

72 日本医学教育学会 本学会が医学教育でどのような被災地支援ができるのかを検討するための震

災後直ちに委員会を設けた。震災の経験を今後の医学教育にどのように生か

していくことができるか検討を続けている。 

73 日本イギリス哲学会 東日本大震災直後の「日本イギリス哲学会第35回研究大会」（京都大学吉田
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キャンパス、2011年3月28・29日）において、緊急セッション「東日本大震災

のなかで―イギリス哲学研究からのメッセージ―」を開催した。報告者と報

告題目は次のとおり。坂本達哉「大震災を前に考える―18世紀イギリス思想

の視点から―」、一ノ瀬正樹「死の被害性」、樫則章「被災者に対する支援

は道徳的義務か」。なお、このセッションの報告要旨は、日本イギリス哲学

会編『イギリス哲学研究』第35号（2012年）、169～173頁に掲載されている。 

74 日本育種学会 関連した活動実績はない 

75 日本医療・病院管理学会  

76 日本衛生動物学会 学会員がおのおのの専門分野に応じた衛生動物（ハエ、カ、ネズミなど）に

ついて、それらの発生状況を調査するとともに、殺虫剤の散布あるいはその

アドバイス、衛生動物の駆除や防除方法について住民への啓蒙、などを自治

体と足並みをそろえるよう配慮しつつ行なった。またそれらの活動の記録を

学会発表し、さらに学術論文としてまとめた。なお調査活動は引き続き実施

されている。 

77 日本栄養改善学会 １．栄養改善活動を通した被災地復旧支援 

被災地で次の栄養改善活動を行っている個人・団体を対象に支援（1件20万円

から100万円。総額500万円）を行った。 

・被災地の行政機関・県栄養士会対策本部の管理栄養士・栄養士等と連携・

協働する活動（3件、総額190万円）。 

・被災地における栄養改善や栄養相談に関する活動（5件、総額310万円） 

２．シンポジウムの開催（第59回日本栄養改善学会学術総会） 

テーマ：災害時の危機管理における栄養士の役割 

・「東日本大震災大津波の被災者栄養・食生活支援について～行政栄養士の

オーガナイザー機能（組織の機能を活用する能力）を伸ばす～」 

・「なにができたのか、今、なにをすべきなのか～災害時の危機管理におけ

る管理栄養士・栄養士の役割～」 

・「東日本大震災における食・栄養問題と災害時の食事摂取基準」 

・「システムとしての災害時栄養士の役割～空腹管理からバランス食管理へ

～」 

78 日本疫学会 1)「地震・津波災害対策および放射線被ばくによる健康影響等に関する情報

サイト集」を日本疫学会のＨＰ上に掲示（2011年3月25日） 

2)「福島原子力災害での放射線被ばくによる健康影響について 

ーー保健・医療関係者へのメッセージ」と題する声明を日本疫学会のＨＰ上

で公表。（2011年3月26日） 

3)「福島での原子力災害による放射線の健康影響に関する解説（Qand A)」を

日本疫学会のＨＰ上で公表。（2011年4月13日） 

4) 日本疫学会が発行するJournal of Epidemiologyに以下の表題のeditorial
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を理事長名で公表（2011年7月5日発行） 

Our response in the aftermath of the great Tohoku-Kanto Earthquake and 

Tsunami. 

5) 第22回日本疫学会学術総会本部企画開催：科学技術振興機構 社会技術開

発研究センター長 有本健男氏を招き、今後の科学技術政策の展望を、大規

模自然災害等への対応とその復興に向けた視点も交えて講演して頂いた。

（2012年1月27日） 

79 日本沿岸域学会 本沿岸域学会は、東日本大震災に関して次に掲げる活動を行った。 

① 提言：2012年5月、学会の研究成果を生かし、「東日本大震災から学ぶ復

興・防災への提言」と題し、大震災についての調査研究の推進、ハード・ソ

フト両面からみた地震・津波防災のありかた、復興計画のありかた、被災経

験の伝承と防災教育の推進について提言を行い、学会誌に掲載するとともに、

ＨＰで公開した。 

② 学会誌による論文発表：年3，4回発行の「沿岸域学会誌」の各号において、

震災関連の多数の論文を掲載した。特に第24巻第3号では「東日本大震災から

1年～沿岸域の復興と未来に向けて～」という特集を組み、②の提言のほか、

被災各県や省庁の取り組みについての多数の論文を掲載した。 

③ 研究討論会：2011年9月と2012年7月の全国大会において、研究討論会を行

い、震災関連の多数の研究論文発表を行った。 

④ パネルディスカッション：2011年9月の全国大会において、「沿岸域にお

ける環境と防災の未来図～東日本大震災から沿岸域における国づくりを考え

る～」をテーマとしてパネルディスカッションを行った。 

⑤ 特別講演会：2012年7月の全国大会において、東日本大震災からの復旧、

復興をテーマとして3名の外部講師による特別講演会を行った。 

⑥ 被災地復興状況視察：2012年7月の全国大会は開催地を仙台市とし、被災

地（仙台塩釜港、閖上地区、二の倉地区等）の復興状況について視察調査を

行った。 

80 日本応用心理学会 １． 公開シンポジウム「“まさか!”の応用心理学━災害時はこうする━」

を開催した。企画は田之内厚三（麻布大学）、司会は藤森立男（横浜国立大

学）、話題提供者が伊坂裕子（日本大学）、「自分だけは大丈夫」と思う心

の動き、深澤伸幸（東京富士大学）、職場に潜む危険と将来予測される事故

への備え、中谷内一也（同志社大学）、風評被害：誤った消費者像が的外れ

な対策を招くであった。 

２． 東日本大震災の実践、調査教育研究を募集し、採択された学会員に助成

した。2011 年3 月11 日から同年10 月末日まで募集し、3件に対してそれぞ

れ10万円までとした。採択された調査教育研究は、①「被災児童の心のケア

に関する実践活動」（藤森立男：横浜国立大学、他11名）、②「福島県相馬

市における人やコミュニティのつながりを回復する心理社会的支援」（村上
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裕子：東京海上日動火災メディカルサービス、他4名）、③「「京都の家」プ

ロジェクトによる震災支援活動」（田中真介：京都大学、他1名）であった。 

３． 2011 年10 月7 日に学会HP上で「東日本大震災に関する緊急メッセージ」

を掲載した（森下高治理事長）。 

81 日本応用地質学会 ①平成24年5月 日本学術会議ほか東日本大震災の総合対応に関する学協会

連絡会主催の連続シンポジウム（巨大災害から生命と国土を護る－二十四学

会からの発信－） 

第四回シンポジウム（首都直下・東海・東南海・南海等の巨大地震に今どう

備えるか）において、当学会千木良会長が基調講演 

②平成24年6月 平成24年度日本応用地質学会総会・シンポジウム 

「最近の地形の計測技術と応用地質学への適用」をテーマに、東京大学柏キ

ャンパスにて平成24年度シンポジウムを開催 

③平成24年7月 「地盤から見た東日本大震災」シンポジウム 

日本応用地質学会東日本大震災特別委員会の主催により、飯田橋レインボー

ビルにて一般社団法人 全国地質調査業協会連合会との共催で標記シンポジ

ウムを開催 

82 日本音楽教育学会 日本音楽教育学会では、音楽や音楽教育に関する支援のための情報交流の場

を提供することを目的に、2011年6月、理事会の承認を得て「音楽教育支援ポ

ータルサイト」を発足。本企画では、学会員そしてその関係者の支援要請と

提供に関する情報の公開、およびマッチング作業を主とし、現在までに被災

地への楽譜・楽器の提供、演奏活動等をおこなった。また、企画立ち上げ一

年を経過したのを期に、この活動を広く認知していたくとともに、現在どの

ような支援が必要とされているのかを把握するために、活動の概要、提供可

能な楽器・楽譜リスト、今後の活働に向けての情報提供のお願いなどを、東

北の会員に向けて送付した。送付に伴う資金は学会の基金より提供を受けた。

なお本企画は学会の若手会員中心に運営。 

83 日本温泉科学会 平成23年東北地方太平洋沖地震に伴う温泉の変化 

温泉科学，第61巻4号 279～309P 

特集：東北地方太平洋沖地震の温泉への影響，5件 

84 日本開発工学会 当学会の機関誌「開発工学」（Vol.31 No.1:2011年10月1日発行）に「東日本

大震災後の開発工学の役割」と題する特集を組み、学会会員をはじめ、各界

の識者に寄稿を依頼した。『「東日本大震災後の開発工学の役割」特集にあ

たって：馬場玄式』『人間的価値中心の社会イノベーションのすすめ：中上

崇』『東日本大地震・津波・原発事故対策と復興のアイデア：柳下和夫』『シ

ステム視点から捉えたこれからのビジネスモデル：藤川昇』『スリーマイル

島原発事故の化学工学による検証：大江修造』『「クールジャパンサムライ

交流会」を通じたクリエイティブ・バリューの創造：柳田一千一』『都市廃

棄物エネルギー転換によるエネルギー自立都市のイメージプラン：千田二郎、
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伊藤拓仙、齋藤篤史、三宅諭、有門厳』『変革を理解できない、変革を作れ

ない、その原因を探る：小平和一朗、矢本成恒』の７本の論文とともに、ニ

ューコーナーでは『希望に満ちた原子力産業の再構築のために：古川雅章』

『エシカルライフの進め：嶋矢志郎』を掲載した。日本の向かうべき方向へ

の知見を提言した。 

85 日本解剖学会 なし 

86 日本貝類学会 地震発生後４月上旬までに複数の会員が東北地方太平洋沿岸に入り、貝類に

対する地震・津波の影響に関する調査を開始した。２０１１年４月の学会大

会総会（福岡・九州大学）において、それまでに得られた情報が報告され、

総会・研究発表会において義捐金を集め、大会運営経費と合わせて寄付した。

また、震災が及ぼした軟体動物への影響について調査し、次年度の大会で集

約することを決議した。その後、会員が情報交換をしながら調査を行うとと

もに、被災地の博物館の標本レスキューや被災資料デジタルアーカイブ化に

携わった。これらの活動のいくつかはメデイアにも取り上げられた。２０１

２年の総会・研究発表会（東京・東京家政学院大学）において、震災が及ぼ

した軟体動物への影響に関する特別セッション「地震・津波と貝類学－東日

本太平洋沖地震が貝に与えた影響－」を開催した。また、同年１２月にはタ

イで行われる国際会議において会員により研究成果の発表が行われる予定で

ある。 

87 日本カウンセリング学会 さいたまアリーナでの足湯を中心とした支援活動に始まり、６か所で継続的

支援活動を行った。①宮城県石巻市の仮設住宅住民への足湯、“お茶っこ”

などを活用した支援活動。②宮城県栗原市の保育園での園児・保護者・保育

者に対する支援活動。③宮城県石巻市での被災者の生活状況の確認と支援。

④茨城県北茨城市での“悲しみを分かち合う会”のグリーフケア活動。⑤岩

手県被災各地の教師を対象とした支援研修会と相談会の開催。⑥栃木県内の

避難者への支援活動。 

平成24年3月末に宮城県栗原市での支援を終了し、残りの5か所での支援を継

続している。 

88 日本化学会 （１）除染技術についての検討 

経済産業省、文部科学省から除染に応用できる化学、技術についてどのよう

なものがあるかの現状照会があり、状況を説明した。また除染技術に関して

経済産業省、文部科学省の技術開発への協力などに関する研究テーマ募集情

報を研究者に提供した。 

（２）東日本大震災および除染に関するシンポジウム開催について 

1.日本化学会主催で公開講演会・パネルディスカッション 

「放射性物質汚染からの環境再生に向けた化学の貢献」 

（平成23年8月26日（金）日本化学会館）135名参加 
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経済産業省、文部科学省、内閣府など所管官庁から放射性物質汚染の現状と

取り組まなければならない課題と対策、アカデミアからは日本化学会をはじ

め化学工学会、土木学会、原子力学会などの各学会専門家が検討課題や対策

について講演、パネルディスカションを行った。また被災地の福島高校の化

学部の学生を招待し、ディカッションに加わってもらった。 

2. 日英シンポジウム「３．１１後の科学・技術の役割」 

日本化学会と駐日英国大使館、英国王立化学会の共催 

（平成24年4月11日（水）、英国大使館大使公邸。限定100名で開催） 

産学官、メディアなど広範な分野から100名が出席、 

英国政府の首席科学顧問であるサー・ジョン・ベディトンの基調講演、ニー

ル・ハイアット英国シェフィールド大学教授、伊丹敬之東京理科大学教授、

有本建男科学技術振興機構社会技術開発センター長の講演。 

室山哲也ＮＨＫ解説主幹の司会で、パネルディスカッションが行われ、原子

力発電所事故をはじめ国際社会が抱えるリスクに対応と科学・技術の在り方

などが話し合われた。 

3.第92年会（平成24年3月25日～3月28日、慶應義塾大学日吉キャンパス）で

のシンポジウム開催 

①「3.11被災地の復興への歩み‐安全な教育･研究環境を求めて」（26日､55

名参加） 

②「福島第一原子力発電所事故から一年、環境放射線モニタリングデータの

検証」（28日、100名参加） 

（３）化学系研究室の地震からの教訓の伝達：年会でのシンポジウムの開催、

「東日本大震災と化学系研究室」に関する記録映像集作成。 

（４）支援事業：避難所・図書館への本の寄贈、被災研究者支援受入機関一

覧の作成・公開、化学実験装置の提供、被災地での実験ショー・出前授業の

実施、被災会員への各種会員サービス等。 

89 日本科学教育学会 ア. 第35回年会（2011年8月）にて「非常時を乗り越える科学教育：いま東日

本大震災から考える」をテーマにシンポジウムを開催し、非常時の科学教育

の在り方について学会全体で検討を行なった。 

イ. 日本科学教育学会大震災対策委員会（まとめ役：熊野善介副会長）を立

ち上げ、当委員会から、教科「理科」関連学会協議会（理科教育関連６学会

の連合組織）に対し、連携して支援を図るべくお願い書を作成した。 

ウ. 文部科学省初等中等教育局長宛に「被災した義務教育の学校への理科教

育の実験室設備・備品・学習材購入支援について（依頼）」を送り、被災し

た青森、岩手、宮城、福島、茨城、千葉の各県の学校に対し、理科教育振興

法の特例措置等の補正予算により、一日も早く、数学教育・理科教育の設備・

備品が購入できるよう要望した。 

エ、会長ならびに副会長から理事会、全国大会（年会）をとおして、会員な
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らびにグループでの積極的な震災への支援を呼びかけた。 

90 日本化学療法学会 下記学会において、緊急講演とシンポジウム、一般演題の発表を行った。 

2011年6月24日 第59回日本化学療法学会総会 

緊急講演「災害と感染症マネジメント」 

2011年10月27日 第58回日本化学療法学会東日本支部総会  

教育講演「東日本大震災と感染症 －その実際と対策－」 

2012年4月27日 第60回日本化学療法学会学術集会 

一般演題：1題 

91 日本家禽学会 特にありません 

92 日本核医学会 日本核医学会は放射性核種を用いる医療に関する学術団体であり、体内に投

与された放射性核種の人体への影響に精通した専門家で構成されている。今

回の事故に際しては、これまで得られている知見や経験に基づいて各時点に

おける放射線の影響や危険性を、学会ホームページや講演会などを通して一

般人にも分かりやすく提供してきた。これによって一般社会の放射線に対す

る不必要な心配や過剰な危惧を払拭する一助とした。また学術集会において

医療人や放射線業務従事者の知識の再確認や補足に努めるとともに、国際学

会においては我々の経験や対応を世界に紹介して情報の共有するよう努め

た。 

93 日本火災学会 東日本大震災調査委員会（委員長：東京理科大学教授関澤愛）を設置し、平

成23年4月18日~10末までに8回の全体ミーティングを開催した。そして、調査

結果の速報版をDVD及びCD-ROMに収録して会員に配布した。また、会員希望者

に有料で1,030ページに及ぶ報告書を100部作成し、配布した。 

一方、会誌｢火災｣において東日本大震災の特集号を２巻にわたって発行し、

会員に東日本大震災における火災被害状況の情報を提供した。また、火災学

会主催のセミナー「火災科学セミナー」において、東日本大震災をテーマと

する講演を平成23年は埼玉と神戸で２回、平成24年は川崎と京都で２回、そ

れぞれ実施した。さらに平成24年度の火災学会研究発表会では東日本大震災

関連のオーガナイズドセッションを２つ設け、東日本大震災時における消防

活動や避難行動の実態や今後の課題について議論した。 

現在、東日本大震災調査報告書の最終版の出版（平成25年9月出版予定）に向

けて、再構成された東日本大震災調査委員会の作業部会において追加調査、

ならびに原稿執筆作業を行っている。 

94 日本家政学会 <東日本大震災日本家政学会（JSHE）生活研究プロジェクトについて> 

・日本家政学会第63回大会（和洋女子大学）にて、シンポジウム「東日本大

震災後の生活研究プロジェクト（仮称）発足に向けて」開催。（平成23年5

月29日） 

・東日本大震災日本家政学会（JSHE）生活研究プロジェクトを発足。（平成
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23年11月） 

・科学研究費基盤研究（B）「東日本大震災後のコミュニティの生活再建プロ

セスにみる課題解決の方法」（代表：石巻専修大学 坂田隆）申請・採択。

（平成24年4月～） 

・日本家政学会第64回大会（大阪市立大学）にて、シンポジウム「災害に向

けての支援―家政学に期待すること―」開催。（平成24年5月12日） 

・ボランティア団体およびボランティア参加者に対する子どもに関わる講演

会「被災地の子どもたちに寄り添って」開催（平成24年9月16日）。 

・これまでに、研究会を9回開催。調査・研究活動として、東日本大震災後、

石巻市内にてボランティア活動を継続的に行っているNPO・NGO16団体に対し

て、石巻市内の状況の変化・支援内容等に関するインタビュー調査、被災者

に対する支援活動と調査・研究活動を兼ねた料理教室を2回、手芸教室を6回

開催（平成24年11月現在）。また、被災地域の住民の生活状況・生活再建に

関するアンケート調査を実施（平成24年8月）。 

<その他の活動> 

・「家政学からの提言 震災にそなえて」発行。（平成24年5月1日第1刷発行） 

・日本家政学会第64回大会（大阪市立大学）にて、公開講演会「地域におけ

る防災・減災への取り組み―東日本大震災に学ぶ」開催。（平成24年5月11

日） （684字） 

95 日本加速器学会 ・会長によるお見舞い文の学会誌への掲載 

・加速器施設の被害状況に関する報告記事の学会誌への掲載 

・フクシマ後の被爆スクリーニングや各地の放射線量測定に参加した会員に

よる報告記事の学会誌への掲載 

96 日本学校教育学会 １．調査研究プロジェクト「東日本大震災と学校教育」の立ち上げ（2011年8

月6日）。 

２．公開研究会「震災時の学校の役割と可能性」の開催（2011年11月8日）。 

内容は、Ⅰ部 震災時における学校～実情と課題（基調講演と３つの学校の事

例報告）、Ⅱ部 被災者(地)支援実践（ドッグ・セラピーとタッピング・タッ

チの実践紹介及び体験）、Ⅲ部 震災時の学校の役割と可能性～３つの事例か

ら見えること（ミニ・シンポジウム）。参加者100名程度。 

３．公開研究会をベースとした出版。 

97 日本活断層学会  本学会では「東北地方太平洋沖地震に関連した地震活動・地表地震断層の評

価に関する検討専門委員会」を設置し，2011年の秋に公開シンポジウム「2011

年東北地方太平洋沖地震に伴う内陸活断層の挙動と地震活動・地殻変動」を

開催した。これにはマスコミ，自治体関係者，一般の方など，多くの非会員

の参加があり，本シンポジウムへの関心の高さが窺われた。また，福島や長

野北部などの内陸で発生した地震の震源断層に関する調査，原子力発電所を

巡る活断層に関する情報提供など個々の会員やグループで取り組みがなされ
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た。 

また，国民に広く活断層の正しい認識を持ってもらうために，普及教育委員

会を中心に「活断層はどのように見つけるのか？」（仮題）の刊行の準備を

進めている。 

さらに，原子力発電所敷地内の活断層問題について，原子力規制委員会から

の現地調査専門家推薦要請に応え，9名の会員を推薦した。今後増加すると予

想される学会への社会的要請に組織的に対応するため，体制作りを進める予

定である。 

98 日本家庭科教育学会 支援活動として宮城県内の被災地の要望により、支援衣料のサイズ調節や手

芸品作成・販売のための裁縫用具箱数百セットとミシン等購入のための寄付

金を送った。 

研究活動としては、日本家庭科教育学会2011年度例会において、「東日本大

震災と家庭科教師」として岩手、宮城、福島の小・中・高校の家庭科教員か

ら被災とその後の授業の状況について報告をしてもらった。さらに、大震災

の経験から生活のあり方と家庭科教育について見直すため、日本家庭科教育

学会第55回大会（2012年6月）においては基調講演「災害に強い人を育てるー

防災教育における協働―」（講師 室崎益輝氏）、を受けてシンポジウム「東

日本大震災と家庭科教育―生活をみつめ、考え、つくる家庭科学習―」を実

施し、家庭科教育における防災の視点について討論した。 

99 日本眼科学会 地震発生直後から被災地の本会評議員へ被害状況や支援要請の報告を依頼す

るとともに情報提供窓口を設置し、メールマガジン、ホームページなどを利

用して会員からの迅速かつ正確な情報収集に努め、得られた情報はメールマ

ガジン、ホームページなどを利用して会員へ発信するとともに、巡回診療な

どの情報は専用ウェブサイト「被災地眼科診療情報」を立ち上げブログ形式

で被災者の方々へタイムリーに発信した。さらに一般の人向けにコンタクト

レンズ装用、角結膜疾患、緑内障、眼底疾患、視覚障害者についての注意事

項や対処について各眼科専門学会が作成した文書などをホームページ上に掲

載した。また、日本眼科医会等と共同で立ち上げた眼科災害対策本部におい

て、義援金口座を開設し会員への募集案内を行った。義援金は被災地の大学

病院や各地域眼科医会を通して被害に遭われた診療所に対して支援するため

に使用し、一部は日本赤十字社へ寄付したほか、眼科巡回診療車（Vision Van）

の資金援助を行った。 

100 日本がん看護学会 １．災害支援委員会の設置を設置し、以下の事業を行った。 

・ボランティア看護師向け放射線被曝防止のための知識をHP上で公表 

・緊急被ばく者の初期対応についての看護手順をまとめてHP上で公表 

・会員、一般および海外からの義援金受付可能な学会等の窓口を紹介（HP上

で） 

・米国がん看護学会（Oncology Nursing Society）が株式会社エーザイの協
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力を得て、災害支援を申し出たので、エーザイ担当者と必要な支援内容につ

いて検討会議を持ち、被災地域の病院施設にエーザイ社製品のクリームを無

料で配布した。 

２．教育・研究活動委員会の企画（専門看護師および認定看護師の継続的な

キャリアアップ支援事業）にて、第26回日本がん看護学術集会（平成24年2

月11日）会期中に「交流集会：認定看護師ができるがん患者・家族に向けた

災害支援」を開催した。 

101 日本環境管理学会 2011年5月に仙台市と南三陸町を現地調査する。 

2011年5月の日本環境管理学会大会学術報告会にて論文を発表する。 

報告書をとりまとめて「提言」として関係する機関に送っている。 

「宮城県仙台市の津波堤防と水門防災都市整備復興計画」を宮城県知事と仙

台市長に。 

「宮城県多賀城市の津波堤防と水門防災都市整備復興計画」を宮城県知事と

多賀城市長に。 

「宮城県南三陸町コンパクトシテティ・エコタウン整備復興計画」を宮城県

知事と南三陸町長に。 

「岩手県宮古市の津波堤防と水門防災都市整備復興計画」を岩手県土木部長

と宮古市長に。 

102 日本環境変異原学会 関連国際学会から、東日本大震災に対する寄付（1,000 US$）があり、本会か

らも相当額を出して、計20万円として、日本赤十字社を通じて寄付を行なっ

た。 

平成24年度公開シンポジウム「放射線リスクを科学的に考える」を開催した

(平成24年5月・東京)。 

103 日本看護科学学会 １）2011年3月、3.11発生直後から、ホームページに震災関連の支援情報を掲

載し、随時更新した。内容は「東北・関東大震災の被災地で活動される方へ」

「災害時の母と子の支援のために」「原発事故による避難者/被災者のメンタ

ルヘルス支援について」等。 

２）2011年4月、「東日本大震災に対する義援金窓口」を開設し、義援金募集

の広報を開始した。 

３）2011年9月、日本看護系学会協議会（JANA）と連携し、本学会を窓口とし

た寄付金を「災害看護支援金」と位置づけ、国内外で発生した災害に対する

看護活動支援を目的に、災害看護支援事業の募集を行なった。応募事業につ

いて専門委員会で審査を実施し、３事業に助成金を拠出した。 

４）2012年2月、「平成24年度災害看護支援事業」の募集を開始し、専門委員

会による審査の結果、４事業に助成金を拠出した。 

５）平成25年度以降も、本事業の継続を予定している。 

【関連URL】http://jans.umin.ac.jp/news/index02.html 
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104 日本看護系学会協議会 ・日本看護系学会協議会HPに「震災関連の支援情報」のサイトを構築し、発

災直後より、震災支援に役立つ情報を、主に看護職を対象に発信した。 

・本協議会に所属する38の看護系学会で、震災支援のネットワークを構築し、

震災支援にあたっている看護系学会間で情報の共有をはかっている。 

・看護系学会で震災支援にあたっている学会の活動報告として、シンポジウ

ムを、「東日本大震災―今、求められる看護系学会の活動」PartⅠ、PartⅡ

として、2011年7月と12月に、2回実施し、看護系学会の震災支援活動の共有

をはかった。このシンポジウムの内容を、本協議会のHPに掲載した。さらに、

「東日本大震災－いま、これから求められる看護系学会の活動」として、学

術の動向2011年12月号に発表した。本内容が、日本学術会議東日本大震災復

興支援委員会災害に強いまちづくり分科会の提言「二度と津波犠牲者を出さ

ないまちづくり―東北の自然を生かした復興を世界に発信―」(2012年4月9

日）に活用された。 

・「JANA災害看護支援事業助成金」を設置し、所属団体である公益社団法人

日本看護科学学会を窓口として、災害看護支援にあたる看護系団体への助成

を行っている。 

・海外向けの情報発信として、本協議会HPに、英語版「The Great East Japan 

Earthquake on March 11, 2011:Healthcare and Nursing Responses」を掲載

した。 

・2012年11月17日に開催される「南三陸町復興支援プロジェクト：健康と復

興まちづくりを考えるシンポジウム」を共催している。 

105 日本看護研究学会 会員からの申請により、被災した看護学生の支援活動 

（会員から支援金を募り、被災状況に応じて申請のあった看護学生の支援） 

・平成23年度 申請回数 3回 申請総数 69件 支援総額 5380000円 

・平成24年度 申請回数 1回 申請総数 47件 支援総額 3400000円 

106 日本感性工学会  

107 日本感染症学会 ＨＰに「災害と感染症」の項目を設けて、情報の収集・提供を行った。 

学術講演会時に緊急セミナーを開催し、ＨＰにて動画配信を行った。 

 「東日本大震災被災地における麻しん予防についての提言」をＨＰに掲載

した。 

「東日本大震災―地震・津波後に問題となる感染症」を東北6県にメールにて

送付した。 

座談会「震災と感染症」を行い、雑誌に掲載した。 

108 日本肝胆膵外科学会 震災発生翌日にメディアで被害状況を知り、医療でお手伝いができないかと

学会本部で至急検討した。わたしたち、肝臓・胆道・膵臓外科分野でサポー

トするにあたって、震災地区の医療状態を確認し、その時点で安心して医療

を受けられる施設を調べ公開するため、インターネットで「愛の手プロジェ
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クト」を立ち上げ支援の一助とした。 

本学会英文機関誌Journal of Hepato-Biliary-Pancreatic Sciences(JHBPS)

に、震災後の状況と本学会が行った「愛の手プロジェクト」について記載し

たAnnouncement2011年Volume18号に掲載した。 

109 日本機械学会 東日本大震災発生後の2011年４月に①東日本大震災調査・提言分科会、なら

びに②中長期的観点からの提言作成のための委員会を設置。 

同年７月に理事会を東北地区で開催し、被災した支部や地域企業の状況報告

ならびに被災施設の見学。 

日本機械学会誌（2011/10,2012/6）にて分科会・委員会の活動状況報告掲載。 

本会大会（2011年８月東京、2012年９月金沢）で市民フォーラム開催。 

９月英国にて開催のFuture Climate2(London) にて会長より、11月米国ASME 

2011 International Mechanical Engineering Congress & Expositionにて副

会長より、同月韓国機械学会大会にて会長より本会の対応について報告。  

本会常置組織である８支部・２１部門による諸活動。 

工学系学協会との共同提言、関連学会による国際シンポジウム開催（2012年

３月） 

日本学術会議を含む30学会による連続シンポジウム（全８回）へ参画。 

以上の活動は本会HP：http://www.jsme.or.jp/shinsai3.11/ に登載（随時

更新中） 

110 日本義肢装具学会 東日本大震災等の際、補装具が壊れてしまった、又は津波で流されてしまっ

た被災者の方々のために、安心して適切な福祉および医療を受け、必要とす

る補装具が使用、製作できるよう、補装具に関わる、医療、学術5団体で「東

日本大震災等による被災者に係る補装具の支給について」の要望書を、厚生

労働大臣に提出し、受理された。   

111 日本気象学会 ①東北地方太平洋沖地震に関して日本気象学会理事長から会員向けメッセー

ジを発した。 

福島第一発電所の事故が極めて深刻なものになる可能性のある中、研究者が

拡散シミュレーションの結果を公表する際には社会が引き起こす影響を十分

考慮した上で行動することを促した。学会ホームページへ掲載した（2011年3

月18日）。 

②上記の理事長メッセージについての補足メッセージを発した。 

学会ホームページへ掲載した（2011年4月11日）。 

③東日本大震災に伴う原発環境汚染に関する勉強会を実施した。 

大気科学の研究者が集まり、事態の科学的把握に関する検討を行った（2011

年5月20日春季全国大会／国立オリンピック記念青少年総合センター）。 

④スペシャルセッション「放射性物質輸送モデルに関する現状と課題」を行

った。 

空間･時間スケールの異なる放射性物質輸送モデルの現状と問題点を整理し、
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観測結果をふまえて議論した（2011年11月17日秋季全国大会／名古屋大学東

山キャンパス）。 

⑤評議員会「現代社会における学会の役割と今後への展望」を行った。 

主に東日本大震災関連、特に福島原発事故関連の問題が広くかつ詳細にわた

って検討され、今回の震災に対する気象学会のいろいろな対応等も含めて、

各評議員より貴重なご意見を頂いた（2012年12月22日／ＫＫＲホテル東京）。 

⑥「原子力関連施設の事故発生時の放射性物質拡散への対策に関する提言」

を行った。 

原子力防災関連の8機関に送付した。また提言を行うにあたって日本気象学会

会員に向けたメッセージを機関誌「天気」、気象学会ＨＰへ掲載した（2012

年3月5日）。 

⑦公開シンポジウム「放射性物質等の移流拡散問題―モニタリング、予測、

防災情報―」を行った。 

放射性物質等の移流拡散のモデル再現・予測技術やモニタリングの過去・現

在・未来を議論した。防災情報の公開や提供について大気科学者の役割につ

いて議論した）2012年5月26日度全国春季大会／つくば国際会議場）。 

112 日本きのこ学会 大震災直後から、理事を中心にきのこ生産者やきのこ関連研究施設の被害状

況の聴き取り調査を行った。2011.4.2の理事会において、「東日本大震災対

策委員会」を立ち上げ、東北・関東地方のきのこ生産者、きのこ研究を行う

公立研究機関、きのこ種菌メーカーを対象に、地震・津波・放射性物質によ

る被害状況の情報収集を行った。 

2011.4.25発行の「日本きのこ学会誌」（Vol.19, No.1）において、会長名に

より「謹んで地震災害のお見舞いを申し上げます」の中できのこ生産および

研究施設の被災状況把握と技術支援要請を呼びかけた。2011.4.14付けの毎日

新聞の記事に厚労省の見解に疑問があり、即日、会長名で厚労省大臣宛に公

開質問状を提出した。 

2011.9.1開催の日本きのこ学会第15回大会において、東日本大震災対策委員

会名で「福島原発事故によるきのこ放射能汚染－風評被害防止の観点から」

と題して講演し、内容を2011.10.31発行の「日本きのこ学会誌」に掲載した。

2012.9.5の日本きのこ学会第16回大会において、「福島原発事故による放射

性物質の汚染を回避するきのこの生産法を探る」と題する市民公開シンポジ

ウムを開催し、その内容を2012.10.31発行の「日本きのこ学会誌」に掲載し

た。 

113 日本教育学会 本研究は、東日本大震災・福島原発事故とその後の事態・対応の推移につい

て、子どもと教育に焦点をあて以下の三つの課題を探求・遂行するものです。  

（１）記録の作成・保存：震災・原発事故とその後に関する事実（人びとの

思い・葛藤や学校等の対応・取り組みを含む）に関する包括的記録を作成し、

記憶に留め、後世に残し、今後の研究・政策・実践の参考に供する。  
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（２）学術的・政策的・実践的テーマに関する理論的・実践的研究：災害と

被災地支援・復旧復興計画の推進、人びとの生活・困難と葛藤・ストレス、

家族・地域社会・日本社会や教育・経済・インフラの在り方、学校を含む公

的セクターとその担い手の役割・機能などに関して提起された問題や課題に

関する理論的・実証的研究を行う。  

（３）歴史的教訓と被災地支援、復興計画推進、防災方策・防災教育などに

関する課題と示唆の検討・整理 

114 日本教育工学会 2011年度の全国大会において、全体会で、特別講演「東日本大震災と避難所

となった学校、その地域社会に対して果たした役割」および会長講演「教育

工学研究が社会に果たした役割」を行い、学会としての取り組みを検討した。

つづいて、ワークショップ「W02 震災や危機的状況への対応を考える～震災

に被害を受けた小中学校に向けて教育工学として貢献できること～」の実施

や公開掲示板での意見交換を行い、会員から具体的なアイデアや提言を整理

した。 

115 日本教育社会学会 平成23年9月開催の第63回大会（お茶の水女子大学）において、研究委員会主

催の「特設ラウンドテーブル『災害と教育社会学』」を開催した。開催趣旨

は、教育社会学が災害時や災害からの復旧・復興にどのように貢献できるの

か、学会として議論の場を設定し、学会員がそれぞれにできることを見つけ

ていくきっかけを提供することであった。はじめに、①気仙沼市教育委員会

の方が、学校の状況や学校再開への道のり、その過程で直面した課題等、②

兵庫県教育委員会震災・学校支援チームの方が、活動の概要や経験の情報提

供等、③防災コンサルタントの若林直子氏（生活環境工房あくと）が、地域

からみた学校の視点での防災のあり方等の情報提供を行った。ディスカッシ

ョンを通して、災害時や災害からの復旧・復興過程で教育社会学に期待され

ることとして、その過程で直面する問題の背景に関する調査研究をしていく

ことなどが挙げられた。 

その他、東日本大震災に関連した調査・支援等は各会員も積極的に行ってお

り、平成24年10月開催の第64回大会（同志社大学）では、「震災と教育」と

いう一般部会が設定され、2件の研究報告があった。 

116 日本教育心理学会 （１）学校や教育関係の組織が行う，何らかのかたちで子どもたちの学びの

日常性を取り戻すための活動に対して一件５０万円を上限とする支援を行っ

ている（現在２件）。 

（２）「環境問題やリスクに対して主体的・クリティカルに向き合う市民の

育成」と題する公開シンポジウムを2012年8月26日(日)に早稲田大学 国際会

議場 井深大記念ホールにて行った。 

117 日本教育制度学会 特になし。 

118 日本救急医学会 1. DMATの主力メンバーとしての活動 
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全国都道府県に所属する383の日本DMATチーム、1853名が広域災害救急医療情

報システム（Emergency Medical Information System ：EMIS) などの情報を

もとに、岩手・宮城・福島・茨城県に設置されたDMAT参集拠点に集結し、発

災直後より病院支援や域内搬送、広域搬送を行ったが、DMATの主体となった

メンバーの多くは本学会の会員である。 

2. 福島第一原発事故における現地対策本部とJビレッジへの医師派遣 

福島第一原発事故は東北地方太平洋沖地震に続発した新たな災害で、現地で

は医療機関の甚大な被災に加え放射線被ばくや火災・爆発による制約の中、

消防機関、自衛隊、東京電力等による必死の減災活動が行われた。このよう

な事態に対応するためには、消防機関との連携や被ばく医療に精通した医師

が加わり適切な医療監督を行うことが必須であった。 

日本救急医学会は、原子力災害現地対策本部長からの要請に基づき、福島原

発事故緊急ワーキンググループを組織し、学会員の協力のもと以下の要領に

より現地への医師派遣にむけて調整を行った。 

１）現地対策本部 

複数被ばく者あるいは傷病者が発生した際に司令塔の役割を担いオペレーシ

ョンの指導・助言等を行う医師。身分は、「現地対策本部医療班災害医療ア

ドバイザー」。4月4日から8月31日までの間に延べ34名を派遣。 

２）Jビレッジ 

Jビレッジにおける医療チームの統括等を行う医師。身分は、「Jビレッジ総

括医師」。4月3日から8月31日までの間に延べ49名を派遣。 

3. 福島第一原発事故における医療機関支援と後方搬送支援 

退避区域に隣接する地域の医療機関おいての医療活動の制限や機能低下の可

能性が指摘され、その対応が個々の医療機関の判断となっていたため、日本

救急医学会ではそのような医療機関に対して、入院している患者、特に重症

患者の後方搬送の支援を行い、そのための患者受け入れ先の確保等について

予め検討した。 

4. 代表理事声明「日本救急医学会における東北地方太平洋沖地震への対応に

ついて」 

（平成23年3月28日 学会ＨＰ）  

URL：http://www.jaam.jp/html/info/2011/info-20110328.htm 

119 日本金融学会 2011年９月18日の学会総会において、震災復興金融部会が設置され、現在約

70名の会員が部会に参加している。第1回は2011年10月15日（土）明治大学で、

第2回は2011年12月22日（木）同志社大学東京オフィスで、第3回は2012年10

月17日(土)青山学院大学で、研究報告発表が行われた。 

学会全体としてではないが、西山慎一氏（東北大学准教授、日本金融学会震

災復興金融研究部会発起人）により『提言３．１１からの復興 二重債務問

題克服に向けた政策提言―地域金融機関の「目利き」最大限活用を』が、金
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融ジャーナル2012年3月号に掲載されている。 

その他、学会で、3回のパネルディスカッションを行っている。また、2013

年秋に、震災復興金融に関する学会誌特別号の刊行を企画している。 

120 日本K-ABCアセスメント学会 K-ABC検査器具の流失や破損に対する無償貸与 

121 日本経済学会 2011年度日本経済学会春季大会（２０１１年６月熊本学園大学にて開催）で、  

「東日本大震災：経済学に何ができるか」と題して緊急にシンポジウムを開

催した。学会員からなるパネラー 4名の発言資料は日本経済学会WEBで公開

中。 

http://www.jeaweb.org/jpn/OthersNewsrelease.html#KP 

122 日本経済政策学会 弊会が行っている全国大会（第68回大会：駒澤大学、第69回大会：椙山女学

園大学）ならびに国際会議（第10回：関西学院大学、第11回：名古屋学院大

学）において、「震災問題特別セッション」を設け、復興のための経済政策、

エネルギー・環境政策、雇用問題等について学会員ならびに学会員以外の有

識者から報告を行い、議論を行う場を提供した。また、これらの報告内容は

学会ホームページ上に公開し、誰でも参照することができるようにしてある。 

123 日本芸術療法学会 日本芸術療法学会としては、援助活動、調査・研究活動はしておりません。 

ただし、2011年度に開催した「第43回日本芸術療法学会 2011」のシンポジ

ウムにおいて、「震災復興支援特別企画」を設け、研究会を行いました。 

124 日本外科学会 特に活動していません。 

125 日本結核病学会 本会の第86回総会は、東日本大震災２か月後、開催されました。 

急遽、緊急シンポジウムを開催しました。 

3月11日の大地震とそれに続く惨事に際して、医療従事者として、また結核専

門家として何を考え、どう行動すべきか、どのような今後への教訓を引き出

すべきかについてを中心に、検討致しました。 

東日本大震災後の結核医療の現状と課題を、武内健一医師（岩手県中央病院）

が、震災後の結核医療に絞り、岩手・宮城・福島の現状についてまとめ、発

表しました。 

被災―これだけでも結核発病のリスクとなります。保健所（県）と連携を強

化したいという結論に至りました。 

126 日本健康科学学会 １．日本健康科学学会 市民公開講座 

平成２３年１０月１日に、第３回元気！健康！フェアinとうほく（仙台国際

センター、主催：東北大学、河北新報社 東北放送、共催：日本健康科学学会

ほか）において、日本健康科学学会市民公開講座『サプリメントの現状と今

後』を開催しました。 

この講演は、ＮＴＴの協力により被災地５か所に中継されました。 

２．日本健康科学学会 市民公開講座 

平成２４年４月２９日に、第４回元気！健康！フェア in とうほく（仙台国
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際センター、主催：東北大学 河北新報社 東北放送、共催：日本健康科学学

会ほか）において、日本健康科学学会市民公開講座を開催しました。 

日本健康科学学会市民公開講座 

司会 信川益明 日本健康科学学会 理事長 

「食品保健の概念と健康食品・サプリメントの適切な使用の考え方」信川益

明 日本健康科学学会 理事長 

「サプリメントを安全に使用するために～健康食品のウソ、ホント」浜野弘

昭 ダニスコジャパン株式会社 学術・技術担当最高顧問 

「健康食品・サプリメントの正しい選び方」蒲原聖可 健康科学大学 教授 

127 日本原子力学会 １．原子力学会「春の年会」、「秋の大会」での活動 

事故直後の２０１１年春の年会（２０１１年３月、福井大学）は中止。 

（１）２０１１年秋の大会（２０１１年９月、北九州） 

特別シンポジウム（北九州2011/9/19）/企画セッション・計9セッション 

（2）２０１２年春の年会（２０１２年３月、福井） 

特別セッション（福井市 2012/3/19）/ 企画セッション・計16セッション 

２．学会、部会、連絡会、専門委員会等の情報提供活動 

（１）学会からの情報提供（ホームページ） 

① 内部被ばくについて（2011/3/28） 

② 福島第１/第２の事故の概要と経緯（2011/4/5） 

③ INES 評価のレベル７への引き上げについて（2011/4/15）等々 

（２）「原子力安全」調査専門委員会（以下、調査専門委） 

① 「1 号機～3 号機の現状推定」を発表（2011/4/18） 

② 「事故からの教訓」を発表（2011 /5 /9） 

③ クリーンアッププロジェクトの早期立ち上げを提言（2011/5/10）等々、

約２０件の提言や情報提供を公開 

（３）原子力安全部会「事故に関するセミナー」（計７回） 

（４）核不拡散・保障措置・核セキュリティ連絡会 

 ①米国NRCの原子力施設に係る核セキュリティの取組みを学会員に報告。  

②原子力委員会下での防護部会の活動を学会員に報告。  

（５）標準委員会 

① リスク専門部会に津波PSA分科会を設置（2011/5/5承認） 

② 津波PRA標準(AESJ-SC-RK004：2011)を発行（2012/2/8） 

（６）東京電力福島第一原子力発電所事故調査委員会 

① 2012年6月の原子力学会の総会において、学会の総体を挙げた活動とする

ため、部会を代表する委員で構成した委員会の設立を決定。 

② 8月21日に第1回の委員会を開催した後、月1回以上の頻度で委員会を開催

しており、2013年末までに報告書を取りまとめる予定。 

３．シンポジウム・講演会・フォーラム等の活動 
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（１）事故に関する緊急シンポジウム（調査専門委主催；東京2011/5/21） 

（２）事故と原子力安全に関するシンポジウム（調査専門委主催；茨城県東

海村 2011/8/2） 

（３）原子力総合シンポジウム2011（日本学術会議主催、幹事学会；原子力

学会；日本学術会議講堂 2011/10/19） 

（４）原子力安全国際シンポジウム「事故の教訓と将来に向けて」（調査専

門委主催；東京 2011/10/31～11/1） 

（５）第１回～第４回「安全・安心フォーラム～除染の推進に向けて～」（福

島県、原子力学会主催；福島市2011/11/27、郡山市2012/1/29、南相馬市 

2012/2/12、いわき市 2012/2/19） 

（６）シンポジウム「事故の技術分析に関する日本原子力学会と米国原子力

学会の見解」（調査専門委主催；東京 2012/3/5） 

（７）第１回、第２回 「除染の推進に向けた地域対話フォーラム」（福島県、

原子力学会主催；福島市 2012/5/13、会津市 2012/8/4） 

（８）シンポジウム「福島第一原子力発電所の今は？今後は？」（原子力学

会主催；福島市 2012/5/26） 

（９）シンポジウム「事故後の取り組み」（原子力学会主催；福島市 

2012/6/16） 

（１０）エネルギー総合工学研究所主催の下、日本信頼性学会、安全工学会、

日本リスク研究学会と協力して、2回のシンポジウムと4回の公開討論会で構

成する「原子力の安全を問う」シリーズセミナーを2011年10月から12月にか

けて開催。 

（１２）エネルギー総合工学研究所と共同主催で、規制委員会の新安全基準

骨子案を巡る議論を行う「安全を問う」シンポジウムを開催（2013/-2/17） 

４. チーム110の活動 

• 2011/3/11以降、国内、海外の新聞・テレビ・雑誌・Webメディアに専門家

を紹介した実績は343件。 

５.一般からのQ&A対応 

• 学会HPに質問用メールアドレスを設定。必要に応じて学会の専門家に依頼

して回答 

2011年中に99件の質問  

128 日本建築学会 〈提 言〉 

本会単独の提言として「建築の原点に立ち返る －暮らしの場の再生と革新－ 

東日本大震災に鑑みて（第一次提言）」（2011.9.9）、「東日本大震災復旧

復興地域まちづくりのための提言」（2012.11予定）、「照明環境に関する緊

急提言」（環境工学委員会2011.5.26）を行ったほか、他の学協会と共同で、

7学会会長共同提言（2011.4.26）、建築関連団体災害対策連絡会共同アピー

ル（2011.5.16.）、三十学会共同声明（2012.5.10）を行っている。 
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〈調 査〉 

東北地方太平洋沖地震災害調査ガイドラインを策定し、282調査団、延べ2,500

人の調査員を派遣した。 

〈報告会〉 

東北地方太平洋沖地震および一連の地震の緊急報告会を東京（2011.4.6）と

大阪（2011.4.23）で開催したほか、全国9支部で「2011年東北地方太平洋沖

地震および一連の地震災害調査報告会」を開催した（20118.4～12）。 

〈報告書〉 

「2011年東北地方太平洋沖地震災害調査速報」（2011.7）、「Preliminary 

Reconnaissance Report of the 2011 Tohoku-Chiho Taiheiyo-Oki Earthquake」

（2012.10）を公刊したほか、8学会共同で東日本大震災合同調査報告書を編

集・執筆中である。 

〈シンポジウム・研究集会等〉 

東日本大震災1周年シンポジウム「東日本大震災からの教訓、これからの新し

い国つくり」（2012.3.1-2）、2011年度大会で5つの研究集会、2012年度大会

で7つ研究集会を実施した。そのほか2012年10月までに専門分野別のシンポジ

ウムを13実施している。また、6学会共催で国際シンポジウム（2012.3.3-4）

を実施した。 

〈支援活動〉 

復旧・復興支援活動の拠点として日本都市計画家協会、日本都市計画学会と

共同で「北上復興ステーション」（2011.9.1開設）を運営するほか、気仙沼

市における地域社会主体の復興まちづくり支援活動（2011.10～12、公益社団

法人シビックフォースの助成）、東日本大震災復旧復興活動支援調査研究助

成15プログラム（2012.4～2013.1）を実施している。 

129 日本建設機械施工協会 １．協会による被災地への緊急通行車両等の確認証明書の迅速な発行による

復旧促進 

２．国土交通省の依頼による水中ポンプ、自走式リサイクル機械、グラップ

ル、鉄筋切断機等の緊急保有台数調査並びに防衛省の依頼による建設機械の

保有者、保有状況調査の実施 

３．国土交通省東北地方整備局との防災協定に基づき、東北管内及び管外派

遣の排水ポンプ車、照明車等の運転操作等の支援 

４．津波被災冠水地域の遺体捜索活動支援のため、排水ポンプ車最適配備箇

所調査を実施 

５．協会会員に対して機械設備緊急点検・機能確認調査協力を要請 

６．震災復興工事で、情報化施工で震災復興を実施したい施工業者を募集し、

情報化施工導入・実施に関するトータルコンサルティングと施工現場にあっ

た機材の提案及び一部の機材を無償で一定期間貸与することを実施。（募集

中） 
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７．災害復興工事“に役立つ情報化施工の講習会を名取市で開催 

130 日本高圧力学会 当学会では、今回の震災に対して行った提言などの社会的対応や、震災に関

する学術調査はありません。しかしながら、当学会がフィールドとする研究

領域においても、重要な共同利用研究機関が被災し、また、当学会に所属す

る会員にも被災者がでました。被害を受けた研究環境の早急な復旧のため、

被災した共同利用研究機関の長に対しては、復興作業に関する要望を当学会

長名で提出しました。 

131 日本航海学会 （公益社団法人）日本航海学会 東日本大震災検討会の開催 

2011年3月11日の東日本大震災で、東日本沿岸は壊滅的な被害を受け、不幸に

して多くの人命が失われた。原発の船舶・港湾に与える二次災害の影響、津

波による港湾・教育施設・船舶の損壊、油流出、火災、海路遮断・港湾閉鎖

などの災害状況の性格な把握や、今後の救援活動・復旧・復興活動をどう進

めるべきか、津波対策をどのように考えるべきかなど海事分野に携わる者の

研究機関である日本航海学会として検討し社会に発信する必要があるとの背

景から、同年5月16日題記検討会を開催した。 

検討会では、①大震災による港湾・船舶などの被災状況、救難状況、②津波

の観測について、③津波来襲における商船の対応について（鹿島港、大船渡

港、仙台港）、④大型LNG船の緊急離桟のあり方及び係留方法について、⑤東

北沿岸の主要港の被災状況について、⑥船舶による救援活動について等のテ

ーマで合計13編の講演が行われた。 

上記の講演を受けて、参加者による討論が行われ、１）各港における緊急離

桟の方法や脱出順序などの基準整備の必要性、２）危険物運搬船の係留方法

（出船・入船）妥当性の検討、３）船舶脱出の国際的なルール作りの必要性、

４）有効な防波堤の再検討などが必要であるとし、航海学会が中心となって

さらに検討を進めるべきことが指摘された。最後に、「大災害を教訓とし銘

記しなければならないことは、再び人、港湾、船舶に同様な緊急事態が発生

した場合において、人命保全、通信確保、情報伝達、緊急避難、港湾施設・

船舶の損壊防止と二次災害の防止、早期海上輸送経路及び港湾施設の復旧、

救護と要介護者の保全といった行動・施策がより確かに、よりスムーズに実

施され、災害の軽減を図ることができなければならないことである。そのた

めには地震・津波の予知精度の向上は論をまたないが、海事に関する研究団

体である日本航海学会にあっては、外部研究団体・産官と連携し引き続き研

究調査に取り組む必要がある」とまとめられた。 

2012年5月23日、第1回検討会に引き続き第2回検討会が開催され、前回の検討

結果を踏まえ、①港湾施設・船舶の津波被害の詳細調査結果、②練習船によ

る支援航海、③船舶の避難行動（アンケート調査結果）、④船長のための津

波対応ガイドライン、⑤桟橋係留VLCCの挙動再現、⑥係留船舶の津波対策、

⑦大震災を教訓とした船舶からみた防災対策の7編のより詳細な津波災害の
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状況と具体的な船舶の津波対策についての講演が行われた。講演会の参加者

を対象とするアンケート結果から、さらに津波時の船舶の具体的な対応策を

検討すべであるとの要望が強くあり、「船舶の津波対応特別研究会」を設置

し、１）大震災における避難・被災船舶のデータベースの作成、２）係留船

舶の運動予測と係留を継続する場合のガイドラインの検討、３）緊急出航す

る場合のガイドライン検討、４）リスクアセスメントの検討、⑤津波の影響

を受けにくい浮体式バースなどの将来検討について、更なる検討を行うこと

とした。 

現在、上記研究会のメンバーを中心に検討が鋭意、実施されているところで

ある。 

132 日本口腔衛生学会 ・震災直後、学会ホームページにコンテンツ「震災関連情報のご紹介」を作

成し、情報発信に努めた。また、「日本口腔衛生学会から被災された皆様へ 

東北関東大震災により被災された皆様、ならびに関係機関の皆様へ」と題し

た呼びかけを行った（平成23年3月28日付） 

・日本歯科医学会の呼び掛けに応じて、被災地へ会員を派遣し、口腔ケア等

の活動に携わった 

・賛助会員の企業にお願いし、被災地へ歯ブラシ600本を運搬した 

133 日本口腔外科学会 ○日本歯科医師会からの依頼に応じて、被災地への派遣・支援可能な関連医

療機関の歯科医師（口腔外科医）取りまとめ、支援要請に応えた。 

○被災地における関連医療機関の被災状況及び医療提供における障害の状況

を調査し、その一方で、本学会の評議員を介して、患者の受け入れを含めた

被災地への支援が可能な関連医療機関の情報を調査し、その情報を被災地の

関連医療機関に提供した。 

○日本歯科医学会を介した地元警察からの要請に応えて、ご遺体の身元確認

にための支援が可能な歯科医師（口腔外科医）を取りまとめ、支援に対応し

た。 

○大韓口腔顎顔面外科学会、国際口腔顎顔面外科学会、本学会の連名で、被

災者の医療支援のため、被災３県の歯科医師会に対し義援金を拠出した。 

134 日本考古学協会 （１）提言・声明 

①会長声明：2011年7月12日「東日本大震災復興事業に伴う文化財の保存・調

査に望む」 

②総会決議2012年5月26日「福島県の原発事故被害区域に所在する文化財の保

全に関する決議」：対策要望書として国・県の関係機関に送付するとともに、

関係学協会に通知した。 

→ http://archaeology.jp/maibun/nikokyo2012-15.htm 

（２）調査研究等 

①学会内に「東日本大震災対策特別委員会」を設置して（2011年3月26日理事

会で準備会設置、5月28日総会で特別委設置）、被災埋蔵文化財の実態把握、
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復興事業にかかる埋蔵文化財調査の体制等実情調査や意見交換を行ってい

る。 

②上記特別委で、岩手・宮城・福島・茨城各県沿岸部46市町村を対象に、復

興事業に伴う埋蔵文化財の発掘調査に関するアンケー調査を実施（回答35市

町村）。 

③報告会等： 2011年5月29日「緊急報告会：東日本大震災に直面して―被災

地からの報告及び阪神淡路大震災に学ぶ―」、2012年5月27日「東日本大震災

から1年―文化財の被災と復興に向けて―」を開催。 

（３）支援活動 

2011年度に学会として募金活動を行い、文化財レスキュー活動を行っている

団体に寄付を行った。 

135 日本口臭学会  

136 日本公衆衛生学会 震災直後から本学会として支援出来ることを検討し、５月２５日に行動方針

についてHPに発表した。実際に現地に行き支援することは個々の所属する組

織に委ね、本学会として、東日本大震災基金を設立し、復興支援の公衆衛生

活動8件に助成した。 

137 日本行動計量学会 特別企画シンポジウム 

テーマ：『災害報道と行動計量学』 

・ 後 援：岡山県，岡山市教育委員会 

・ 日 時：9月13日（火） 15:30～17:45 

・ 場 所：理大ホール（25号館（会場棟）8階） 

・ 趣 旨：この度の東日本大震災について，私どもの学会には，災害研究や

災害報道の研究者も少なく，直ちに被災者の方々に役立つ情報提供や，研究

成果の提供・活用は，ほとんどで 

きませんでした。 

このような状況のなかで今回，第39回大会において，災害研究の一部分では

ありますが，重要な「災害報道」を取り上げ，実際にどのように報道が行な

われ，それが被災地の方々にどのように役立ち，または役に立たなかったか，

そして，それはなぜかを考えるシンポジウムを企画しました。 

このシンポジウムをとおして，今後，私たちはどのような研究をしていくべ

きか，考えて見たいと思います。本シンポジウムでは，災害研究の専門家や，

報道やメディアに携わる方々，メディア研究者の皆さんのご意見を伺いなが

ら，真に被災者に役立つ研究はどうあるべきか，真に役立つ報道は如何にあ

るべきかなど，ご一緒に考えてみたいと思います。 

138 日本行動療法学会 日本行動療法学会は2010年3月20日の段階で、今震災は規模が著しく大きく、

一学会として役割を果たすと言うより、大きな組織の中で役割を果たしてい

くのが有効と考えられること、また本学会の会員は複数の職種にまたがって
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おり、特に医師、看護師、心理師は学会外からの派遣がなされると考えられ、

それがよりスムーズに行われるよう、学会では対応するということを申し合

わせた。実際、医師に関しては、すでに被災地に入るスケジュールがたって

いるものもあった。心理に関しては、3月21日より日本心理臨床学会が中心と

なって発足した東日本大震災心理支援センターに参加し、被災地に入って段

階で、専門家として期待される機能するのは勿論、必要ならば当地における

手伝い、あるいは子どもや高齢者への遊び相手などの対応をすることを含め

て、役割を果たすことにした。実際支援センターより、行動療法学会の会員

がより役割を果たしやすい、被災地での障がい児への対応などで要請が強く、

被災地に入った会員も多く、学会として対応を行った。 

139 日本語教育学会 （社）日本語教育学会は、震災後まず在住外国人向けに当学会ホームページ

上で震災関連情報の提供を実施し、4月には提言活動として学術会議への意見

提出を行いました。また2011年8月に中国天津市で開催された2011年世界日本

語教育研究大会において、「日本語教育グローバルネットワーク」加盟学協

会と共同して「東日本大震災に関する日本語教育グローバルネットワークの

共同声明」を発表し、ワークショップ「東日本大震災後の日本語教育を考え

る」を実施しました。 

2011年11月には多文化関連4学会連携シンポジウムの一環として、講演「時代

の変革を担う社会起業家の育成～被災地での新たな担い手育成～」を実施し

ました。 

その他被災地の復興に寄与することを目的として募金活動を行い、集まった

義援金を被災地域の日本語教育関係機関・団体に贈っています。 

140 日本国際地域開発学会 2012年度春大会にて「災害復興と地域開発」のテーマでシンポジュームを開

催した。 

141 日本国際地図学会 ①ある企業会員から無償で提供された「復興支援地図」を2011年の定期大会

時に販売し，その売り上げを義援金とした。 

②2011年の定期大会において，東日本大震災に関係するテーマのシンポジウ

ムを２件，特別セッション１件，見学会１件を実施した。 

③地図学に関係の深い機関（国土地理院など）や法人・企業会員の東日本大

震災関連ウェブサイトを学会のホームページで紹介した。 

142 日本古生物学会 2011年4月2日に開催された常務委員会で、被災地域に居住する会員の安否確

認、学会に関係する機関、組織の被害状況の情報収集を開始し、2011年6月6

日に「被災博物館等レスキュー委員会」の設置を発足させ、日本学術会議で

開催された「緊急集会：被災した自然史標本と博物館の復旧・復興にむけて

－学術コミュニティは何をすべきか？」を後援した。2011年10月4日から7日

まで、岩手県陸前高田市立博物館の標本の洗浄、除菌、同定、分類などの作

業を支援した(間嶋, 2012)。また、宮城県南三陸町の魚竜館に展示されてい

た魚竜化石レプリカ2点の修復費用の一部（473,820円）を援助した。陸前高
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田市立博物館の化石標本の台帳は損失してしまったため、2012年6月以降、腕

足動物化石など分類群ごとに専門家を派遣し、標本の同定、分類、標本デー

タベースの作成等の支援を行っている。 

143 日本子ども社会学会  

144 日本コミュニケーション障

害学会 

当学会の支援は、基本的に、コミュニケーション障害をもつ人にかかわる専

門職（主に言語聴覚士）を対象とした。 

震災直後に常任理事会内に震災支援ワーキングチーム（以下、支援ＷＴ）を

立ち上げ、先ず学会員の安否確認を行なった。その後、5月に開催された第37

回学術講演会・定期総会において、被災地会員と支援ＷＴ、役員による意見

交流会をもった。学術講演会の会場内に被災地の主に言語聴覚士に関わる現

場の状況報告を展示した。一部会員の自主的活動として、知的障害や発達障

害児・者のコミュニケーション支援のための災害時におけるコミュニケーシ

ョ ン ボ ー ド 作 成 に 資 金 助 成 し た 。 学 会 ホ ー ム ペ ー ジ 内

（http://www.jacd-web.org/）に言語・聴覚障害の臨床・研究に必要な物品

の提供情報サイトを構築した。今年度は、例年開催する学術講習会を被災地

（宮城県、福島県）で開催する。被災地会員の参加費は低価格に設定し、研

修・研究活動を支援する予定である。 

145 日本サーモロジー学会  

146 日本災害看護学会 ・2011年3月15日に、日本看護系大学協議会・日本看護系学会協議会・WHO災

害看護協力センター（兵庫県立大学地域ケア開発研究所）・日本災害看護学

会の各組織が集まり、お互いの活動に関してTV会議を通して共有を行い、以

後継続している。 

・日本災害看護学会第13回学術集会（2011年開催）にて、東日本大震災時に

おける災害医療、災害看護活動について学会企画として3セッション、学術集

会企画として3セッションを企画実施した。 

・日本災害看護学会第14回学術集会（2012年開催）にて、東日本大震災時に

おける災害医療、災害看護活動について学会企画として3セッション、学術集

会企画として11セッションを企画実施した。 

・看護支援活動などに対する募金活動を日本国内外に対して開始し、継続し

ている。 

・世界災害看護学会第2回学術集会が2012年8月に開催され、東日本大震災に

おける日本の看護職の活動に関するセッションを共同で企画・実施した。演

者の一人は、日本災害看護学会が2011年3月11日より被災地に派遣し、情報収

集を行った活動に関して報告を行った。 

・東日本大震災発生時には、宮城県、福島県に3月12日～17日に先遣隊4名を

派遣し、による福島、宮城の被害状況調査を実施し、健康問題、看護ニーズ

の把握を行った。引き続き、平成23年3月17日～23日、4月、5月、7月に岩手
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県を含む被災地での1か月半、2か月後の継続調査、4か月半のフォロー調査を

実施した。その結果を受けて本学会員および国内外の学術団体による寄付に

より東日本大震災プロジェクトを立ち上げ指名理事を選出し、被災地での支

援事業を展開した。支援内容は 

１）仮設住宅で暮らす高齢者の健康支援・交流支援、２）健康相談会 ３） 

看護職対象の語りの場の開催 ４）放射線による健康被害について看護職へ

の知識提供 ５）被災地域の健康情報集積と健康問題明確化への支援６）災

害急性期における看護支援への調査、分析の６つについて平成23年度から継

続して展開している。 

・2012年11月17日に開催される「南三陸町復興支援プロジェクト：健康と復

興まちづくりを考えるシンポジウム」を共催している。 

147 日本財政法学会 提言活動：2011年5月28日の学会（会場：同志社大学）において、緊急報告と

して甲斐素直会員から「震災対策と財政法」と題する報告を頂いた。成果は、

学会誌である財政法叢書第28号『財政憲法の再検討』に掲載。 

研究活動：2012年3月17日に開催された学会（会場：東京慈恵会医科大学）に

おいて、シンポジウムの統一テーマとして「東日本大震災後の財源調達と法

の諸相」を取り上げた。報告は、五十嵐敬喜会員（法政大学）「東日本大震

災＝計画、組織、財源の論点」、近藤俊之会員（参議院調査室）「震災復興

をめぐる国会論議の整理・分析」、諸坂佐利会員（神奈川大学）「震災復興

と行政法学―原発賠償の財源調達問題を中心として」、片桐直人会員（近畿

大学）「復興財源をめぐる諸問題」の4報告である。成果は、学会誌である財

政法叢書第29号『東日本大震災後の財源調達と法の諸相』に掲載。 

148 日本材料強度学会 特になし。 

149 日本作物学会 2011年4月22日に日本作物学会ホームページで「東日本大震災からの復旧・復

興に向けて：日本作物学会よりの提案」を発表した．本学会では多くの会員

が東日本大震災震災後の農業生産の復旧にそれぞれの立場で尽力している． 

具体的な調査・研究活動は、地震・津波による農業被害の調査、水稲の塩害

の生理機構とその対策、水稲の移植晩限と遅植化に伴う減収率の推定、さら

に、米と大豆加工品の放射性セシウム濃度の推定と希釈や放射性セシウムの

イネへの移行、放射性物質に汚染された表層土壌の埋却に関する調査解析な

どである．農業被害の実態調査に加え、塩害や放射性セシウムに対する作物

の反応などの基礎的なデータの収集とそれらの被害軽減技術の開発に関する

研究を行なっている． 

これらの活動は学会ホームページで広く紹介するとともに、講演会や研究集

会，公開シンポジウムを開催し、情報提供を行なっている． 

150 日本雑草学会 平成23年9月4日に東京浜離宮朝日ホールで開催された日本雑草学会創立50周

年記念公開シンポジウムにおいて、「放射性物質に汚染された農地に生育す
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る雑草をどのようにとらえるか」といった題目で、震災関連の話題提供を行

なった。これを契機に、平成23年10月30日に、委員４名とアドバイザー8名か

ら構成される「震災復興研究部会」を学会内に創設し、1) 津波被害地の雑草

調査と復興状況、2) 耐塩性雑草の生態と防除に関する分献上の整理、3） 耐

塩性雑草の生態と防除に関する情報公開を平成24年度の主な活動内容とし

て、取り組むこととした。 

平成24年11月までに、「コウキヤガラ」および「雑草ヒエ」に関する文献整

理を終え、Web上で情報を発信した。また、復興委員が平成24年10月13日に東

京大学弥生講堂で開催された平成24年度日本農学会シンポジウムにおいて、

「津波被災農地の雑草植生と復旧に向けた植生管理」について講演した。 

151 日本産業衛生学会 提言と情報発信は次の事柄である。“東日本大震災による福島第一原子力発

電所事故における作業者の放射線健康管理について”の学会声明を2011年5

月1日に発表した。“東日本大震災に関連した作業における労働者の熱中症予

防対策について”を6月23日に発表した。“電離放射線の過剰発がん生涯リス

クと対応する線量レベルの評価値”を2012年5月30日に提案した。 

また“東北地方太平洋沖地震・東日本大震災への対応について”と題するホ

ームページを3月17日に開設し情報を逐次更新しつつ発信した。 

調査・研究活動としては、7月9日に非常設委員会「震災関連石綿・粉じん等

対策委員会」を設置し、これらの課題について調査及び情報の集約を行い、

整理するとともに現地において活動する諸組織と連携して提言をまとめる作

業を行っている。 

第84回日本産業衛生学会（5月18日～20日）は、大災害後の救援、復旧・復興

活動を行っている最中であることを踏まえ、“災害時の産業保健”をテーマ

とする緊急企画／市民公開講座を追加し、注意喚起を行った。 

152 日本産業技術教育学会 本学会が主体となって行った活動はありません。 

153 日本蚕糸学会 学会として組織的に行なった活動は特にはありません。 

154 日本産科婦人科学会 1)本学会がとった行動  

(1)医会と協力しての情報収集  

(2)被災地への人的支援（産婦人科医師の派遣） 

1)石巻地区 2)宮古地区 3)気仙沼地区 

(3)国民へ向けての情報発信（学会ホームページに掲載） 

1)産婦人科医療関係について 2)放射線の母体、胎児への影響について。

食品摂取を含めた対策について 

2)東日本大震災に関して、本学会が実施している、又は、今後実施する予定

の学術調査 

(1)妊産婦・褥婦の健康（精神面も含む）に対するアンケート調査 

(2)地域の分娩数・産婦人科医療への影響に関する調査 
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(3)福島県の妊娠可能年齢女性に対する健康調査 

155 日本ジェネリック医薬品学

会 

ジェネリック医薬品企業に対して医薬品の無償提供の呼びかけ、弊会にて調

達したトラックで、医薬品の収集、被災地への搬送をおこなった。（宮城県、

福島県に対し、合計１０ｔの医薬品を搬送） 

156 日本視覚学会 とくにありません。 

157 日本歯学系学会協議会 なし 

158 日本歯科審美学会 (1)日本歯科匿学会からの東日本大震災におけるご遺体の身元確認への派遣

要請に基づき、会員歯科医師の登録を行った。 

(2)日本歯科医学会から被災地への歯科医師等の歯科医療従事者の派遣につ

いて依頼があり、派遣可能な内容について回答した。 

(3)学会誌「歯科審美」を送付の際に、被災地域の会員に冊子の送付が可能な

状態か調査を行った。 

(4)日本歯科医学会の依頼により、歯科救援活動のための義援金10万円を送っ

た。 

(5)日本赤十字社を通じて被災者へ義援金10万円を送った。 

(6)認定審議会より認定医・認定士宛てに、被災された場合には、被災状況を

お知らせいただくようご案内した。 

159 日本歯科麻酔学会 基本的に学会独自の活動ではなく、日本歯科医学会専門分科会として日本歯

科医学会を通じて活動を行った 

(1)日本歯科医学会を通じて 10 万円の義援金を拠出 

(2)日本歯科医学会を通じてご遺体確認作業協力可能会員情報の提供 

(3)日本歯科医学会を通じて被災地への歯科医師等の歯科医療従事者の派遣

について協力可能会員情報の提供 

160 日本歯科理工学会 日本歯科医師会（日本歯科医学会経由）より要請のあったご遺体の身元確認

への派遣について協力を行った。 

161 日本歯周病学会 １）弊学会ホームページにお見舞い文を掲載 

２）日本歯科医学会からの歯科救援活動の義援金へ緊急対応として100万円送

金 

３）朝日新聞全国版平成23年6月11日号に『「ストレスと歯周病」～健康のた

めの口腔ケア～』を掲載 

４）上記３）を学会誌53巻3号、およびホームページに掲載 

５）日本赤十字社への東日本大震災義援金として1,259,669円送金 

162 日本地震学会 東北地方太平洋沖地震の発生を契機として、地震学会として今後どう行動す

べきか、を検討するための臨時委員会が創設され、特別シンポジウム「地震

学の今を問う－東北地方太平洋沖地震の発生を受けて－」、ユニオンセッシ

ョン「地震学への提言」等を開催した。また、これら発表内容に加え、さら

なる意見を会員から募集し、意見集日本地震学会モノグラフ「地震学の今を



 74 

問う」を刊行した。理事会では、これらの提言や意見等に対応するべく、「日

本地震学会の改革に向けて：行動計画」を策定し、2012年10月に発表した。 

秋季大会、及び連合大会では、この地震に関する特別セッション及びユニオ

ンセッション「地震・火山噴火の科学的予測と防災情報の現状と課題」を実

施した。また、「東日本大震災に学び東海地震に備える」「北海道の将来の

地震・津波に備えて～東日本大震災の教訓に学ぶ」をテーマとした一般公開

セミナーを開催した。教員免許状更新講習を兼ね、教員サマースクールを被

災地で実施した。 

その他、学会誌「地震」では東北地方太平洋沖地震に関する特集号を組み、

広報紙「なゐふる」、学会情報誌「ニュースレター」では特集ページを掲載

した。また、欧文学術誌「Earth、 Planets and Space」では緊急特集号を発

行した。 

また、日本学術会議や日本地球惑星科連合、他学会と連携して災害の全容把

握や社会への提言等をまとめた他、シンポジウムを実施した。 

163 日本地震工学会 2012年5月24日に，提言「地震被害の軽減と復興に向けた提言」－東日本大震

災を受けて－を公表している。 

2012年3月3・4日に，日本地震工学会，日本建築学会，土木学会，地盤工学会，

日本機械学会，日本地震学会の6学会主催で「東日本大震災国際シンポジウム」

を開催し，海外の研究者に向けた情報発信を行った。 

日本地震工学会、日本建築学会、土木学会、地盤工学会、日本機械学会、日

本都市計画学会、日本原子力学会の８学会が協力して東日本大震災合同震災

報告書の作成を行っている。 

本学会機関誌である日本地震工学会誌No.15（2011年10月），16（2012年3月）

17（2012年7月）で東日本大震災特集号を発行している。 

本学会の学術論文集である日本地震工学会論文集第12巻，第4号（2012年9月）

で特集号「東日本大震災」その１を発行しており，引き続きその２を発行す

る予定である。 

東日本大震災の際に電力施設で観測された強震記録の頒布を行っている。 

東日本大震災を契機として以下の３研究委員会を設置し活動を行っている。 

・東日本大震災によるライフライン被害データベース検討委員会 

・津波等の突発大災害からの避難の課題と対策に関する研究委員会 

・原子力安全のための耐津波工学の体系化に関する調査委員会 

164 日本実験動物学会 １．学会としての組織的な活動ではないが、震災発生直後に、被災地の大学

や研究機関における実験動物の状況に関する情報収集と会員への提供を通じ

て、実験動物の生命維持、飼育困難となった実験動物の維持保存について協

力を要請した。これに応じて、大学、研究機関、研究者が被災地の実験動物

の生命維持、系統保存に協力した。 

２．実験動物施設の危機管理、実験動物に関連する震災被害の状況や対応に
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ついてシンポジウム、講演会等を実施した。 

３．被災地の実験動物施設の被害状況や対応について、学会誌に総説を掲載

した。 

165 日本児童青年精神医学会 １）初期活動 

①厚生労働省精神・障害保健課と連携し、都道府県の支援グループの中に児

童精神科医が含まれている場合には特記するシステムを構築した。 

②全国児童青年精神科医療施設協議会と連携し、児童の入院患者受け入れ可

能病床数を調査し情報提供した。 

２）リーフレット等の作成 

以下のようなリーフレット等を作成し、当学会HP、日本精神神経学会HP、国

立精神・神経医療研究センターHPなどにアップされた。  

①「保護者向けリーフレット」、 ②「子どものこころケアの手引き（急性期

編）」、 ③「子どものこころケアの手引き（中長期編）」、④「教師向けリ

ーフレット」 

３） 内閣府「ほっと安心手帳」作成への協力 

４）中長期の医師派遣活動 

厚生労働省精神・障害保健課と連携し、要請のあった被災地へ児童精神科医

の派遣を行なった（現在も継続中）。 

①岩手県釜石地区（H23.8月～H24.3月）：延べ15名 

②宮城県仙台市（H23.8月～H25.3月予定）：延べ32名 

③福島県各地区（H23.11月～H25.3月予定）：延べ43名 

166 日本歯内療法学会 １）日本歯科医学会を通じて10万円の義援金を拠出 

２）日本歯科医学会を通じてご遺体確認作業協力可能会員情報の提供 

３）日本歯科医学会を通じて被災地へ歯科医師等の歯科医療従事者の派遣に

ついて協力可能会員情報の提供 

167 日本視能訓練士協会 当協会は眼科分野の技術者による団体であるため、公益社団法人日本眼科医

会及び財団法人日本眼科学会が企画した眼科分野の災害対策本部に参画し、

眼科分野全体で行う被災地復興支援活動に協力した。特に宮城県では、慶応

大学病院が米国から借りた眼科診療専用バスでの避難所巡回診療に参加して

被災者の眼科検診を行うとともに、震災後に新たに建設された女川地域医療

センターにボランティア視能訓練士を派遣し、眼科診療の再開に向け、病院

看護師等に検査技術を指導する等の技術提携による協力を行った。 

義援金については、震災発生直後に日本赤十字社へ寄付金を送り、その後は

当協会が主催する講演会・研修会・生涯教育事業、学会等に募金活動を行い、

集まった義援金を上述する眼科分野の災害対策本部が設置する義援金口座に

寄付した。 

調査活動としては、震災に関連したシンポジウムを当協会学術集会である日

本視能矯正学会（第52回）に行い、直接被災した4県在住のシンポジストに地
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震発生直後の対応とその後の対応及び今後に向けた提言などを講演いただ

き、学術誌に記録した。 

また、今後の災害に備えるべく、平成23年度から協会事業に災害支援事業を

加え、支援事業に関する予算を確保することになった。 

168 日本社会学会 日本社会学会は、組織的に、また、多くの研究者グループや会員が個別に、

研究・支援活動を繰り広げている。学会の Webサイトに「東日本大震災関連

ページ」を設け、研究活動委員会は「震災情報連絡会」（7回）を開催し、200

名以上の会員は「日本社会学会東日本大震災メーリングリスト」で活発に情

報交換している。日本学術会議社会学委員会の各分科会と連携してシンポジ

ウムを開催しているほか、地域社会学会、日本都市社会学会、環境社会学会

と連携し、被災地のエクスカーションを組み込んだ合同研究・交流集会を企

画・開催している（4回）。会員が関与する研究・支援活動は、「調査研究（被

災地での聞き取り調査中心；大規模全国調査 3件）」72件、「ヒアリング・現

地訪問調査」31件、「資料収集研究活動」5件、「シンポジウム・報告会開催」

81件、「研究成果公表（講演・論文・図書）」117件、「支援活動（大学等組織

的なもの）」10件（2012年末）。 

169 日本獣医学会  

170 日本18世紀学会 特になし 

171 日本手話学会 学会ホームページにろう者（聴覚障害者）向けの情報交換ページを設け、ろ

う学校などの安否確認などに活用していただいた。 

172 日本循環器学会 １. 心臓大血管手術、PCI、補助循環を必要とする重症心不全、肺塞栓症、透

析などの患者の受け入れの可否、およびCCU の受け入れ状況、さらに循環器

内科医派遣の可否などの情報を網羅した、後方支援病院のリストを作成し、

応需情報の全国マップの形で循環器学会ホームページに掲載 

２. ボランティア医師会員による診療援助のためドクターバンクを設立し、

日本心血管インターベンション治療学会と連携し、6月より岩手県立大船渡病

院と宮古市国民健康保険田老診療所の２施設に医師派遣を行った（6月から開

始された背景は、日本赤十字社や大学病院などから多くの支援医師が既に被

災地に赴いていることもあってか、5月末までに被災地から日本循環器学会震

災対策室に対する医師派遣の依頼はなかったためである）。9月11 日までに、

のべ１５名のボランティア医師に診療支援を行っていただいた。 

一方、5月19日に新たに岩手県より正式の支援医師派遣依頼が届き、１名の医

師に10月2日より５週間、岩手県立釜石病院で診療支援に当たっていただい

た。 

３. 循環器疾患増加予防のための広報活動として以下活動を行った。 

（1）災害医療に役立つリンク情報の提供 

（2）循環器学会独自で作成し、ML で発信および学会HP に掲載した広報 
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１） 被災者を対象とした心臓病予防啓発ポスター 

２） 被災地で診療にあたる医師向けのたこつぼ心筋症・肺血栓塞栓症・循環

器関連疾患などの情報を作成 

３） 被災地、避難所の被災者の患者情報把握のための問診用書類「初めて会

う医師や看護師に伝えたい健康の基本情報」を作成。 

４） 被災地、避難所の被災者の患者での循環器疾患対応のための循環器疾患

のチェックリスト「被災地用循環器診療録」を作成。 

５） "津波・地震において自分、家族、同僚、地域の健康を守るヒント集"

の作成を北里大学公衆衛生和田幸治先生に依頼し、作成。 

（3）被災地域および避難所で診療にあたる医師のための循環器疾患問い合わ

せ窓口設置 

１） ホットライン電話 

２） インターネット（メール相談） 

（4）マスコミへの情報発信の依頼 

たこつぼ心筋症、エコノミークラス症候群（上記）についてNHK および民放

（日本テレビ）に連絡し、啓発の放送をするよう依頼。 

（5）調査の依頼 

たこつぼ、エコノミークラス症候群について実態把握のための発生状況報告

を日本循環器学会および日本心臓病学会評議員のML で依頼。 

４．循環器学会本体からの義援金として、東北支部へ1,000 万円をお渡しし、

支部にて必要に応じた配布をしていただいた。 

配布先：東北大学、岩手医科大学、福島県立医科大学、弘前大学、筑波大学、

秋田  大学、山形大学、自治医科大学、自治医科大学さいたま医療センタ

ー、獨協医科大学、千葉大学、群馬大学（計12 大学・施設） 

５. 循環器学会の呼びかけで義援金を募集した。 

募金総額：3,347,173 円利息：144 円 

総計3,347,317 円を、2011 年11 月29 日付で全額、日本赤十字社に寄付済み。 

173 日本障害者歯科学会 1.地震発生と同時に当学会の地域医療委員会の被災地3県の委員を通して会

員の状況と周辺状況の情報収集を行った． 

2.緊急救援物資の輸送について対策を練り，特に口腔衛生関係の物資の提供

を会員に求めた． 

3.会員に対してホームページ等で義援金の案内を行い，3件の社会福祉協議会

等を通して提供した． 

4.各大学の障害者歯科学講座から現地へ救援に向かい，歯科医療活動を行っ

た． 

5.学術大会において，震災への救援活動の報告やシンポジウムを開催した． 

174 日本消化器外科学会 2011年3月18日，東北地方太平洋沖地震対策本部及び厚生労働省に要望書（「被

災地域への医薬品，診療材料などの迅速な搬送の要望」）を提出した． 
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また同日，会員及び市民向けに情報提供用webpageを公開し，会員には同報メ

ールでも周知した．当事者が迅速に行動できるように勘案し，学会で情報や

支援を取りまとめるのではなく関係機関と連絡をとりながら有用と思われる

情報（病院被災状況・支援状況，患者受入状況，JMAT等）のリンクを例示し，

情報の拡散及び記録を鑑み，Twitter，Evernoteのシェアボタンを加えたうえ

で公開した．なお，義援金・物資支援に関しては，日本赤十字社，ゆうちょ

銀行などの各種決済方法（銀行振込，クレジットカード，コンビニエンスス

トア，Pay-easy），NHK放送局の窓口，通信販売サービスの窓口（Apple iTunes 

Store，Amazon）など，直接迅速に支援できる方法の情報を掲載した．海外と

の連携については，American College of Surgeonsへのリンク（Information 

on Japanese Earthquake/ Tsunami），Inside Fukushima Medical University

へのリンク（What is happening in the midst of disaster?）を加えた．        

175 日本商業学会 震災後の2011年12月に開催した、日本商業学会 第2回全国研究報告会にて、

「ロジスティクスの視点から見た震災対応」と題した研究報告を実施した。 

176 日本小児科学会 小児科学会内に東日本大震災対策委員会を組織し、被災した３県の大学病院

小児科と連絡をとりつつ以下の活動を行った。１）被災地への医療援助物資

（薬品、ミルク、おむつなど）を配送した。２）急性期における被災した地

域からの患者の受け入れと移送した。３）急性期には小児救急医学会から被

災地に医師を派遣した。また亜急性期から慢性期において、被災地域である

大船渡市／陸前高田市（５月の連休後から翌年の３月末まで）といわき市（５

月の連休後から１０月末まで）に小児科医を定期的に派遣し、常勤医師のバ

ックアップと仮設診療所での診療業務を行った。４）放射線被曝に関する啓

発を目的として、様々な情報をホームページ上に発信し、また講演活動を行

った。５）被災した地域における小児のＡＳＤ、ＰＴＳＤに関する講演活動

を行った。６）被災地における小児保健事業として、厚生労働省と連携しな

がら様々な情報発信を行い、またロタウイルスワクチンの接種を行った。 

177 日本小児耳鼻咽喉科学会 なし 

178 日本小児神経学会 気仙沼プロジェクトとして以下の活動を行っております。 

気仙沼市地域において、地域の方々と一緒に、子どもの育ちを支える支援や

保健・医療・教育・家族等と連携して、子どもの育ちを支えていくことをめ

ざす目的で、小児神経科医による発達支援に関する研修、保健師への技術的

な支援、学校教員への助言や個別相談等、発達障害のある子どもの家族支援、

各種の学習会、などの活動を行っています。 

活動場所は、気仙沼市立本吉病院 敷地内トレーラーハウス、気仙沼市役所

本吉総合支所 保健福祉課、気仙沼向洋高校など、気仙沼市地域の幼稚園・

保育所および諸学校 

実際には、毎月2～3人の小児神経科医やその他の学会員が現地に赴き、本吉
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病院、本吉総合支所 保健師、気仙沼支援学校地域コーデイネーター、気仙

沼向洋高校養護教諭などを窓口に、子育て相談や学校での生徒対応の相談会

などを行っています。昨年12月から開始し、来年度も続行の予定です。 

179 日本小児神経外科学会 施行せず 

180 日本小児腎臓病学会 日本小児腎臓病学会としては小児の透析患者が最も問題で、全国で管理でき

る施設も限られるため、その状況把握と対処を優先的にすすめた。ただし、

被災地での小児透析患者は少なく、すべて対応可能であることが3月19日には

分かった。また小児での外傷後急性腎不全（横紋筋融解症）も無く経過した。

その他小児腎臓病の重症者や慢性疾患で困っている事がないかも把握した

が、問題となる事は無かったので、被災地からの受け入れなどは行っていな

い。 

主な活動 

3月18日日本腎臓学会危機管理ネットワークのメーリングリストで小児透析

患者の受け入れを当学会として用意できることを表明した。 

3月１9日当会全評議員にメーリングリストで小児腎臓病患者特に透析患者の

被災状況を確認。この時点で新たな透析を必要とする患者や被災地から受け

入れを必要とする患者は小児では無いことを確認。また緊急時の受け入れ可

能施設を調査した。 

3月29日小児科学会より各分科会の患者受け入れ状況の調査があり、腹膜透

析、血液透析、腎移植後、その他の小児腎臓病疾患にわけて調査し、受け入

れ病院70施設名、受け入れ担当者及び受け入れ患者の疾患の種類、受け入れ

可能患者数を31日に小児科学会に報告した。 

4月15日日本腎臓財団より被災地の透析患者のための他の11学会や団体と共

同で義援金への参加要望があり、当学会として理事会に賛同を得た上、全会

員に募集した。 

その他各都道府県などの地域で日本透析医会、日本透析医学会、日本腹膜透

析学会、日本小児科学会などの調査や支援体制などに対して協力した。 

なお分科会の日本小児PD・HD研究会としては、地震翌日に、東北地区の症例

が多い東北大の担当医に連絡を取った。また、患者数が少ないため、各主治

医が担当患者と連絡を取り合った。 

5月に小児腎臓病医の東北各県の代表者に経過を教えていただき、9月の小児

PD・HD研究会で東北全県の全症例の対応について、事務局からの報告として

会員に実際の対応と問題点、今後の課題について報告した。 

181 日本商品学会 学会員個人のレベルで調査・研究活動を行っている 

182 日本食育学会 1.災害支援冊子「災害時でも健康的な食生活を」の発行（2万部無料配布） 

災害時に役立つ指南書として、災害発生時から、ライフラインが復興するま

での各過程で健康的な食生活を送るためのポイントを、幼児や高齢者など年
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代ごとのアドバイスを交えて紹介。 

2.シンポジウム2011「３．１１後の日本の食と農を考える」の開催 

2011年11月3日（木祝）東京農業大学百周年記念講堂にて。 

基調講演：放射能と食の安全を考える 北村 行孝（東京農業大学 教授）  

実践的提言：大災害に対する私達の取り組み 

小学生の『生き抜く力』と食 森康江（ベネッセコーポレーション小学生商

品開発部 料理＆食育講座「クッキング★クラブ」編集長） 

「お金の世界」より「いのちの世界」へ 菅野典雄（飯舘村役場 村長） 

チェルノブイリの経験に学ぶ放射能汚染から身を守る食生活のあり方 桑守

豊美（仁愛大学 准教授） 

パネルディスカッション：安全社会を目指すために 

司会 小出五郎（科学ジャーナリスト・元NHK解説委員）  

迫和子（日本栄養士会専務理事） 結城登美雄（宮城県 民俗研究家）坂本

廣子（農林水産技術会議委員 相愛大学客員教授） 三輪睿太郎（農林水産

技術会議会長、東京農業大学総合研究所教授）  

183 日本職業・災害医学会 ①会誌による会員の協力要請 

②学術大会での調査・活動報告 

184 日本食品衛生学会 ・平成23年5月28日 緊急シンポジウム「食品の放射性物質汚染とその対応」

を実施。食品中の放射性物質の暫定規制値及び検出状況、放射性物質に係わ

る輸出証明や放射性物質の健康影響等について講演。 

・平成24年5月10日 第103回学術講演会において特別シンポジウム「食と放

射能を考える」を実施。食品中の放射性物質の基準について、放射性セシウ

ムの土壌等から農作物への移行、食品中の放射性物質調査の方法、販売・流

通からみた現状、食品中の放射性物質検査の実際について講演。 

・食品中の放射性物質関連の論文を募集し、特集号を準備。（平成25年4月発

行の食品衛生雑誌第54巻第2号に掲載予定） 

185 日本食品工学会 ①2011年6月の国際食品工業展会場において開催しました海外研究者との交

流・情報交換会（ランチョンミーティング）にて，会員から，農研機構食品

総合研究所主催で2011年4月18日に開催されました緊急シンポジウム「放射性

物質の食品影響と今後の対応」の内容について10分程度のプレゼンが行われ

ました．食品総合研究所の緊急シンポジウムには1049名の参加があり、小林

泰彦氏（日本原子力研究開発機構）と 滝澤行雄氏（秋田大）の講演、パネル

ディスカッションが行われたことが報告されました。最後に、放射線の食品

影響について食品総合研究所の対応及び今後の研究方針について紹介があり

ました．また，米国の参加者からは，アトランタの学生が中心になって企画・

実施された東日本大震災被災者のための、「Love, Hope, Life」募金キャン

ペーンについての紹介がありました． 

②2011年11月に開催しました弊会秋季見学会・講演会において，会員により
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下記講演が行われました． 

「放射性物質の食品への影響に関連する食総研の取り組み」 

農研機構食品総合研究所 放射性物質影響ワーキンググループ 

③2012年8月開催の弊会第１３回年次大会において，「非常時を含む食料供

給・調達の安定化と安全性の確保」と題したシンポジウムを開催し，下記5

題の講演が行われました． 

東日本大震災から得た食料供給体制の課題 

池戸重信（宮城県産業技術総合センター） 

食の安全性と安定供給はトレードオフなのか? 

加地祥文（厚労省小樽検疫所） 

東日本大震災と食品生産・低温物流－（株）ニチレイの経験から－ 

河合義雄（(株)ニチレイ） 

北海道における食品の安全性確保と食料備蓄 

関 俊一（北海道農政部） 

放射性セシウムの基準値はどのようにきめられたのか？－仕組みと経緯，暫

定規制値と新基準値－ 

大谷敏郎（(独)農研機構食総研） 

186 日本食品微生物学会 学会ホームページ、学会誌上でのお見舞いのみ。 

187 日本植物細胞分子生物学会 学会員や関係者の安否確認などに活用できる掲示板を設置した． 

大学・研究機関などによる支援（被災した研究室に対する緊急共同利用・被

災した大学院生の受け入れなど）などの情報を会員に伝達した． 

188 日本女性科学者の会 1. 講演会の開催：2012年1月22日(日) 日本女性科学者の会 新春懇談会（市

ヶ谷）にて「東北地方の震災復興」をテーマに講演会を開催した。目的は、

現場のニーズを知ることと、今後ワーキンググループ等を立ち上げ具体的な

支援内容の素案を構築する準備段階として、議論するためである。東北地方

の3名の会員を含む講演内容を要約する。鈴木益子会員は、自立できるような

支援を考える事が大事なポイントであると共に、「震災を忘れない」とのメ

ッセージが発せられた。大隅典子会員は、東北大学における当時の被害状況

の紹介と、その後の復興・支援が進められて大学が平常状態に回復する一方

で、支援を受ける側の葛藤があること、それを乗り越えて共に研究・勉学す

る仲間の様子について紹介頂いた。荒谷美智会員は、原子核科学の立場から

六ヶ所村における復興の考え方と、再処理工場の役割について講演いただい

た。NPO法人 あいんしゅたいん・宇野賀津子先生は、低線量放射線について

の科学データ・論文等を自ら検証し発信し続けると共に、日本学術振興会の

招聘により福島県白河市にて市民への放射線についての正しい知識の習得を

目的とする講演活動を続けておられる。「科学的なリスク評価の重要性」を

強調された。講演会後は、①支援の形態、②支援する対象、③誰が、いつど
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こで支援するか、の3つのポイントについて議論し、未来を担う若者、特に福

島県内の高校生を対象とする支援を早急に行うことが提案された。 

2. 東京ウィメンズプラザフォーラムへの企画参加時（2012年11月9日）に、

福島高等学校生徒さん12名を招聘した。本企画は、科学に携わる仕事を持つ

女性、科学分野を学ぶ学生・院生、理系進学を希望する中高生・保護者、等

が一堂に集まり、科学の楽しさをキーワードにネットワークを広げるべく啓

発的なワークショップを開催することを目的とした。第1部「科学の楽しさを

知ろう」では4名の講師を招聘し、以下の順でプロフィールを紹介いただきな

がらご講演をお願いした。日野珠美氏(NHK 報道局報道番組センター チーフ

プロデューサー)、勝山雅子氏 (株式会社資生堂  食品研究開発センター 副

主任研究員)、 阿部啓子氏(東京大学大学院 農学生命科学研究科 特任教

授)、高橋真理子氏 (朝日新聞  編集委員)。つづく第2部では、「サイエンス

ネットワークを広げよう」という趣旨のもと、本企画の趣旨をあらためて説

明した上で4グループに分かれた参加者の間を4名の講師先生方が順番に回り

ながら直接対話いただき、盛況であった。今もプレハブ仮設校舎で学ぶ福島

高校生徒さん方々は、このような行事で女性研究者と直接対話する機会は初

めてであったようで、感謝の言葉が寄せられた。 

189 日本心エコー図学会 ①震災発生後の4月21日から鹿児島市で開催を予定していた「第22回日本心エ

コー図学会学術集会」を、被災地の会員からの強い要望により、開催した。 

②その会場で、急遽、「東日本大震災復興支援を考える会：今我々にできる

こと」を開催し、被災地の現状や実際の支援状況についての報告を行った。 

また、その資料を会員限定のHPにおいて公開した。 

③学術集会開催期間中に、支援の意思を表示する「ホワイトリボン運動」を

展開し、講習会抄録集等の販売収益と海外の著名な心エコー図法研究者から

の寄付を基に復興支援基金を設立した。 

④会員限定のHPにおいて、支援ボランティアの「要請」と｢登録｣を募集した。 

⑤例年の「秋期講習会」（東京）に代わって、被災地で診療活動を行う会員

の便宜を考慮し、仙台にて「2011東北支援講習会」を開催した。この講習会

では特に震災時の救急医療に主眼をおいたプログラムを用意した。 

⑥支援の継続として、東北地方の心エコー図検査従事者を対象とする「ECHO 

TOHOKU」（開催地：仙台）を後援し、復興支援基金から継続して助成を行っ

ている。 

190 日本神経学会 以下のような支援活動を実施した。 

人工呼吸器付き患者さんの移送支援のため、受け入れ可能病院の調査及びそ

の情報提供を行った。また、ホームページやメールなどを通じて被災地から

の要望を収集し対応するとともに、その診療に役立つ情報、医薬品、医療材

料などの情報提供を行った。日本てんかん学会、日本脳卒中学会などの関連

学会と協力・分担し、緊急的な治療対応、安全な地域への移動の援助、薬剤
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の入手などについて情報提供と支援を行った。 

さらに、日本医師会災害医療チーム(JMAT)と連携し、被災地への医師派遣等

に積極的に協力するとともに、 救急搬送の要望などはもちろん、今後予想さ

れる電力不足に対応するための、人工呼吸器のバッテリー確保、情報提供に

関する要望など行政への働きかけなどの諸活動を行った。 

191 日本神経回路学会 被災地域の会員の状況の把握． 

192 日本神経化学会 当会では被災された会員・研究室の方より「してほしいこと」としてご要望

を承り、学会または会員レベルで対応可能なものに対し、ご協力させていた

だくことと致しました。その結果、昨年度の年次大会への被災地からの出席

のための旅費の補助等の要望があり、申請者２名の学会参加費を無料にし、

旅費の一部の補助をいたしました。 

193 日本心臓病学会 震災後すぐに募金受付口座を開設、また学会員の災害支援活動のために評議

員をメンバーとしたメーリングリスト（ML）を立ち上げ、同様に支援組織を

立ち上げていた日本循環器学会、日本心血管インターベンション治療学会、

日本集中治療医学会をはじめとする各学会と連携することで、支援体制、活

動状況、会員からの現地状況等の情報共有を図った。また、震災に伴う循環

器疾患発症予防のため、災害時に問題となる「エコノミークラス症候群」「た

こつぼ型心筋症」「医師に相談すべき循環器症状について」の啓発ポスター

を作成、現地支援に入る先生に配布を依頼した。同時にメディアへの働きか

けをすることで、避難所でのポスター掲示などを進めた。学会HP では、各団

体から発信される情報を「医療関係者専用」「一般の方へ」に分けて掲載、

ML を通じて提供される情報を逐次掲載した。 

194 日本診療情報管理学会 本学会では被害の甚大さと事態の緊急性を鑑み、次のような対応を行った。 

1)被災した診療記録の扱いの対応 

平成23年3月21日、被災地の仙台市立病院医事課診療情報係より震災当日、診

療記録を置いている診療情報管理室の棚が全て崩壊し、危険区域となった。

室内および同じく崩壊した外部倉庫にある平成18年から23年まで、の診療記

録ついて、今後の保管と管理について日本病院会宛てに問い合わせが届いた。 

3月23日、日本病院会、日本診療情報管理学会、日本診療情報管理士会3団体

として、厚生労働省対し被災時における診療記録の扱いについて照会した。 

3月31日、厚生労働省医政局、医薬食品局、保険局の連名で「文書保存に関わ

る取扱いについて(医療分野)」として都道府県関係者に通知された。内容に

ついては、震災により診療録等を滅失した場合の取り扱いと診療録等の保存

場所に係る取り扱いについて、国からの一定の指針を得ることができた。 

この結果については、本学会WEB上に掲載し、また本学会誌「診療情報管理」

の巻頭に掲載するなど、関係者への周知を図った。 

2) 東北3県(岩手、宮城、福島)への会員調査実施 
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平成23年4月21日、被災地域在住の会員242名の状況把握のため、一日も早い

復旧・復興を願いお見舞いと理事会決定した平成23年度会費免除を含め通知

を行った(返信用紙封筒同封)。 

その結果、2カ月後の6月21日までに109名(45%) から返信があった。その内容

から、所属施設の状況については一部または半壊含め無事である102名(93.6)

と壊滅的被害ありとの回答が7名(6.4%)あった。自宅の状況については一部・

半壊含め無事である103名(94.5%) と避難所・仮設への移動を含め転居を余儀 

なくされた6名(5.5%) の回答を得、当初はライフラインの遮断などの混乱が

生じていたが落ち着きを取り戻しつつあり、復興に向けて取り組む様子が綴

られていた。とくに福島県からの回答については、福島第一原子力発電所事

故による風評被害が心配であると答えた方が大半で、今後温かく見守ってほ

しいと書き残していた。 

3) 日本診療情報管理学会学術大会でのシンポジウム開催 

2011 (平成23) 年9月29日30日両日、福岡国際会議場にて開催した第37回学術

大会ではメインホールにてシンポジウムとして「東日本大震災の被災地にお

ける診療情報管理」を行った。 

また、2012 (平成24) 年9月6日7日両日、名古屋国際会議場にて行った第38

回学術大会ではシンポジウムに「大災害と診療情報一東日本大震災の教訓か

ら」を開催。当日は、被災地から演者を迎え体験を踏まえての諸課題の取り

組みと提案について全国の参加者にとって貴重な時間をもつことができた。          

4) 災害時の診療録のあり方に関する合同委員会での検討 

わが国において甚大な被害を及ぼす災害が起きたときに避難所および救護所

において使われる診療録について圏内における統一化および標準化を目的

に、本年5月1日に災害時の診療録のあり方に関する合同委員会が第1回委員会

を開催した。 

構成委員は、日本医師会、日本集団災害医学会、日本病院会、日本診療情報

管理学会、日本救急医学会から選出されている。 

現在、災害時に使われる診療録の書式は救援機関により異なるものとなって

おり、記載内容にバラツキがあり、集計も容易でない。とくに救援機関が変

わると今までの患者の診療内容がわからなくなるなど問題が多い。 

今後、必要な情報が正確に得られるように記載項目の整備が望まれ、全ての

医療チームが使える統一した診療録を提案したいと考えている。 

195 日本心理臨床学会 ・第30回秋季大会・第31回秋季大会においてシンポジウムを開催 

・「東日本大震災心理支援研修会」これまで２回開催 

・海外から講師を招き、災害被害への心理支援に関するワークショップ・シ

ンポジウムを開催 

・「東日本大震災心理支援センター」を、他団体と共同で立ち上げ・運営 

・特設HPの開設  等 
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196 日本森林学会 本2011年6月22日開催の日本海岸林学会公開シンポジウム「海岸林を考える

――東日本大震災からの復旧・復興に向けて」を後援。 

日本学術会議からの東日本大震災に対応する緊急提言等や様々な学協会

主催の関連シンポジウムについて、学会ウェブサイト及びメールマガジンに

より会員に情報配信。 

本2012年10月13日開催の平成24年度日本農学会シンポジウム「東日本大震

災からの農林水産業と地域社会の復興」の企画協力。 

2012年3月27-28日開催の第123回日本森林学会大会（宇都宮大学）におい

て、会員企画により、テーマ別セッション「東日本大震災による海岸林の被

害の実態と今後の再生に向けて」、「福島第一原発事故による森林生態系の

放射能汚染の実態」、関連集会「福島原発事故の森林生態系への放射能汚染

影響を考える」を開催。 

2012年8月8日開催の日本学術会議連続シンポジウム「巨大災害から生命と

国土を守る－２４学会からの発信－」第７回「大震災を契機に国土づくりを

考える」の企画協力。 

2012年11月7日開催の日本学術会議公開シンポジウム「福島原発事故によ

る放射能汚染と森林・木材」の後援。 

2012年11月29日開催予定の日本学術会議主催学術フォーラム「巨大災害か

ら生命と国土を護る-三十学会からの発信-」の企画協力。 

197 日本図学会 朝日新聞厚生文化事業団を通じ，「東日本大震災救援募金」に寄付を行った． 

198 日本水産学会 日本水産学会では大地震発生後、間もなくから種々の復旧・復興活動を行っ

てきた。まず、政策委員会を中心として「水産業の震災復興に向けた臨時勉

強会」を平成23年3月29日に開催し、4月6日には義捐金の募集の開始、同月11

日には復興に向けた行動計画を発表した。その後、6月4日には東北支部に「日

本水産学会災害復興支援拠点」を設置、7月16日には東北大学にて「東日本水

産業復興対策緊急シンポジウム」を開催した。さらに、日本水産学会誌（和

文誌）に北海道支部から中国・四国支部まで、各支部からの大震災の様子と

対策などを内容とした連載記事を掲載した。また、懇話会ニュースや支部の

ページでも大震災に関して開催された講演会やシンポジウムの内容を同誌に

掲載した。平成23年12月9日には学会ホームページに「震災情報共有化システ

ム」の立上げを行った。平成23年度日本水産学会春季大会は東京で開催予定

であったが、大震災のため急遽中止した。しかしながら、同年度の秋季大会

から24年度の秋季大会まで、開催の度に大震災復旧・復興関係のシンポジウ

ムの開催や、一般講演を行うなど、今まで継続的に大震災関連の活動を行っ

てきた。この間、平成24年6月には「東日本大震災災害復興支援検討特別委員

会」を立ち上げ、種々の活動を統合的に行うとともに、関連学協会との連携

を目指している。この新たな活動は理事会主催のシンポジウムで公開してい

る。現在、これらの活動を取りまとめて公開する準備を進めている。 
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199 日本スポーツ社会学会 2012年3月18-19日に開催された2011年度の学会大会では、東日本大震災後の

スポーツを「スポーツと教育」「政治とスポーツ」と題したシンポジウムで

社会学的な視点から論議した。 

200 日本スポーツ産業学会 １．震災関連：緊急プロジェクト研究公募（研究内容：①大震災でスポーツ

に何が起きたか ②被災地への支援とスポーツ ③復旧・復興とスポーツ ④そ

の他） 

２．シンポジウム「震災とスポーツマネジメント」を開催 

201 日本スポーツ歯科医学会 ・震災直後、学会ホームページにコンテンツ「震災関連情報のご紹介」を作

成し、情報発信に努めた。また、「日本口腔衛生学会から被災された皆様へ 

東北関東大震災により被災された皆様、ならびに関係機関の皆様へ」と題し

た呼びかけを行った（平成23年3月28日付） 

・日本歯科医学会の呼び掛けに応じて、被災地へ会員を派遣し、口腔ケア等

の活動に携わった 

・賛助会員の企業にお願いし、被災地へ歯ブラシ600本を運搬した 

202 日本性科学会 2011.10.01 第13回日本性科学連合（本会を含め、性の健康に関わる7団体で

構成） 

性科学セミナー が東京慈恵会医科大学西新橋校で開催された 

今回の特集は「災害とジェンダー・セクシュアリティ」であり、各団体から

選出された1名ずつのシンポジストが、さまざまな切り口から講演し、さらに

合同討論を行った。 

参加者役100名 

2012.08.2-5 第12回アジア・オセアニア性科学学会が（主催：日本性科学学

会をはじめとする7団体；会長 大川玲子 日本性科学会理事長） 松江市く

にびきメッセで開催 

スペシャル・セッションで 日本のNGO; JOYCEF からLisa Asamura が

「Disasters and Gender Role and Challenge of a Reproductive Health」

という演題で講演した。  

203 日本生活学会 ・日本生活学会シンポジウム「大震災と生活学会」の実施 

 2011年10月8日（土）、当学会では大震災を主題としたシンポジウム（非会

員参加自由）を急遽開催し、生活学の古参研究者、若手研究者、東北学編集

ジャーナリストの方々によって、震災を受けた今後の日本における生活学の

あり方についての講演・ディスカッションを行いました。今般の東日本大震

災では、エネルギーなど従来の暮らしのあり方が問われており、また、個別

学問の枠組みが通用しづらいこともあきらかになっています。当学会を創設

した、今和次郎による関東大震災以後の被災市民の生活に対する記録観察な

どを参照にしつつ、科学技術オリエンテッドではなく、生活の場から立ち上

げる問題意識による生活学の役割を議論しました。 
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204 日本整形外科学会 【会員被災状況の把握と広報】平成23年3月に東北、関東の整形外科学教室教

授との直接連絡、各地の臨床整形外科医会等の情報を通じて、被災状況、被

災後の対応等について調査し、当会会員HPに掲載した。 

【会員ならびに医療従事者に対する情報提供】被災地の医療従事者に対する

情報提供のため、一般HPにも、神戸大学整形外科学教室の「阪神・淡路大震

災 整形外科治療の記録」を掲載した。 

【日整会総会の開催形式の変更】第84回日整会学術総会(学会長：戸山芳昭慶

応大教授)は、平成23年5月12～15日にパシフィコ横浜で開催予定であったが

「臨床の現場にいる医師が学術集会に参集することで被災地が手薄になるこ

とを避けたい」という意見から、WEBを活用した新形式で開催された。 

【被災者の健康対策：静脈血栓塞栓症とロコモティブシンドローム】避難所

で生活する中高齢の被災者の方々には、ロコモティブシンドロームや不動と

水分摂取不足による静脈血栓塞栓症が発生しやすいので、予防マニュアル「静

脈血栓塞栓症、ロコモティブシンドロームの対策について」を作成し、同年3

月一般HPに掲載し、一般に配布を行った。また、英文マニュアルを作成し、

同年5月に一般HPに掲載した。さらに日本臨床整形外科学会、日本整形外科学

会、ロコモチャレンジ！推進協議会、埼玉県整形外科医会等の主催、日本医

師会、埼玉県医師会等の後援で、同年5月、福島県双葉町の高齢被災者を対象

にロコトレとウォーキング指導のイベントを実施した。 

【東日本大震災被災県への整形外科医派遣】全国国立大学学部長病院長会議

とその被災地医療支援委員会の要請を受け、東日本大震災被災県への整形外

科医派遣について各大学主任教授宛に文書で協力依頼をした。  

205 日本政治学会 日本政治学会２０１１年度研究大会（岡山大学にて開催）の機会に、２０１

１年１０月１０日、「３・１１後の日本政治と政治学」と題する公開講演会

を実施した。震災復興構想会議議長を務めた五百旗頭真会員らの講演、アメ

リカ、ロシアの参加者からの報告等が行われた。 

206 日本精神保健看護学会 本会は、震災直後の2011年4月に「東日本大震災対策事務局」を設置し、その

後2011年6月の学会総会で、「災害支援特別委員会」の設置を決定した。 

委員会の目的は、東日本大震災とそれに引き続く福島第一原発の事故等によ

る心の健康被害に対し、精神保健看護学の立場から、心のケアを中心とした

被災者への看護活動を支援し、情報を発信するとともに、災害時の心のケア

に関する知識と技術を集積することである。また必要に応じ、他の関係機関

との連携を行うものである。 

具体的には、学会ホームページでの情報提供（災害関連研修案内、こころの

ケアマニュアル等）、研修会・セミナーの開催（支援者のための研修会・サ

ポートグループ）、被災地支援活動（震災復興心理教育臨床センターでの被

災者個別相談・被災者支援相談等事業、気仙沼市立病院看護師サポートプロ

グラム）等を行っている。 
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207 日本生体磁気学会 本学会に関連する主要な機器である生体磁場計測装置（脳磁計）の被災状況

に関するアンケートを行い、集計した結果を学会ホームページ 

http://www.nips.ac.jp/smf/JBBS/index.htm に掲載した。幸い、ほとんど

被害は無かった。 

208 日本生物物理学会 （１）支援情報の掲載 

学会員や関係機関から寄せられた支援情報一覧と米仏生物物理学会からの支

援メッセージ等をホームページに掲載しています。 

（２）学術大会への被災学生の参加費免除 

2011年9月16日〜18日に姫路にて開催いたしました第49回年会ならびに2012

年9月22日〜24日に名古屋にて開催いたしました第50回年会において、被災地

域の研究機関に所属する学生に対して参加費を免除することにいたしまし

た。学会ホームページと会員向けメーリングリストにて告知し、申請書を提

出した学生（2011年度18名、2012年度27名）について、参加費を無料といた

しました。 

（３）海外学会への参加支援 

2011年10月30日〜11月3日に開催いたしました第17回国際生物物理学大会へ

の参加支援として、被災地域の研究機関に所属する研究者3名に対して7万円

を支給いたしました。 

209 日本西洋史学会 なし。 

210 日本創外固定・骨延長学会  

211 日本創傷・オストミー・失禁

管理学会 

災害緊急対応委員会を理事長アドホック委員会として設置し、以下の活動を

行った。 

1．学会ホームページに掲示板を開設し、被災地の情報と必要な支援を具体的

に書き込むこととした。また、被災地に災害支援に行ったものは状況報告、

これから支援に行くものには必要な物品や必要なケアの情報を提供した。被

災地の会員への励ましなども多数寄せられた。このタイムリーな情報や必要

な資材や人材は災害緊急対応委員会で整理し、その後の活動の企画に役立て

た。 

2．会員の安否確認（被災県の会員すべての安否を3月30日に確認） 

• 会員一斉メール  

• 会員が多く所属していた元日本ET/WOC協会連絡網や皮膚・排泄ケア認定看

護師教育機関連絡網で該当県の会員に安否確認を依頼  

• 最終的に不明な数名の会員には個別電話で確認  

3．産学共同支援プロジェクト 

１） 創傷処置に必要な創傷被覆材・スキンケア用品・栄養剤の提供を各 メ

ーカー 

に呼びかけ10社に参加いただいた。 



 89 

  支援物資は 総額 28,123,025円 相当に及んだ。 

 これらの創傷関連物資を確実に会員の創傷ケアに役立てていただけるよう

に 

 各被災地に下記の拠点を設定し、該当県の会員がその拠点に連絡すれば、

物資が供給できるルートを設置した。 

宮城県：宮城県看護協会、東北大学病院 

青森県：青森県立中央病院 

岩手県：岩手医科大学附属病院、岩手県立中部病院、岩手県立胆沢病院、岩

手県立中央病院 

福島県：総合磐城共立病院 

4．人材派遣 （皮膚・排泄ケア認定看護師の派遣） 

１） 岩手県 宮古 4月16日～17日 2名  

２） 宮城県 気仙沼巡回療養支援隊 （ボランティア団体）に参加 

①4月23日～27日 2名 ②5月3日～8日 1名 ③5月7日～11日 1名 

5．会員から募金された義援金は人材派遣にかかる費用やその後の東北の会員

の支援に充てられ、地域での褥瘡管理の研修会開催や被災地の在宅等の重度

褥瘡患者のケアが継続して行われている。 

212 日本草地学会 日本草地学会若手の会において、東日本大震災の復興支援として復興支援事

務局を設置し、メーリングリストやメール、ツイッターを受付窓口として、

支援の依頼、協力および相談を受け付けた。 

2012年度大会において、企画シンポジウムとして「草地飼料作における放射

能汚染の現状と今後の課題」を開催した。 

213 日本藻類学会 本学会で刊行している和文誌「藻類」および本学会ホームページにて，被災

された会員のニーズを把握するため「日本藻類学会の東日本大震災への対応」

と題する文章を掲載した。 

214 日本第四紀学会 ①東日本大震災後すぐに当学会の見解をホームページ上などで表明するとと

もに、会員の安否情報、津波などによる被害や地殻変動などに関する情報を

収集した。また機関誌「第四紀研究」に掲載された津波・地殻変動等関連論

文をホームページで紹介した。 

②津波被害について、緊急に「第四紀研究」に2件の報告記事を掲載した。 

③高等学校における地学教育の重要性を訴える声明文・要望書を作成したが、

その中で地震をはじめとする自然災害の実態解明や防災のためにも地学教育

が必要であることを主張した。 

④古地震・ネオテクトニクス研究委員会を中心として2011年7月10日に、緊急

シンポジウム「巨大地震を探る－第四紀学からのアプローチ」を開催した。 

⑤INQUA(国際第四紀学連合)連絡紙上で地震の被害や津波研究の紹介を行っ

たほか、INQUAベルン大会で震災や津波に関する報告を行った。 

⑥普及講演会として2011年8月28日に「徳島で考える地震津波と防災～東日本
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大震災からの新たな教訓」を開催した。 

215 日本体力医学会 本学会のホームページを通して、震災後の身体不活動に伴う健康被害（エコ

ノミー症候群やサルコペニア）に関する予防対策を提言した。 

年次学術大会におけるシンポジウムを通して支援活動を報告した。 

216 日本ダルクローズ音楽教育

学会 

特別な活動は行っておりません。 

但し、学会ホームページに東日本大震災のお見舞い文章を掲載いたしました。 

217 日本暖地畜産学会 なし 

218 日本地域経済学会 ○震災復興研究会を設置し，各自の震災関連研究の成果を持ち寄りつつ，学

会大会共通論題，支部例会で震災復興問題をテーマに掲げて，情報の共有化

と復興のあり方についての議論を深めてきている． 

○学会誌において特集企画を組み，3号連続で震災研究に関する論文を掲載し

ている， 

○経済理論学会、経済地理学会等と共同で震災・原発問題福島シンポジウム

を開催し，そこでの成果を「集会宣言」として発信している． 

○東日本大震災の総合対応に関する学協会連絡会に参加しており，都市計画

学会や建築学会をはじめ，理工系の諸学会とともに震災復興に関する連続シ

ンポジウムの実施（「大震災を契機に国土づくりを考える」）や情報共有を

進めている．その成果のひとつとして，共同声明「国土・防災・減災政策の

見直しに向けて- 巨大災害から生命と国土を護るために -」を発表している． 

219 日本地域政策学会 ◇.シンポジウムの開催 

高崎経済大学地域政策研究センタープロジェクト×日本地域政策学会公開シ

ンポジウム 

日時：2011年5月14日（土）13：00～17：00（受付開始12：30） 

場所：高崎経済大学7号館 

コーディネーター：熊澤利和（地域政策学部教授・地域政策研究センター長） 

◇フォーラムの開催（日本地域政策学会/後援事業） 

宮城大学・東北の一次産業の復興を支援するプロジェクト 

○タイトル 「オランダ農業から学ぶ」世界の知恵を震災復興に活かすフォ

ーラム第一弾 

○目的 私どもは、今後の復興に関しまして、think globalの観点からアプ

ローチを進めて 

います。その一環として、「欧州をはじめとする世界と対話するプロジェク

ト」を実施し、海外の知と地元の知を結集し、「世界の知が被災地にフォー

カスし、地元の考えが21世紀の日本を作る」ことを描いていこうと考えてい

ます。 

○開催日時 2011年6月20日（月）18時30分～20時30分 

○開催場所 仙台市市民活動サポートセンターセミナーホール 
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（仙台市青葉区一番町四丁目1-3  ℡022-212-3010） 

◇日本地域政策学会第10回全国研究大会の開催 

大会テーマ 『食・農をめぐる今日的課題と地域政策への提言』 

○日時 2011年7月30日（土）・31日（日） 

○場所 北海商科大学 

○主催 日本地域政策学会、第10回記念全国研究【北海道】大会実行委員会 

○共催 北海商科大学 

◇シンポジウムの開催（日本地域政策学会/後援事業） 

「復興支援のいま、そして未来」 

日時：2012年5月19日（土）13：00～17：00（受付開始12：30） 

場所：高崎経済大学7号館 731教室 

◇日本地域政策学会第11回全国研究大会の開催 

大会テーマ 『３．１１から1年 われわれは何をしてきたか＆なにをすべき

か』 

○日時 2012年7月14日（土）・15日（日） 

○場所 常磐大学 

○主催 日本地域政策学会、第11回全国研究【茨城】大会実行委員会 

○共催 常磐大学 

220 日本知財学会 日本知財学会誌第８巻第２号（2012年1月20日発刊）にて、「東北の知的財産

と復興への貢献」特集を行った。 

日本知財学会科学技術と知的財産戦略委員会で議論を行い、理事会の承認を

経て、震災復興に関する政策提言を公開した（2012年6月22日付）。 

221 日本地質学会 1.＜提言＞東日本大震災に関する地質学会からの提言 

2.＜要望書＞観測施設復旧に関しる要望書（国土交通大臣あて） 

3.東日本大震災対応作業部会の設置と報告 

4.震災復旧・復興に関する調査研究の募集を会員対象に実施、経費の一部を

負担/23年度6件(液状化関係1、放射能計測および除染関係3件、被災博物館標

本レスキュー2件)、24年度1件（液状化と津波災害関係） 

5.学術大会関係行事 

(2011年) 

・シンポジウム「大規模災害のリスクマネジメント-東北日本太平洋沖地震に

学ぶ」 

・市民講演会「東日本大震災と地震・津波・原発」 

・茨城県内における東日本大震災における被害状況及び震災関連ポスター展

示 

(2012年) 

・シンポジウム「西日本の海溝型地震と津波を考える」 

・市民講演会「地震・津波・地盤災害 ～知ること，伝えること～」 
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6.地質学雑誌特集号3冊の発行 

7.会員による現地報告・調査報告など（日本地質学会News掲載） 

222 日本茶業技術協会 なし。 

223 日本中国語学会  

224 日本調理科学会 日本調理科学会の特別研究として、災害時のメニュー開発に関する研究委員

会を設置し、2005年からNPOキャンパーとの共同研究を進め、冊子『災害時の

炊き出しマニュアル』を刊行し、その内容について現在まで８年間にわたり、

改良を加えてきていた。日本調理科学会の会員は全国にいるので、今回の大

震災に関しては、福島県の大学が支援グループを結成し多方面の支援をする

なかで、『災害時の炊き出しマニュアル』を活用してもらった。また、NPO

キャンパーが石巻市等、被災地での活動に対しての活動資金(カンパ)の要請

を受け、日本調理科学会のホームページを通じてカンパを呼びかけ、多数の

会員からの助成金をNPOキャンパーの活動に利用して頂くことが出来た。 

なお、本年8月、今まで改良を加えてきた『災害時の炊き出しマニュアル』を、

東京法規出版から市販本として発行することにこぎ着けた。 

225 日本地理学会 3月14日に理事長を本部長とする日本地理学会災害対応本部を設置。津波被災

マップ作成チームを編成。空中写真等を用いて調査し，津波被災マップを作

成 し て 3 月 29 日 に ウ ェ ブ 公 開 （ 最 終 版 は 12 月 11 日 公 開

http://danso.env.nagoya-u.ac.jp/20110311/） 

会員による調査報告・提言・解説も随時ウェブ公開してきた。 

http://www.ajg.or.jp/disaster/201103_Tohoku-eq.html 

4月11日に緊急提言「地理（社会科）授業再開に際しての教科書・教材整備に

向けた緊急提言」を発表。5月28日には緊急集会「東日本大震災からの復興と

地理学―貢献のあり方を考える―」を開催。会員等からの賛助金および学会

からの拠出金により，「東日本大震災地理教育復興支援事業―被災校に地理

教材を―」（支援総額500万円，日本地理教育学会・地理空間学会協賛）を実

施し，特に甚大な被害を受けた45校の小学校，中学校，高等学校に支援金を

贈った。公開シンポジウムとして，2012年3月4日に「災害と子どもたちの教

育を考える―東日本大震災被災学校の現在とこれからの地理学・地理教育

―」，3月28日に「東日本大震災と地理学－ハザードマップを再考する－」，

6月23日にG空間EXPO2012シンポジウム「地理学から提言する新しい国土」，

10月6日に「いま改めて二つの大震災から学ぶ－阪神淡路大震災・東日本大震

災と地理学・変動地形学－」を開催。学術調査の成果は，ウェブサイト，E

ジャーナル，公開シンポジウム等により学会内外への普及を図っている。 

226 日本データベース学会 １）第3回ソーシャルコンピューティングシンポジウム（主催：日本データベ

ース学会，協賛：電子情報通信学会WI2研究会，情報処理学会データベースシ

ステム研究会，電子情報通信学会データ工学研究会，青山学院大学社会情報
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学部，2012年6月23日）において，次のような震災とソーシャルメディアの活

用に関する調査研究報告があり，関連する議論を行った． 

・「社会ネットワークの概論と震災におけるSNSの効用」 

・「ソーシャルメディア解析：東日本大震災に関する時系列話題遷移の抽出」 

２）第5回データ工学と情報マネジメントに関するフォーラム（第11回日本デ

ータベース学会年次大会）（主催：日本データベース学会，情報処理学会DBS

研，電子情報通信学会DE研，2013年3月開催予定）を，福島県郡山市で開催予

定である． 

227 日本哲学会 「東日本大震災に関して」と銘打って学会として行った活動はとくにありま

せん。しかしながら、震災後のわが国の将来を構想するにあたって、国民が

お互いに議論を尽くしながら合意できる場所を模索するという過程に対し

て、生徒同士の対話力を高めることを目標とするような哲学教育は一定の貢

献ができると考え、そのような哲学教育の振興と普及への取り組みを学会と

して始めています。また、以下の設問22への回答に述べたような課題につい

て継続的な討議を行っていく予定です。 

228 日本銅学会 特になし。 

229 日本統計学会 本統計学年度統計関連学会連合大会（平成23年9月、九州大学）において、

統計関連学会連合の参加団体として、セッション「大震災の科学的評価と人

間行動」（オーガナイザー・座長：大瀧 慈（広島大学））を開催した。 

第６回日本統計学会春季集会（平成24年3月、一橋大学）において、セッシ

ョン「リスク，信頼性，そして確率統計：震災一年，統計学の役割を問う」

（オーガナイザー・座長：狩野 裕（大阪大学））を開催した。 

（大阪大年度統計関連学会連合大会（平成24年9月、北海道大学）において、

統計関連学会連合の参加団体として、大会特別セッション「福島第一原子力

発電所事故の放射能影響に関するデータに基づく俯瞰」（オーガナイザー・

座長：椿 広計 （統計数理研究所））を開催した。 

日本統計学会誌第42巻1号（平成24年9月発行）において、[特集：東北大震

災と関連現象の統計的評価] を企画した。 

230 日本頭頸部癌学会 日本頭頸部外科学会の協力を得て、被害の少ない東日本と西日本及び北海道

の医療機関で頭頸部がんの患者が受け入れ可能な施設の情報を治療支援可能

施設リストとして3月22日に両学会のホームページ上に掲載し、その情報を東

北6県と茨城県のがん診療連携拠点病院に提供した。 

231 日本頭頸部外科学会 日本頭頸部癌学会の協力を得て、被害の少ない東日本と西日本及び北海道の

医療機関で頭頸部がんの患者が受け入れ可能な施設の情報を治療支援可能施

設リストとして3月22日に両学会のホームページ上に掲載し、その情報を東北

6県と茨城県のがん診療連携拠点病院に提供した。 

232 日本糖尿病学会 2011年3月13日に、日本糖尿病学会事務局に東北地方太平洋沖地震対策本部を
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設置した。 

2011年3月14日付けで、インスリンを必要とされる糖尿病患者向けにインスリ

ン入手のための相談連絡先をHPで公表した。岩手県、宮城県、福島県（福島

市・会津若松市・いわき市）、茨城県（水戸市・日立市）の連絡先と医薬品

メーカー3社の連絡先をHPで公表した。 

233 日本糖尿病教育・看護学会 ○第16回日本糖尿病教育・看護学会学術集会に特別企画を設け「糖尿病療養

と災害時の対応」に関する被災地（福島県）からの報告と、過去の災害時の

対応（新潟県）、災害に備えた活動（石川県）を報告し、共有した。 

○同学術集会で、交流集会「「知っ得！療養指導シリーズ第２弾 みんなで

考えよう！災害時に備えて、今私達ができること」と題して、本学会会員が

会員との交流をもった。 

○本学会主催研修推進委員会企画の研修会で、特別企画『東日本大震災から

学ぶ』と題して東北大学病院の糖尿病看護認定看護師が報告し、共有した。 

○本学会広報委員会が、看護の力で生きる力を支える女川町地域医療センタ

ー、日本糖尿病療養指導士に対して、糖尿病看護に関する活動を取材した。 

○第17回日本糖尿病教育・看護学会学術集会の交流集会で、「活用できる『災

害時の糖尿病看護マニュアル』」をテーマに、本学会ネットワーク委員会が

作成している災害マニュアルに関する意見を募集した。 

234 日本動物実験代替法学会 東北地方太平洋沖地震にかかわる災害義援金を韓国動物実験代替法学会と協

力して募集した。本会の会員および韓国動物実験代替法学会から集まった義

援金を仙台での日本動物実験代替法学会第24会大会運営支援に使用した。 

235 日本特別活動学会 ○ホームページでの会長哀悼（２４年１０月まで掲載） 

○２３年度第２回研究会（岩手県開催）の延期と被災会員への励まし。 

236 日本都市社会学会 日本都市社会学会は東日本大震災の発生を受け，2011年6月12日の理事会で

「日本都市社会学会震災関係作業部会」を設置し，本作業部会を中心に，他

の関連学会とも連携しつつ復興に向けた研究活動を行うこととした。同年12

月22日には，復興に向けた研究活動に取り組む学会の基本姿勢を内外に示す

ために「東日本大震災復興に向けた都市社会学会の取り組むべき課題（提言）」

を，本学会WEBサイトにて公開した。 

また，研究活動の成果を学会内および関連学会と共有する場として，研究・

交流集会を開催した。第1回は，2012年3月5日〜6日，震災から1年，復興の現

状と課題をテーマにした社会学3学会合同の研究・交流集会として開催した

（日本都市社会学会，地域社会学会，日本社会学会共催）。第2回は，同年6

月16日〜17日，社会学4学会合同の研究・交流集会として開催した（日本社会

学会・日本都市社会学会・環境社会学会・地域社会学会）。さらに同年7月29

日，日本学術会議社会学委員会が主催する「公開シンポジウム シリーズ 社

会学から、東日本大震災を問い直す１」を共催した（共催：日本社会学会、

環境社会学会、地域社会学会、日本都市社会学会）。 
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2012年9月8日に行われた日本都市社会学会第30回大会総会において，「日本

都市社会学会震災関係特別委員会」の発足が正式に認められ，上記作業部会

は特別委員会として位置づけられることになった。 

237 日本土壌微生物学会 2011年度大会は2011年6月に宮城県大崎市で開催予定であったが、震災のため

開催を延期し、同年11月に予定の大崎市で開催した。来年度に延期あるいは

中止という声もあったが、宮城県への旅行者数が激減している中、大会開催

は間接的であっても被災地復興支援につながると考え、開催することとした。

また本大会では、伊藤・東北大准教授を招へいし、特別講演「津波被災土壌

の実態と塩害対策に対する考察」をお願いした。 

238 日本塗装技術協会 平成24年1月20日（地独）岩手県工業技術センター／いわて塗装技術研究会と

の連携で、「東北地域の復興を支援する塗装技術セミナー講演」に日本塗装

技術協会有志4名が講師として参加した。 

239 日本トライボロジー学会 ・被災地会員の学会費免除 

240 日本トラウマティック・スト

レス学会 

いくつかの基金を得て、当学会の精神科医、臨床心理士が被災地（福島、宮

城、岩手の三県）に直接赴き、原則として毎月、現地の支援者に対する講習

会やワークショップを行っている。対象者は、かかりつけ医、地方自治体職

員、医療関係者、学校関係者など被災者支援に関わる方たちで、上述した講

習会のほかコンサルテーションや助言活動を行っている。また、ブログを通

して当学会の行う活動状況および災害後の支援にまつわる関連情報を伝えて

いる。本年6月に行った年次学術集会では、12のシンポジウムのうち半数が震

災関連であった。また本年11月の国際トラウマティックストレス学会

（Affiliate関係）では、原発災害に関するシンポジウムを実施した。 

241 日本豚病研究会 第80回日本豚病研究会研究集会において、「東京電力福島第一原子力発電所

事故による放射能汚染の影響」というタイトルで講演会を行った。 

242 日本内分泌学会 甲状腺ホルモン薬の主な製造販売元である製薬会社が被災し、当該薬の製造

ができなくなったため、医療機関、医師、患者家族等から当該薬の入手につ

いて多くの問い合わせがあった。これに対応するために、当該薬の安定供給

を目的として対策委員会（通称T4委員会）を関連する他４学会（日本甲状腺

学会、日本内分泌外科学会、日本甲状腺外科学会、日本小児内分泌学会）と

ともに2011年3月20日に設立し、国内供給と在庫状況、処方の仕方、長期処方

の自粛等の情報を適宜、ホームページで医療機関、患者家族及び日本内分泌

学会員に提供するとともに、それぞれからの個別の質問に回答した。また、

緊急輸入等、厚生労働省への対応も行なった。その後、製薬会社の製造ライ

ンが復旧するとともに増産体制が確立し、また緊急輸入品もあり、安定供給

に見通しが立った。そのため、2011年8月29日をもってT4委員会の活動を休止

し、新たな事情が生じない限り、そのまま活動を終了することとした。また、

その旨、ホームページ上で広報した。 
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243 日本人間関係学会 宮城県南三陸町への支援活動、仮設住宅の住民同士の人間関係作り、コミュ

ニケーション活動への支援を今年3月から行っております。また9月に行われ

た全国大会では南三陸町の保健福祉課や現地のNPO団体など支援活動の連携

に関するシンポジウムなどを行い、今後の支援活動への連携を強めることが

できました。 

244 日本人間工学会 当法人が東日本大震災に関し公開した文書として、平成23年6月に開催した総

会資料の平成23年度事業計画に「一般社団法人日本人間工学会は、平成22年

度末に発生した東日本大震災により改めて認識させられた社会の脆弱性を克

服し、新しい文化と価値体系を構築するために、人間工学を実践する公益学

術団体として寄与することを目指す。」ことを掲げました。具体的には、以

下の事業等を学会として実施しています。 

・日本人間工学会から社会へ向けたメッセージ発信 

・国際人間工学連合との連帯と連携 

・南米やアジア地域の国際学会等における情報発信と連携 

・他学会や学会内支部及び研究部会との連携活動 

・被災地を学術面で復興支援する活動 

・緊急意見交換会「今、人間工学専門家と日本人間工学会は何をすべきか」

開催 

・人間工学上の提言「節電中の作業環境（照明，温度）に関する配慮につい

て」 

・原発事故に関し「責任追及より原因究明を」とする人間工学原則の国内外

への発信 

・機関誌「人間工学」による「震災から人間工学が学ぶこと・すべきこと」

特集号発行 

245 日本熱帯農業学会 残念ながら、本学会として上記に該当するような、東日本大震災に関して行

った活動はありませんでした。 

246 日本農学会  

247 日本農業経営学会 平成23年度研究大会（平成23年９月８日～11日、三重大学）において、特別

セッション「東日本大震災下の東北農業・農村」を開催した（平成23年９月

９日）。また平成24年度研究大会（平成24年９月20日～22日、宮崎市民プラ

ザ）において、特別セッション「東日本大震災からの農業・農村の復興」を

開催した（平成24年９月20日）。 

248 日本農芸化学会 被災された岩手、宮城、福島の3県に所在する小学校・中学校・高等学校への

理科（家庭科のうち食品科学を含む）教育の支援。具体的には出前授業、出

前実験、実験機器類の物品の寄附、ジュニア農芸化学会への参加招待、研究

室見学の受入。 

249 日本脳神経外科救急学会 １．第１７回日本脳神経外科救急学会（2012年１月27〜28日，東京）： 
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・大震災経験を含む特別講演（ドクターヘリ搬送システム、トリアージ）を

企画 

・救急医療現場からの声として、宮城県名取市消防本部救命救急士の報告 

２．第14回国際脳神経外科学会中間会議（2011年９月13日～17日，ブラジル）： 

・災害救援に関するシンポジウムに島（理事長）が演者として東日本大震災

などの災害における脳外科医の役割について講演 

・国際脳神経外科学会外傷委員会において，島（理事長）が東日本大震災に

関して 報告後，国際脳神経外科学会外傷委員会・災害担当委員に選任され

た． 

３．第９回アジア脳神経外科学会（2012年９月２〜５日，トルコ）： 

・災害救援に関する委員会に島（理事長）が委員として出席し東日本大震災

について 報告後，アジア脳神経外科学会・災害に関する委員会副委員長に

選任された． 

250 日本脳神経超音波学会  

251 日本バイオインフォマティ

クス学会 

被災地域の学生や若手研究者の国内研修をサポートした。震災で実験系の再

立ち上げに時間がかかるラボのメンバーに、Bioinformatics系のスキルを身

につけてもらう機会をサポートする。実践的なプログラミングの勉強や実際

の デ ー タ の 解 析 な ど 、 希 望 者 の ニ ー ズ に 個 別 に 対 応 す る 。

http://www.sb.ecei.tohoku.ac.jp/bioinfo_tohoku/support 

http://www.jsbi.org/index.php?cID=439 

252 日本ばね学会 特になし 

253 日本バレーボール学会 日本バレーボール学会第17回大会（2012年3月10日，11日）において，「復興・

再生におけるスポーツの貢献を考える」というテーマでシンポジウムを行っ

た． 

254 日本犯罪社会学会 団体としては行っておりません。 

255 日本泌尿器科学会 日本泌尿器科学会のホームページに東日本大震災関連情報のコーナーを立上

げ、『被災された皆さまへのお見舞い』『海外からのお見舞いメッセージ』

『震災に伴う専門医認定特別措置』『認定証等無料発行のお知らせ』『日泌

特設震災掲示板』などのコーナーを立ち上げた。このコーナーから支援や対

応の掲載ページにアクセスできる。 

256 日本描画テスト・描画療法学

会 

 

257 日本微量元素学会 なし 

258 日本品質管理学会 各研究会や委員会が、震災に対する企業・組織の対応について、事業継続性

や安全確保の視点から調査・研究やワークショップの開催などを行いました。 

259 日本腹部救急医学会 震災直後に学会ホームページで会員向けに提言活動を始めました。一週間後

の定期学術集会の延期も即断し、震災への支援に積極的参加を呼び掛けた。 
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260 日本フッ素化学会 実際に被災された当学会の正会員にお願いして、学会誌であるFluorine（当

学会員には、年2回のペースでpdfファイルとして配布されています）に写真

付きの記事を書いて頂きました。どのような方策が地震に対して有効である

とか、我々が何に注意しなければならないか、などについての7ページにわた

る実体験に基づく説明は、「地震国日本」に住む我々に貴重な情報になりま

した。他の正会員から、学内で配布させて欲しい、という依頼もあり、筆者

の許可を頂いた上で、対応致しました。 

261 日本武道学会  

262 日本フランス語フランス文

学会 

被災した会員への支援、および復旧活動に携わる教員、学生への支援のため、

義捐金50万円を学会予算から本学会東北支部に送付した。 

263 日本ブリーフサイコセラピ

ー学会 

支援活動に従事したシンポジストにご登壇いただき、2011年と2012年の学術

大会でのシンポジウムを開催した。 

264 日本フルードパワーシステ

ム学会 

特になし 

265 日本文学協会 2011年11月19・20日の両日第66回大会を開催。「（略）戦後66年目にして訪

れたこの事態を、ことば（文学）の研究と教育の立場から問いかえしたい。

それは、いまの「現実」をわたしたちの生存のリアリティとして引き受け、

それを語ることばの強度を問う試みである。2011年3月11日以降の、ありうべ

き文学研究と国語教育のかたちを、第66回大会シンポジウムということばの

場(トポス)において考え、ポスト震災の社会へ向けて発信してゆくことばで

きればと願うしだいです」（第66回大会テーマへ向けて・委員長） 

266 日本文化人類学会 1. 理事会で決定し総会で承認を得た「被災会員の会費全額免除」措置を実施

(6.12～) 

2. 本学会の東北地区(「3.11 大震災に関わる集い―被災者としての経験、研

究者としての 経験を共有する」、5 月 15 日、於・東北学院大学)、中部地区

(「災害における人類学の役割―東日本大震災の教訓」、7 月 23 日、於・杉

山女学園大学)の地区組織において、「東日本大震災に関するシンポジウム」

や報告会を実施。 

3. 本学会の市民向けの研究成果報告として、東日本大震災に関する研究報告

を含む公開シンポジウムを実施(「人類学の社会的貢献―ビジネス、災害、地

域連携」、 11 月 26日、於・静岡県立大学)。 

267 日本分子生物学会 ①学会ＨＰやメール配信を活用した情報の収集と発信 

2011/03/16 

全会員あてにメール配信（理事長メッセージ）を行い、被災地の研究者を支

援するための具体的なアイデアを募った． 

2011/03/22 

計画停電の影響を受け、NIIサーバが使用できない状況が長期化する可能性を
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鑑み、学会ＨＰの民間サーバへの移設を完了した． 

2011/03/23 

会員から寄せられた、被災地復興支援に関する情報を発信するため、学会Ｈ

Ｐに『復興支援ネットワーク掲示板』を立ち上げ、全会員あてにその旨のメ

ール配信を行った． 

2011/04/19 

『復興支援ネットワーク掲示板』のさらなる活用を促すメール配信を行った． 

2011/05/16 

研究室ごとに異なる個別の事情を拾い上げるため、被災地の会員あてに個別

にメール配信を行い、情報の収集に努めた． 

『復興支援ネットワーク掲示板』支援情報の掲載項目： 

 【研究の場を提供・人材の受け入れ】 

 【実験材料等の一時あずかり】 

 【機器や試薬の修理・保証・貸出など】 

 【そのほか】 

②東日本大震災で被災された学生への対応 

・被災された学生会員、および新入会の学生を対象に、2011年度の学会費（新

入会の場合は入会金を含む）を免除した（実家や保護者が被災された場合も

同様に適用）． 

申請された学生会員は計103名であった． 

・被災された学生会員を対象に、第34回年会（2011.12.13-16）の参加登録費

を免除した．申請された学生会員は計125名であった．（参加登録費の免除は

第35回年会（2012.12.11-14）でも実施する） 

・被災された学生（会員・非会員を問わず）を対象に、第11回（2011.5.25-26）

と第12回（2012.4.25-26）春季シンポジウムの参加登録費を免除し、旅費（往

復５万円までを上限）を負担した． 

申請された学生は計12名であった． 

268 日本平滑筋学会  

269 日本ペット栄養学会 特にございません。 

270 日本ペドロジー学会  

271 日本ヘミングウェイ協会 特になし。 

272 日本ベントス学会 地震発生後４月上旬までに複数の会員グループが東北地方太平洋沿岸に入

り、沿岸に生息する生物に対する地震・津波の影響に関する調査を開始した。

また、海洋研究開発機構（ＪＡＭＳＴＥＣ）に所属する会員は震源域の深海

調査を開始した。２０１１年９月の日本ベントス学会・日本プランクトン学

会合同大会学会（高知大学）において、震災緊急シンポジウム「津波と地震

とベントス－大攪乱のインパクト」を開催した。文部科学省の「東北マリン
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サイエンス拠点形成事業」へも多くの会員が参画している。また、被災地の

博物館の標本レスキューにもかかわっている。２０１２年の学会合同大会（東

邦大学・東京海洋大学）では、公開シンポジウム「プランクトンとベントス

－3.11大地震と放射性物質の影響」を開催した。また、同年１２月にはタイ

で行われるThe First Asian Marine Biology Symposiumにおいて会員により

特別セッションが行われるとともに、会員による研究成果が２０題以上発表

される予定である。また、震災に関連する調査・支援要請に対応する体制を

作ることを運営委員会で決定し、学会ＨＰには対応窓口と関連情報を掲載し

ている。 

273 日本保育学会 日本保育学会では、東日本大震災以降継続的に、被災地における主に就学前

の子どものおかれている現状と保育現場の状況についての実態についての調

査研究を行った。  

また、被災地それぞれの状況に応じた子どもへの保育の在り方や様々な困難

を抱える中での保育環境や保育者のおかれた状況の改善についての提言を行

うシンポジウムを開催した。 

274 日本放射光学会 当学会では、以下の要望書の提出を行いました。 

1．学会会長がKEK-PFの鈴木機構長に早期復旧の要望書を提出。 

2．文科省量子放射線研究推進室に説明し室長にKEK-PFの早期復旧の予算処置

をお願いする要望書を提出。 

3．震災復興34学会会長声明への参画。 

4．中性子ビーム施設の早期復興に関し、文科省大臣への要望書を共同提出。 

275 日本放射線安全管理学会 原子力発電所事故発生後速やかに学会メーリングリストで情報交換と支援活

動を呼びかけ、緊急臨時委員会を設置して自主的に水、野菜、被服、土壌、

茶葉等の分析研究を開始。放射線相談（Q&A）窓口を設置。また厚労省、文科

省、環境省との連携による飲料水及び井戸水の測定協力と、福島県農業総合

センター、水産試験場による野菜、水産物等の放射能測定支援を実施。放射

線対策及び復興に関するシンポジウムを2回、勉強会・相談会を1回、市民公

開講座を1回開催。学会活動によるすべての成果は学会ホームページおよび学

会誌（Web閲覧）で公開。現在は原発由来放射性物質に関する調査・対策委員

会を中心として継続的な分析、除染、線量評価等に関する組織的研究活動を

継続中。 

276 日本放射線技術学会 福島原子力発電所事故に関係して以下の市民公開講座/市民公開シンポジウ

ム/セミナーを開催した。 

※平成23年6月4日； 一橋記念講堂（東京） 

平成23年度市民公開講座：「放射線・放射能による影響と対策－福島原子力

発電所事故による影響の理解のために－」 

※平成23年7月10日； コラッセふくしま（福島市） 

平成23年度市民公開講座：「放射線・放射能を正しく理解するための市民公
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開講座」 

※平成23年度9月10日； 大阪府立成人病センター講堂 

平成23年度 臨時セミナー  

※平成24年5月12日； 福島県立医科大学講堂 

平成24年度市民公開講座：「放射線・放射能を正しく理解するための市民公

開講座」 

※平成24年6月3日； 千葉大学けやき会館 

平成24年度市民公開講座：「放射線の正しい理解」 

また、公益社団法人日本診療放射線技師会と協働し、福島県の震災被難所に

おいて、約１万５千人に対して放射性物質による汚染の有無を調査した。 

さらに、福島原子力発電所事故に係る放射性物質拡散の実態を調査・解明す

るための研究調査班を平成23年度に立ち上げ、活動した。その活動結果を平

成24年10月に開催された第40回秋季学術大会で発表した。 

なお、東日本大震災支援のための義援金を平成24年3月20日から平成24年8月

31日まで募集し、日本赤十字社に送金した。 

277 日本補完代替医療学会 特別な活動は行っていない。 

278 日本補綴歯科学会 災害地において応急処置を中心とした歯科医療の提供、福祉避難所等の避難

住民に対する継続的な口腔ケアの提供を行った。また、遺体検案における検

死（デンタルチャートを記載してお身元確認）を岩手県、宮城県、福島県に

おいて震災直後から長期にわたり行った。 

なお、本会は日本歯科医学会の専門分科会として活動しており、日本歯科医

学会の活動報告の中には本会会員が研究者および歯科医師として参画した事

項が含まれる。 

279 日本マイクロカウンセリン

グ学会 

 

280 日本麻酔科学会 震災発生直後，日本麻酔科学会東北・北海道支部と学会本部のメーリングリ

ストを作成し，現地から本部へのタイムリーな情報共有を行うとともに，震

災関連記事・情報のHP窓口を設置した．これらの窓口から，被災地医療施設

の要望を得，製薬会社・医療機器メーカーへの救援物資依頼及び現地への配

送を行った．また，非被災地域の要手術患者受け入れアンケート，計画停電

アンケートを実施し，2011年5月に開催した第58回学術集会の緊急企画プログ

ラムで発表，討論を行った．2012年6月に開催した第59回学術集会では，震災

の経験を踏まえた各種シンポジウム，講演を実施した． 

281 日本マス・コミュニケーショ

ン学会 

① 2011年6月11日（土）に早稲田大学において開催された2011年度春季研究

発表会 で、学会創立60周年記念講演 大江健三郎「ジャーナリズムおよび

ジャーナリストの現在と未来－変動の時代のジャーナリズムとジャーナリス

ト」『ビキニからフクシマまで』及び、緊急シンポジウム「東日本大震災と



 102 

メディア」を開催。 

② 2011年10月28日（金）に上智大学において第33期第1回研究会「原発とメ

ディア」を開催。 

③ 2011年11月12日（土）に東海大学湘南キャンパスにおいて開催された2011

年度秋季研究発表会において、震災に関する共同研究発表1件、ワークショッ

プ4件。 

④ 2012年2月28日（火）に龍谷大学において第33期第3回研究会「臨時災害放

送局の社会的機能と課題」を開催。 

⑤ 2012年3月3日（土）に東京大学において日本マス・コミュニケーション学

会60周年記念シンポジウムとして「震災・原発報道の検証－「3.11」と戦後

日本社会」を開催し、放送局と新聞社から問題提起者を招いて、当学会に所

属する研究者と外国報道機関の日本駐在記者との間で討論を行った。 

⑥ 2012年6月2日（土）‐3日（日）に宮崎公立大学で開催された2012年度春

季研究発表会において、震災に関する個人研究発表1件、共同研究発表1件。

またシンポジウム2「震災後のメディア研究、ジャーナリズム研究」では、学

会員が震災後に実施した調査研究のうち、伝統的なメディアや震災時のメデ

ィア利用行動（あるいは情報行動）についての研究成果や、被災地での調査

結果の報告を受け、今後の展望や課題についての意見交換を行った。 

⑦ 2012年10月27日（土）に法政大学多摩キャンパスで開催された2012年度秋

季研究発表会において、震災に関する個人研究発表2件、ワークショップ4件。 

282 日本密教学会 （概要）平成24年度、第45回学術大会は、10月19～20日に総本山金剛峰寺高

野山真言宗宗務所において「宗学の現代的意義―大震災を経験―」と題して

開催した。 

（詳細）辻 雅榮師（宝泉寺住職）・箱崎亮弘師（金光寺住職）・武内孝善師

（高野山大学教授）の三師が基調講演を行い、被災地における足湯や傾聴ボ

ランティア、アンケートの実施といった具体的な話や、弘法大師空海がいか

に天変地異をとらえたか等、様々な研究成果が発表された。この後に谷山洋

三師（東北大学大学院准教授）を座長に迎え、前の三師を交えてシンポジウ

ムが開かれ、震災に関する様々な意見交換がなされた。この基調講演・シン

ポジウム以外にも、個人発表として、頼富本宏師・小山典勇師・白石凌海師・

森崎雅好師が、東日本大震災に関連する事例報告や、密教学的視点からの分

析成果を発表した。 

283 日本民俗学会 日本民俗学会では、震災に関して下記のシンポジウム開催ならびに学会誌で

特集号を組んだ 

・第860回 東日本大震災関係シンポジウム「震災の記憶と語り―民俗の再生

へ向けて―」 

日時：2011年12月3日（土）13：00 ～ 17：30、場所：東北大学片平さくらホ

ール（仙台市青葉区片平2-1-1東北大学片平キャンパス）。共催：東北民俗の
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会、後援：岩手民俗の会・福島県民俗学会・村山民俗学会・東北地理学会・

山形文化遺産防災ネットワーク 

・特集号『日本民俗学』第269号（2012年2月29日） 

カール・リンダール／谷口陽子・訳「記憶の風―ヒューストンにおけるニュ

ーオーリンズから来たハリケーンカトリーナの生存者たち」 

武井基晃「参加記（第八六〇回談話会 東日本大震災関係シンポジウム「震

災の記憶と語り一民俗の再生へ向けてー」)、松田香代子「東日本大震災関係

シンポジウム「震災の記憶と語り―民俗の再生へむけて―」に参加して」、

石井克玖「東日本大震災関係シンポジウムに参加して」、板橋春夫「シンポ

ジウム「震災復興と無形文化―現地からの報告と提言―」を聞いて想うこと

など」 

284 日本民俗建築学会 本学会では、これまでに寄付金を集めて被災した民家等の修理費用に関係部

署経由で贈るなどしてきたが、学会として直接支援に動いたことはなかった。

今回は「災害支援準備委員会」を立ち上げ、今後の大災害時も見据えて、学

会として支援できることやその方法を探すための試みの活動をしている。 

2011年７月には岩手県立博物館の協力を得て、被災地の視察と被災した「陸

前高田市立博物館の民具の洗浄作業」を行った。また、「津波の被害を受け

て住まいを取り壊す家の調査」をして、その結果を住まいの記録として住民

に渡す試みや、会員が調査フィールドとしていた被災地を回り、土蔵など「特

殊な建物に関する修理方法の助言」などもした。2012年には、いわき市の豊

間、薄磯地区において、「被災前の家並の地図作成の作業」を、地元の団体

に協力する形で進めている。 

２０１２年５月１９日（土）に行われた本学会第３９回大会では、永井康雄

山形大学教授による「東日本大震災による東北地方の歴史的建造物の被害と

復興」の講演が行われた。また、会員による東日本大震災関係の研究発表が、

３題あった。 

２０１２年９月１５日（土）には、本学会主催によるシンポジウム「民家・

里山・景観 復興への道のり－中越から東北へ－」を行い（平成24年度文部

科学省科学研究費助成事業）、中越地震及び中越沖地震の経験を踏まえ東日

本大震災への提言を行った。 

285 日本モンゴル学会 特になし 

286 日本野外教育学会 日本野外教育学会関東支部研究会「今回の震災を受けて、本学会や教育関係

ができること」について、ミニシンポジウムを開催した。話題提供者として、

佐々木豊志氏（くりこま高原自然学校、RQ市民災害救護センター東北支部本

部長）、勝田忠広氏（明治大学）、坂本昭裕氏（筑波大学）、金山竜也（日

本キャンプ協会）にお願いし、ディスカッションがされた。 

287 日本薬剤疫学会 特になし と思われる。 
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288 日本薬理学会 大震災の発生で平成23年3月22日～24日に開催予定であった第84回日本薬理

学会年会が中止となり，参加費等の一部を除き収入それぞれの返金手続きを

行った． 

理事会は被災地域の薬理学教育研究体制の復興等を支援する取り組みを行う

ことを表明し，これに賛同した参加者の懇親会費が復興支援事業に寄附され

た．同年秋に宮城県仙台市で開催された地方部会の特別講演者招聘費用等に

充当し，被災地域の薬理学発展の支援の一助とした． 

289 日本遊戯療法学会 本学会は主に子どもの精神健康対策を重視している学術団体である。本学会

の設立の理念に従って，震災被害にあった子どもの心のケアを進めてきた。

主な活動は仙台市宮城野区にある児童館の子どもたちと保護者に対して，遊

戯療法とカウンセリングを2011年6月より現在まで継続的に行っている。ま

た，福島県の原発被災地の子どもの支援者対象に電話・メール相談について

も進めてきた。大熊町では箱庭療法の設備を整え，遊戯療法を行っている。

子どもたちにはミソドラマを提供している。小学校教員には遊戯療法を生か

した描画（風景構成法）の研修会を開いた。 

研修としては、2012年3月11日に第9回全国研修会を学会員や遊戯療法を学ぶ

者対象に「現場に生きる遊戯療法のわざと命―東日本大震災から一年を経て

ー」と題して東京国際フォーラムにて行った。さらに2012年6月23日に学習院

大学で開かれた日本遊戯療法学会第18回大会において，「被災地における遊

戯療法」と題して公開しンポジウムを行った。 

290 日本臨床検査医学会 日本臨床検査医学会（以下本会）では、震災直後より会員が個別に支援活動

を開始していたが、3月27日の社員総会にて「東日本大震災対策委員会」を設

立し、臨床検査分野での支援活動を行った。 

岩手県、宮城県、福島県をそれぞれ訪問し、被災地の要求に沿った支援を心

がけた。 具体的には臨床検査機器の無償貸与、検査試薬の無償配布支援な

どである。また、臨床検査技師が不足している地域に2ヶ月に渡りボランティ

ア臨床検査技師を派遣し、金銭的負担だけでなく、宿泊場所、交通手段など

も全て手配を行った。これらの活動は冊子に仕上げて提言書を含んで発行し、

電子媒体として本会のホームページにて無償で公開している。 

東日本大震災対策委員会の坂本委員長は昨年度の世界臨床病理学会

(WASPaLM)にて招待演者として講演を、24年度は国際POCTシンポジウムにても

報告を行った。国内では平成24年12月の第59回日本臨床検査医学会学術集会

にて、東日本大震災対策委員会が中心となってシンポジウムを開催予定であ

る。 

291 日本倫理学会 2011年9月30日、日本倫理学会第62回大会において、東日本大震災・福島第一

原発事故関連特別企画として「倫理学（の研究者）は震災・原発事故にどう

向き合えるのか、何ができ／できないのか」と題したシンポジウムを開催し

た。 
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2012年10月12日～14日に開催された日本倫理学会第63回大会においては、ワ

ークショップ「科学技術文明史と倫理」、主題別討議「原発事故について倫

理学は何が言えるか」、共通課題「震災と倫理――絆・死別・物語りをめぐ

って」と題したそれぞれの企画で、さまざまな観点から、倫理学が震災・原

発にいかに対していくことができるか、対していくべきかを討論した。 

292 日本霊長類学会 当学会がおこなっている日本霊長類学会保全・福祉活動助成において、東日

本大震災の復興支援のため震災特別枠を設け、福島県、宮城県での調査・活

動に対し、計3件の助成をおこなった。 

当学会保護活動費から、東日本大震災に関連した金華山の調査小屋の修繕の

ため50,000円を宮城のサル調査会に助成した。また、米国霊長類学会より、

東日本大震災に関連した金華山の調査小屋の修繕のための義援金107,511円

を受領し、その全額を同調査会に助成した。 

2012年5月13日（日）に東京大学理学部2号館講堂において、日本哺乳類学会、

日本野生動物医学会、野生生物保護学会と共催で、公開シンポジウム「どう

なる野生動物！東日本大震災の影響を考える」を開催し、240名の参加を得た。 

2012年7月6日（金）に第28回日本霊長類学会の自由集会において学会保護福

祉委員会の主催で「東日本大震災の及ぼす野生ニホンザルの保護、管理、研

究への影響」を開催した。 

293 日本レーザー歯学会 ・日本歯科医学会を通じて義援金10万円を寄付。 

・日本歯科医学会を通じてご遺体の身元確認に派遣（3名）。 

294 日本老年看護学会 会員の行う支援活動を支援するという方針のもと、東日本大震災支援プロジ

ェクトをつくり、主として情報収集、発信を行った。初期には役員を通じてE

メールでの情報収集と発信、また、日本看護系学会協議会と連携し、会員か

らの情報を流すほか、災害対応のマニュアル、シンポジウム開催、助成金募

集等の情報をホームページで流した。その他、日本老年医学会との連携を模

索した。 

会員の活動を含め、震災時の高齢者の現状ならびに支援の状況について学術

集会で交流集会をもち、報告している（平成23年度、24年度。25年度も企画

中）。この記録ならびに会員の被災体験や支援体験について、原稿を募集し、

学会誌に掲載している。 

 会員に今後の支援活動の可能性に関連したアンケートをとり、まとめた（交

流集会で発表し、学会誌に掲載）。今年度から、東日本大震災に限らず、広

く災害支援を考えていく目的で、プロジェクトから災害支援検討委員会とし

た。また、今後、地域ごとのネットワークを強化する目的を含めた組織づく

りを学会全体で計画している。 

295 日本ロシア文学会 ホームページ上に2011年3月31日付で「がんばれ、ヤポーニア（日本）」とい

うページを立てて、ロシア、アメリカ、ウクライナ、韓国など12カ国、46の

個人・団体から寄せられた東日本大震災に対する支援のメッセージを原文と
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翻訳を併記して掲載し、会長名で国際的な支援の言葉に感謝を表明した。 

296 農業機械学会 ・学会内部に東日本大震災調査検討委員会を設けて、情報の収集と共有、現

地調査を行った。 

・第70回農業機械学会年次大会においてシンポジウム「東日本大震災の農業

被災と復興の課題」を開催し、講演と意見交換を行った。（平成23年9月） 

・農業機械学会と農林水産省農林水産技術会議事務局で放射能の除染技術に

関する意見交換を行い、最終的に委託プロジェクトの課題化に協力した。そ

の課題について、学会員が所属する研究機関、企業が中心となって「農業用

施設、畦畔、農道等除染技術の開発」を行い、成果が得られた。（平成23年7

月～） 

・前記成果について、農業機械学会誌に74巻2号に「東日本大震災からの復興

をめざして－農業機械分野の役割－」を、また74巻4号に「東日本大震災から

の復興をめざして－農地周辺除染用作業機の開発－」を特集して掲載した。

（平成2４年３～７月） 

・日本学術会議主催学術フォーラム「東日本大震災がもたらした食糧問題を

考える」に講師として澁澤東日本大震災調査検討委員会委員長、コーディネ

ーターとして大下農業機械学会長が参加した。（平成２４年１１月） 

・宮城県石巻市、名取市を中心に被害状況の調査、今後の復興の課題につい

て現地調査を行った（平成23年9月） 

297 農業施設学会 2012年度農業施設学会シンポジウム「東日本大震災からの復旧・復興に向け

た園芸技術と今後の課題」を2012年5月31日に開催した。 

被災した農地の除塩や用水の確保、園芸施設の再建、保温や省エネルギー技

術の導入、停電や断水などのライフライン停止に備えた環境制御手法や栽培

手法の確立などの技術面での対策、および、施設構造の強化・補強技術につ

いて課題・問題等を議論した。 

298 農村計画学会 １．大震災復興特別委員会設置と緊急アピール  2011年4月9日 

２．若手研究者の現地調査支援金の創設（各年度30万円） 

３．シンポ開催 

①緊急シンポ 2011年4月9日 

「国土の災害復興ガバナンス－震災復興に向けた農村計画学会緊急討議

4011.4.9－」 

②現地シンポジウム：「市町村の復興計画と農山漁村」2011年10月30日、仙

台 

③大会シンポ「東日本大震災から１年～地域コミュニティの復興に向けて～」 

④中山間地域フォーラムシンポジウムin もりおか の共催 

拡大コミュニティによる震災復興、2012年11月10日(日)、岩手大学  

４．農村計画学会誌で、大震災特集の連載（29巻1号～4号、30巻１号～４号 
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テーマ：①原発被災地の被害・避難・放射能汚染実態と復興支援 

②津波被災市街地及び漁村地域の被害実態と高所移転・集落復興計画支援 

③津波被害農地の実態と農地復興支援 

支援地域：岩手県：大槌町、大船渡市(浜崎、碁石、綾里、越喜来)、陸前高

田市 

宮城県：石巻市(北上)、気仙沼市（大島）、 

福島県：飯舘村、川俣町、南相馬市 

299 バイオメディカル・ファジ

ィ・システム学会 

学会員および関係団体からの義援金を送った． 

300 東日本整形災害外科学会 福島県、宮城県、岩手県の3県に寄付をいたしました。 

301 美術史学会 本学会は、美術に関わる文化・学術研究･教育･普及活動に勤しむ学会員によ

って構成されており、東日本大震災の多くの被害のうち、特に文化財に対す

る被害・および救済について、ホームページ上で「美術史学会からの提言：

東日本大震災に際して」を提言した。そこでは、文化庁が主体となり進めて

いる「文化財レスキュー事業」に対する賛意を述べ、被災文化財の救援(修復･

保存など)に対する寄付金・義援金の呼びかけを行った。 

302 弘前医学会 なし 

303 広島芸術学会 平成24年6月16日（土）に仙台市博物館ホールにおいて開催された「藝術学関

連学会連合2012年度シンポジウム」において当学会会長がコーディネーター

を務め、芸術が地域の復興と再生のために何ができるのかを問い、議論した。 

304 部落問題研究所 月刊誌『人権と部落問題』において、「原発・震災から人権を考える」（2011

年9月増刊号）、「震災・原発と子どもの人権」（2012年1月号）、「「3･11」

からの復興」（2012年4月号）の３回の特集を組んだ。 

305 フランス教育学会 特になし 

306 文化財保存修復学会 当学会においては、文化庁の呼びかけで設立した「東北地方太平洋沖地震被

災文化財等救援委員会」（事務局：東京文化財研究所）の構成団体として、

文化財レスキュー事業に参加した。現在、被災文化財の修理設計の支援につ

いて宮城県からの要請を受け、具体的な修理設計を作成する活動に取り組ん

でいる。また、今回の東日本大震災を受け、2010年度大会においては、将来

の大規模災害の被災文化財に対する学会の対応について、「世田谷宣言」と

してとりまとめ、総会において承認した。 

次に学会の学術的な成果公開として、2011年12月3日に文部科学省科学研究費

補助金の助成を受け、公開シンポジウム『文化財をまもる－災害から文化財

をまもる「大規模災害における文化財レスキュー 阪神・淡路大震災から東

日本大震災」』を開催した。また、来年度の大会を東北大学で実施する予定

で、東日本大震災における文化財レスキューに焦点を当て、その間、特別講

演ないしは例会の開催を予定している。 
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307 粉体粉末冶金協会  

308 萬葉学会 特に行っていません。 

309 民俗芸能学会 当学会では、第１３６回研究例会（平成23年9月24日）を急遽、日本民俗音楽

学会と共催、儀礼文化学会と協力で、東日本大震災による無形民俗文化財の

被災状況を理解するとともに、その再生に関係学会でなにができるかを考え

るため、岩手・宮城・福島の３県の実務者から被災地報告を受け、質疑を行

ない、認識を高める活動を実施した。 

当学会では、特に福島県は原発事故とも重なり無形民俗文化財の調査が手つ

かずという文化庁情報から当学会の研究領域でもあり、お手伝いができれば

との理事会総意で「民俗芸能学会福島調査団」を立ち上げ、専任の担当理事

を指名し、３年間の事業活動として実施している。 

310 明治維新史学会 第41大会（2011年6月11日・12日 於明海大学）において、「宮城資料ネット

ワーク」の活動紹介と募金の呼びかけをおこなった。 

311 ラテン・アメリカ政経学会 2011年度全国大会（開催校・京都外国語大学）で公開シンポジウム「ラテン・

アメリカと自然災害」を開催し、ハイチやチリの地震、ブラジルの洪水・土

砂崩れの被災地で活動した経験を持つ会員からの報告を聞き、社会科学と災

害とのかかわりについて意見を交換しました。 

312 理学療法科学学会 ボランティア活動の報告会の開催 

313 歴史学会  

 

 


